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第1章 本件における規制権限の不行使の適否に関する司法審査の在 り方

23

第1は じめに23

第2行 政庁 の規制権 限 の不行使 の違法性が問題 となったこれまでの最高裁判決の

事案 は，当該事案の一審原告 らが行政庁において規制権限を行使すべきであっ

た と主張す る時期において，既に現実的被害が発生 していた事案であ り，被害

発生の予見可能性の有無について，裁判所 が行政庁の判断から離れて独 自の立

場で審査す ることができる事案であったこと28

第3自 然災 害 による原子 力災害発 生の予見可能性の有無は，原子力工学はもとよ

り，多方面にわたる極 めて高度な最新の科学的，専門技術的知見に基づいた将

来の予測に係 る総合的判断が必要とされるものであ り，その性質上，①具体的

審査基準の合理性 と②その基準を当てはめた判断過程における過誤 ・欠落の有

無によって判断され るものであるか ら，その判断手法ない し判断構造は，規制

権限の不行使の違法性 が問題 とされた これまでの最高裁判決の事案における予

見可能性の有無の判断手法ない し判断構造 とは異なるもの とならざるを得ない

こ と 36

1原 子炉施設の安全審査に当たって，極めて高度な最新の科学的，専門技術的

知見に基づく総合判断が必要となるという点は，原子炉施設の設置許可処分段

階と使用開始後で異なるものではないこと38

2設 置許可処分段階の原子炉施設の安全審査は，その性質上，①具体的審査基

準の合理性と②その基準を当てはめた判断過程における過誤 ・欠落の有無とい

う二段階の審査とならざるを得ないこと41

3設 置許可処分段階の原子炉施設の安全性に関する司法審査は，その性質上，

①具体的審査基準の合理性の検討と②その基準を当てはめた判断過程における

過誤 ・欠落の有無の検討 とい う二段階の審査となるのであり，このことは，伊

方原発訴訟最高裁判決によって裏付けられていること44
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4使 用開始後の原子炉施設の安全性に関する司法審査も，その性質上，①具体

的審査基準の合理性の検討 と②その基準を当てはめた判断過程における過誤 ・

欠落の有無の検討とい う二段階の審査とならざるを得ないこと46

第4規 制権限の行使を正当化するだけの客観的かつ合理的根拠に裏付けられた科

学的知見とい うためには，少なくとも，審議会等の検証に耐え得る程度の客観

的かつ合理的根拠に裏付けられていなければならないこと49

第5本 件における規制権限の不行使の適否に関する司法審査の在 り方

一一50

第6最 高裁が示 した規制権限の不行使の違法性の判断枠組みとの関係について

53

1最 高裁が示 した規制権限の不行使の違法性の判断枠組みとその考慮要素につ

いて 53

2最 高裁が示 した規制権限の不行使の違法性の判断枠組み及びその考慮要素

と，本件における司法審査の手法の関係について55

3小 括59

第7同 種事案 に関す る これ ま での判決 の評価 ・位置づけ60

1名 古屋地裁 判決 ，千葉 地方 裁判 所平成29年9月22日 判 決 （以下 「千葉地

裁 判決 （民事 第3部 ）」 とい う。）及 び同裁 判所 平成31年3月14日 判 決 （以 下

「千葉 地裁判 決 （民事第5部 ）」 といい ，両判決 を併せ て 「千葉地裁判決 （民事

第3部 及び 民事 第5部 ）とい う。）並 びに 山形地方裁判所令和元年12月17日

判 決 （以下 「山形 地裁 判決 」 とい う。）について61

2被 告 東電 の元役員 を被 告人 とす る刑事事件に係 る一審判決 （東京地方裁判所

令和元年9．月19日 判決。 以下 「刑事判 決」 とい う。）について64

3東 京地方裁判所 平成30年3月16日 判 決 （以 下 「東京地裁判 決」 とい う。）

等の被告国の国家賠償責任 を認 めた判決について64

4横 浜地方裁判所 平成31年2月20日 判 決 （以 下 「横 浜地裁判 決」 とい う。）
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について

5小 括
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第2章 予見可能性について
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被告国が津波に対する安全性の審査又は判断の基準として設定していた基準

は，地震地体構造の知見を考慮 して 「想定 し得る最大規模の津波」を評価する

というものであり，かかる基準は科学的な合理性を有するものであったこと

69

1原 子力規制実務では，科学的知見の進展に合わせて様々な津波に関する知見

を安全性の確認のために取 り入れるとともに，津波評価技術策定後は，「想定

し得る最大規模の津波」を決定論的安全評価に取 り込む津波評価技術 と同様の

考え方に基づき，波源設定の妥当性を審査 してきたこと69

（1）原子力規制実務では，津波評価技術策定前から，科学的知見の進展に合わ

せて様々な津波に関する知見を安全性の確認のために取 り入れるなどしてき

た こ と

（2）

69

4省 庁 報告書等 において，既往最 大津波に対す る対策から科学的根拠に基

づいて 「想定 し得 る最大規模の地震津波」に対す る対策が求め られるように

なったこと（被告国第42準 備書 面第5の2）70

（3）津波評価 技術 は，4省 庁報告書 等 を受 けて策 定 された ものであ り，その考

え方は，合理性 を有す る地震学等の科学的根拠 に基づいた津波評価手法で

あって，審議会等の検証に耐え得 る程度の客観的かつ合理的根拠 に裏付 けら

れた科学的知見を余すことなく取 り込むために策定 されたものであったこと

（被告国第42準 備 書面第5の3及 び4）70

2想 定津波 の波源設 定 に関す る津 波評価技術の考え方の概要74
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3想 定津波に関して原子力規制機関が用いてきた波源設定の審査又は判断の基

準（地震地体構造の知見を考慮 して 「想定 し得る最大規模の津波」を評価する

という考え方）は，科学的な合理性を有するものであったこと78

4

第3

小括 82

被告国が，「長期評価の見解」は，波源設定に係る審査又は判断の基準との

関係で，三陸沖の海溝寄りの領域と福島県沖の海溝寄りの領域が近似性のある

領域であることを示す地震地体構造の知見として審議会等の検証に耐え得る程

度の客観的かつ合理的根拠によって裏付けられた知見とはいえないと判断して

いたことが不合理とはいえないこと82

1は じめに83

2「 長期評価 の見解 」が公 表 され た平成14年 当時，明治三 陸地震 が発生 した

三陸沖の海溝寄 りと福島県沖の海溝寄 りでは地震地体構造が同一であるとい う

知見は皆無であったこと（被告国第42準 備 書 面第4の4）85

（1）海 溝寄 りを含む福 島県沖の領域 においては，三陸沖の海溝寄 りとは異な り，

マグニチ ュー ド8ク ラスの大地震 が発 生す る可能性は低い と考 えられていた

こ と 85

（2）平成14年 当時，津波地震は特定の領域や特定の条件下でのみ発生する極

めて特殊な地震であると考えられてお り，明治三陸地震 と同様の津波地震が

福島県沖の海溝寄 りで発生する可能性があるとする見解は皆無であったこと

86

3津 波評価技術 では，その策定 当時 の科学的知見の集積 を踏まえて，客観的か

っ合理的根拠に裏付け られた科学的知見の評価をした結果，福島県沖の海溝寄

りの領域 と三陸沖の海溝寄 りの領域では地震地体構造が異なると判断されてい

たこと（被告国第42準 備 書面第4の1（2） ウ）88

4推 進 本部 は，長期評価 を規制 に取 り込むか否かについて，規制機関の判断に

委ねる趣 旨で長期評価を公表 してい る上， 「長期評価 の見解」は従前の科学的
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知見からは導かれない新たな知見であったことから，原子力規制機関 としては，

「長期評価の見解」 を規制に取 り込むか否かを判断す るため，同見解 が客観的

かつ合理的根拠に裏付 けられたものであるか否かについて調査 をする必要が生

じた こ と 91

（1）推進 本部 は，長 期評価 の 中で示 された各種見解 を規制に取 り込むか否かに

ついて，規制機 関等の受 け手側の判断に委ねてい ること（被告国第42準 備

書 面 第6の2（1） 及 び （2）） 92

（2）原 子力規制機 関にお いて も，長期評価の 目的や評価手法等の独 自性か ら，

長期評価で示 された知見は，科学的根拠の有無 ・程度 を検討す ることなしに

原子力規制に取 り込む ことはできないものと認識 されていたこと（被告国第

42準 備 書 面 第6の4（3） ）

（3）

え方 で あ っ た に もか か わ らず ，

93

「長期評価 の見解」は，それまでの科学的知見からは導かれない新たな考

その考 え方を採用 した科学的根拠 を記載 して

いなかったこと（被告国第42準 備書 面第6の2（2） ）97

（4）保安 院 は， 「長期 評価 の見解」 が客観的かつ合理的根拠に裏付け られた知

見であるかについて調査検討をす る必要が生 じたこと101

5被 告 国が， 「長 期評 価 の見解 」 が公表 された直後の平成14年8月 に， 「長

期評価 の見解 」 の科学 的根拠 について調査 をした ところ， 「長期評価 の見解」

が客観的かつ合理的根拠に裏付け られた知見であるとは認 められ なかったこと

102

（1）被 告国 は，被告東 電 か ら 「長 期評価の見解」の科学的根拠についてヒア リ

ングした結果， 「長期評価 の見解」が客観 的かつ合理的根拠 に裏付けられた

もの とは認 め られ ない と判断 した こと（被告国第42準 備 書 面第6の4（2）

ア）102

（2） 「長期評価 の見解」 を裏 付 ける科学的根拠が存在 していなかったことに照

らす と，前記 （1）の調査 を もって ，被 告 国はそ の時点における調査を十分に

7



行ったと評価 され るべ きであること（被告国第42準 備 書面第6の3）

103

6平 成14年8月 以 降 も， 「長期評価 の見 解」 を裏付 ける客観 的かつ合理的根

拠は発表 されていなかったため，保安院は，調査を十分に行 った結果，規制権

限を行使す るとの判断に至 らなかったこと114

（1）「長期 評価 の見解 」公 表後 も，同見解 に整合 しない論文ばか りが公表 され，

「長期評価の見解」に客観的かつ合理的根拠を与えるよ うな知見が公表 され

なかったこと114

ア 平成15年 に地震 地体構造 の最新 の知見 として公表 されたいわゆる垣見

マ ップ （垣見俊弘ほか 「日本列 島と周辺海域 の地震地体構造 区分」 〔丙B

第17号 証〕）は， そ もそ も 「長期 評価 の見解」を新たな地震地体構造論

上の知見 とみな してもいない上，仮 に 「長期評価の見解」を地震地体構造

論上の知見 と取 り扱 うにしても，垣見マ ップにおける福 島県沖の地震地体

構造 区分は， 「長期評価の見解」の領域 区分 とは異なるものであった こと

（被告国第42準 備 書面第4の1（2） ウ）114

イ 平成14年12月 に 日本海 溝 沿い の海底地形 ・地質に関す る最新の知見

として公表 された鶴論文 （鶴哲郎ほか 「日本海溝域におけるプ レー ト境界

の弧沿い構造変化 ：プ レー ト間カ ップ リングの意味」 〔丙B第19号 証 の

1，2〕 ）は，津波 地震 の発 生領域 及 びメカニズムに関す る谷 岡 ・佐竹論

文に客観的な裏付けを与えるものである一方，「長期評価の見解」 とは整

合 しないものであったこと（被告国第42準 備書 面第4の4（1） ない し（3））

117

ウ 平成15年 に低周波地震と津波地震について公表された松澤 ・内田論文

（松澤暢，内田直希 「地震観測から見た東北地方太平洋下における津波地

震発生の可能性」〔丙B第1号 証〕）は，最新の調査結果等を踏まえれば

福島県沖で低周波地震が発生しても津波地震に至る可能性が低い旨指摘し

8



てお り， 「長期評価の見解」

2準 備 書面第4の4（4） ）

と整 合 しない もので あっ た こと（被告 国第4

119

工 平成14年 の 「長期評価の見解」の公表後，地震学分野から 「長期評価

の見解」において前提 とされた津波地震の整理が客観的かつ合理的根拠に

裏付けられていない旨の指摘が示 されたこと120

（ア） は じめ に 120

（イ）平成14年 当時の地震学会会長兼地震予知連絡会会長であった大竹名

誉教授が，推進本部に 「長期評価の見解」は極めて不確実性が高いもの

である旨の意見書を送 り，対応を求めたこと（被告国第42準 備書面第

6の2（2） エ ） 121

（ウ）平成15年 に公表 された石 橋克彦 「史料地震学で探 る1677年 延 宝

房 総 沖津波 地震 」 （丙B第3号 証）におい て， 「長 期評 価 の見解」が延宝

房総沖地震 を取 り込んだ ことについて異論が述べ られてい ること（被告

国第42準 備 書面第4の4（5） ）

124

（エ）平成15年 に公表 された都 司嘉 宣 「慶長16年 （1611） 三陸津波 の

特異性 」（丙B第2号 証）では，慶長 三陸地震 につ いて 「長期評価の見解」

と異な る考 え方が示 されてい ること（被告国第42準 備 書 面第4の4

（6）） 125

（2）平成17年 に推進本部 が公表 した 「全国 を概観 した地震動予測地図」にお

いても， 「長期評価の見解」は科学的根拠が乏 しいため，決定論的ハザー ド

解析の基礎資料 として取 り扱われなかったこと（被告国第42準 備 書面第6

の2（3） ア ） 126

（3）平成18年 に公表 された 中央 防災会議 報告 （日本海溝 ・千島海溝報告書）の

策定に当た り，中央防災会議において，地震学のみならず，津波学や工学等

の専門家か ら成 る専門調査会で 「長期評価の見解」について検討 した結果，

9



「長期評価の見解」は将来の地震の発生可能性が客観的かつ合理的根拠に裏

付けられた見解ではないと判断されたこと（被告国第42準 備書面第6の4

（1））

（4）

128

平成21年 の推進 本部 に よ る長期評価 の一部改訂においても， 「長期評価

の見解」について，客観的かつ合理的根拠を与えるよ うな新たな記載がされ

ていないこと（被告国第42準 備 書面第6の2（3） イ）132

（5）平成21年 度 か ら平成23年 度 にか けて開催 された土木 学会 の第4期 津波

評価部 会で は 「長期評価 の見解」を踏まえた波源モデル設定に関する検討が

行われた ところ，同見解 が客観的かつ合理的根拠 を裏付け られた知見である

とは判断 されなかったこと（明治三陸地震の波源モデルを福 島県沖の海溝i寄

りに移 す とい う考 え方 が否 定 された こと）（被告 国第42準 備書 面第6の4

（6）） 133

（6）保 安院 内 にお ける調査 の過程 においても，「長期評価の見解」が客観的か

つ合理的根拠に裏付けられた科学的知見 として評価 され ることがなかったこ

と

ア

イ

はじめに

134

135

NUPECや 安全情報検討 会 に よる情報収集 において「長期評価の見解」

が取 り上げられていなかったこと（被告国第42準 備 書 面第6の4（2） イ）

136

ウ 溢水勉強会 において 「長期評価の見解」が取 り上げ られていなかったこ

と（被告国第42準 備書 面第6の4（2） ウ）136

工 福 島第一 発 電所 事故 前 の耐震 バ ックチェック報告書の審議等の過程で

も，専門家か ら 「長期評価の見解」に基づ く津波対策の必要性を示唆する

意見が述べ られることはなかったこと137

（ア）JNESは ，平成21年5Eの 時点 におい て，三 陸沖北部 と福 島県沖

を一体 とみなす 「長期評価の見解」の領域区分 を採用 しなかったこと（被

10



告国第42準 備 書面第6の4（4） ア）137

（イ）東 北電力及 びJNESは ，平成22年11． 月の時点で も，三 陸沖北部

か ら福 島県沖を一体 とみなす 「長期評価の見解」の領域区分を採用 しな

かった こと（被告国第42準 備書 面第6の4（4） イ）138

（ウ）被 告東電 が保 安院 に提 出 した福島第一発電所の耐震バ ックチェック中

間報告書の妥当性 を巡る審議会での議論においても，「長期評価の見解」

に基づ く地震動評価又は津波評価 を実施す る必要がある旨の意見が表明

されなかったこと（被告国第42準 備 書面第6の4（2） エ）

142

オ 保 安 院 の科 学 的知 見 の収集 及 び評価において も， 「長期評価 の見解」 は

直 ちに規制に取 り込むべき知見 とは され なかったこ と（被告国第42準 備

8

第4

書 面 第6の4（2） オ ）

力 小 括

（7）ま と め

144

144

145

7福 島第 一発電所 にお ける確率論 的津波ハザー ド解析手法の進展状況か らして

も，保安院が同発電所の津波対策について規制権限を行使す る状況にはなかっ

た こと（被告国第42準 備 書面第7）146

「長期評 価 の見解 」 につい てのま とめ152

予見可能性に関するまとめ 153

第3章 結果回避可能性について

1

2

第

第

判断枠組み等

154

154

福島第一発電所の主要建屋等が存在する10m盤 に敷 地高 を超 える津波 が到

来す ることが想定 される場合，原子炉施設の安全性 を確保す るために講 じるべ

きであった対策は，防潮堤 ・防波堤等の設置によって ドライサイ トを維持す る

ことであったこと（被告国第42準 備 書面第8の1及 び2）154

11



1防 潮堤 ・防波堤等 の設置 による ドライサイ トの維持は，合理的で信頼性が高

く，確実性の高い基本的な津波対策であること154

2防 潮堤 ・防波堤等 の設置 によって ドライサイ トを維持す るとい う考 え方 は，

専門家による審議等によっても合理的なものであると評価 されていたこと

155

（1）防潮 堤 ・防波 堤等 の設 置 に よって ドライサイ トを維持す るとい う考 え方

は，多 くの工学の専門家等によ り合理的なものと評価 されていたこと

155

（2）東通発 電所 の設置許 可 も，津波の浸入が想定 され る箇所に防潮堤 ・防波堤

等を設置することによりドライサイ トを維持する対策の合理性を裏付 けるも

のであること 156

（3）福 島第一発電所事故 を踏 まえて策定された新規制基準においても ドライサ

イ トを維持するとい う考え方が採 られていること157

第3「 長期評価 の見解」 を前提 とした想定津波に対 し，防潮堤 ・防波堤等の設置

によって ドライサイ トを維持する対策を採 った としても，福 島第一発電所事故

を回避す ることはできなかったこと（被告国第42準 備 書面第8の3）

一」

2

試算津波と本件津波の違い

「長期評価の見解」

157

157

を前提 とした想定津波に対 し，防潮堤 ・防波堤等の設置

によって ドライサイ トであることを維持す る対策を講 じた としても，福島第一

発電所事故 を回避できなかったこと160

第4津 波 が敷 地 に浸入す るこ とを容認 した上で建屋等の全部の水密化 を行 うこと

は，合理性，信頼性のある対策 とはいえず，規制機関がその ような対策 を是認

することはあ り得ず，そのよ うな対策を命 じる規制権限の行使が義務付 けられ

ることもないこと（被告国第42準 備書 面第8の4）163

1津 波 が敷 地 に浸入す るこ とを容認 した防護対策には大 きな不確定性が伴い，

12



信頼性 に欠ける上，事故対応等に支障が生 じることも想定 され ること一163

（1）津波 が敷 地 に浸入す る ことを容認 した防護対策には，大きな不確定性が伴

い，信頼性 に欠けること

（2）事故対応 等 に支障 が生 じるこ とも想定 され ること

2福 島第一発 電所事故前 の科学技術水準からして，津波が敷地に浸入す ること

を容認 した上で建屋等の全部の水密化を行 うとい う対策を規制機 関が是認する

ことはあ り得ず，そのような対策を命 じる規制権限の行使が義務付けられるこ

ともないこと

163

165

166

（1）福 島第一発電所事故前 の科学技術水準 として，建屋等の全部の水密化 は技

術的に未確立であったこと

ア

未確立であったこと

イ

166

津波の波力の評価手法及び漂流物の衝突力に関する評価手法がいずれも

166

建屋等の全部の水密化は技術的に確立 してお らず，かかる対策 を講ず る

べ きとの見解を有す る専門家 もいなかった こと167

（2）事業者 が津波対策 として建屋等 の全部の水密化 を講 じることを選択 した と

しても，被告国が規制要求に適合 していると判断す ることはできなかったこ

規制権限行使の在 り方について

規制機関が，建屋等の全部の水密化が規制要求に適合 しているか否かを

判断す ることはできなかったこと168

3新 規 制基準 は， ドライサ イ トの維 持を津波防護の基本 とし，これに加えて，

福島第一発電所事故後の知見に基づき，「漏水」及び 「溢水」への対策を求め

るものであ り，防潮堤 ・防波堤等を設置することな く，津波が敷地にそのまま

浸入することを前提に建屋等の全部の水密化をすることは求めていないこと

と

ア

イ

167

167

169

第5多 重防護 ・深 層防護 の概念 か ら， ドライサイ トの維持に加 え，建屋の水密化

13



が求められることにはならない こと170

1深 層 防護 の概念 は，原子力 の安全 を確保す るための基本的戦略概念であり，

多段階の物理的障壁 を設けることを求めるものではな く，また，同概念から特

定の事象やハザー ドに対す る具体的対策が導かれ るもので もないこと

170

2福 島第一発 電所事故 当時の科 学技術水準に照 らし，深層防護 の概念に整合す

る津波防護策は ドライサイ トの維持であった と考えられ，建屋等の水密化は深

層防護 の概念か ら導かれ る対策ではないこと172

3福 島第一発 電所事故前 にお ける安全性向上に向けた我が国の取組は，深層防

護の概念 とも整合す るもの として評価 され るべきであること173

第61AEAの 安全基 準や，我 が国及 び諸外 国 における建屋等の水密化の実例を

踏まえても，規制要求に基づき津波の敷地への浸入を容認 した上での全面的な

水密化が行われていた とはいえないこと174

11AEAの 安全 基準 につい て （被告 国第42準 備書 面第8の5）174

（1）IAEAの 安 全基準等 の位置 づ けについ て174

（2）IAEAの 安 全基準 は，福 島第一発 電所事故の前後を通 じ， ドライサイ ト

の維持 を津波 ・洪水対策の基本 としてお り，建屋等の全部の水密化は求めて

いないこと174

2福 島第一発電所事故前の水密化の実例は，いずれも局所的 ・部分的な水密化

を実施 した事例や自主的対応の事例であって，規制要求に基づき津波の敷地へ

の浸入を容認 した上での建屋等の全部の水密化として講 じられたものではない

こと

（1）は じめ に

175

175

（2）被告東電が福島第一発電所事故前に検討していた水密化対策は，海水ポン

プの電動機の水密化及び同海水ポンプを収容する建物の設置等であり，建屋

14



等の全部の水密化 として行われたものではないこと176

（3）被 告東電 が平成3年 溢水事故 を機 に講 じた対 策は，地下階に設置 された重

要機器等の水密化にとどま り，建屋等の全部の水密化が行われた実例ではな

い こ と 176

（4）被告東電が津波評価技術に基づく想定津波の再評価の結果を受けて講じた

対策は，海水ポンプ用モータのかさ上げ及び建屋貫通部等の浸水防止対策で

あ り，いずれも建屋等の全部の水密化が行われた実例ではないこと

177

（5）福 島第 一発電所事故前 ， 日本原電が東海第二発電所で講 じた建屋 の津波対

策 は，設計想定：津波に対する対策ではなく，同事故前において，規制要求を

満 たすための措置 として建屋等の全部の水密化が実施 されたとい う実例では

ないこと 178

（6）国外 の原子力発 電所 にお いて実施 されていた対策 も，建屋等の全部の水密

化を実施 した実例 とは認 められないこと178

（7）福 島第一発電所 事故後， 日本各 地の原子力発電所 において，主要建屋や重

要機器室の水密化が実施 されていることが，福島第一発電所事故前において，

建屋等の全部の水密化が可能であったことを示す ものでも，規制機 関におい

てこれを命ずべき根拠 となるものでもないこと179

（8）溢 水勉強会等 において水密化 の検討が行われていた ことは，技術基準に適

合す る措置 として，規制機関において建屋等の全部の水密化 を命ずべ き根拠

にはならないこと 180

第7津 波対策 と して防潮堤 ・防波堤等の設置を命 じた場合に，その完成までに相

応の期間を要す ることが想定されるとしても，防潮堤 ・防波堤等の設置に加 え，

建屋等の全部の水密化を命 じないことが，著 しく不合理 と評価 され る余地はな

い こ と

第8結 果回避可能性に関するまとめ

180

182

15



184
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本準備書面の趣 旨

1被 告 国は，本 準備 書 面 にお いて，被告国の主張の概要を整理す る（なお，本

件 における主な事実関係 については，被告国第42準 備 書面で整理 して主張す

る。）。

2本 準備 書面の構成 は，以下 の とお りである。

（1）原告 らは，専 ら，被 告 国の機 関である推進本部が平成14年7． 月に 「長期

評価 の見解 」 とい う新 たな見解を発表 した ことにより，被告国は， 「長期評

価の見解」に基づいて，明治三陸地震の波源モデルを福島県沖の海溝寄 りに

設定 して試算 した結果算 出され る津波を予見できたのであるから，規制権限

を行使 して，被告東電 にその津波に対する対策 を講 じるように命 じるべきで

あった 旨主張 している。そのため，本訴訟 では， 「長期評価の見解」が，被

告国との関係 において，福島第一発電所の設置許可処分時の安全審査では想

定 されていなかった主要建屋の敷地高 （0．P． ＋10m） を超 え る津波が到

来す るこ とを予見すべ き科学的知見であったか否かが最 も主要な争点 となっ

ている。

（2）この点，原子炉施設 の安全性 に関する審査は，当該原子炉施設そのものの

工学的安全性，平常運転時における従業員，周辺住民及び周辺環境への放射

線の影響，事故時における周辺地域への影響等 を，原子炉設置予定地の地形，

地質，気象等の自然的条件，人 口分布等の社会的条件及び当該原子炉設置者

の技術的能力 との関連 において，多角的，総合的見地か ら検討す るものであ

り， しかも，上記審査の対象には，将来の予測に係 る事項も含 まれているの

であって，上記審査においては，原子力工学はもとより，多方面にわたる極

めて高度な最新の科学的，専門技術的知見に基づ く総合的判断が必要 とされ

るものである。最高裁は， このような性質を有す る原子炉施設 の安全審査に

関わる規制権限を定めた法令である炉規法の趣 旨， 目的や，その権限の性質

を考慮 して，原子炉施設の安全性に関する判断の適否が争われ る原子炉設置

17



許可処分の取消訴訟にお ける裁判所の審理，判断について，①具体的審査基

準に不合理な点があるか否か，②その基準を当てはめた判断過程 に看過 し難

い過誤，欠落があるか否か とい う二段階の審査 となることを明 らかに してい

る（伊方原発訴訟最高裁判決）。

他方，最高裁は，規制権限の不行使が国賠法上違法 となる場合について，

「その権限を定めた法令の趣 旨， 目的や，その権限の性質等に照 らし，具体

的事情の下において，その不行使が許容 され る限度 を逸脱 して著 しく合理性

を欠 くと認め られるときは，その不行使 により被害を受けた者 との関係にお

いて，国家賠償法1条1項 の適用上違 法 とな る」 との判 断枠組みを採用 した

上で，具体的な事案において，規制権限の不行使が国賠法上違法 となるかの

判断をす るに当たっては，事案に応 じ，⑦規制権限を定めた法が保護す る利

益の内容及び性質，④被害の重大性及び切迫性，⑰予見可能性，㊤結果回避

可能性，⑳現実に実施 された措置の合理性，⑳規制権限行使以外の手段によ

る結果回避困難性 （被害者 による被害回避i可能性），㊧規制権 限行使 にお ける

専門性，裁量性な どの諸要素の全部又は一部を総合的に考慮 して，その不行

使 が著 しく合理性 を欠 くと認め られ るかを検討 している（角谷昌毅 ・最高裁

判所判例解説民事篇平成26年 度182ペ ー ジ，小早川光郎 ほか編著 ・論点

体系判例行政法3・303な い し305ペ ー ジ）。

そ して，後 述す る とお り，原子炉設置許可処分段階で原子炉施設の安全性

が審査 され る場合であっても，原子炉施設の使用開始後にその安全性に係 る

規制権限を行使するか否かを判断す る際に審査 され る場合であって も，いず

れも炉規法24条1項4号 の 「災害 の防止上支 障がない」か否かを判断す る

ことになるところ，その判断に当たっては，津波 とい う自然災害による原子

力災害の発生について，将来発生する可能性のある自然災害 も想定 しなけれ

ばならず，原子力工学はもとより，多方面にわたる極 めて高度な最新の科学

的，専門技術的知見に基づいた将来の予測に係る総合的判断が必要であるか
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ら，原子炉設置許可処分段階であって も，原子炉施設の使用開始後であって

も，原子力規制機 関の判断過程に一定の裁量 （高度 に専門的 ・技術的な判断

に認め られる裁量）が認 められ るとい うべきである。

このような権限の同質性に鑑みると，原子炉設置許可処分の取消訴訟 にお

いて原子炉施設の安全性 に関す る判断の適否が争われた場合の司法審査 にお

ける判断枠組み と，使用 開始後の原子炉施設の安全性に係 る規制権限の不行

使が国賠法上違法 となるか否かについての，その権限を定めた炉規法の趣旨，

目的や，その権限の性質を適切に考慮 した上での判断枠組みが，乖離す ると

い う事態はおよそ考 え難い。そ して，本件において最 も主要な争点である予

見可能性 （前記⑰）は，ある時点における将来予測 として，原子力規制機関が

炉規法24条1項4号 の 「災害 の防止 上支 障」が あると判断すべきであった

といえる程度 の予見可能性 （被告国がい う予見可能性 とは，このよ うな意味

にお ける作為義務 を生 じさせ る程度 の予見可能性である。）を意味 し，これ

が上記判断枠組みにおいて考慮 され るべき要素 となるところ，次に挙げる原

子炉規制の特質か らして，その予見可能性の有無の判断においては，原子力

規制機関が採用 していた具体的審査基準の合理性 を検討 した上で，更にその

審査基準を当てはめた判断過程に過誤 ・欠落がないかを検討す るとい う二段

階の審査を経 る判断手法が採用 され るべきである。

ア すなわち，本件において予見可能性 の有無の審査を行 うことは，原子炉

施設の使用開始後において，炉規法24条1項4号 の 「災害の防止上支 障

が ない」か否かを判断することに帰着する。 ここにおいて， 自然災害であ

る津波によって原子力災害が引き起こされることの予見可能性の有無の判

断に当たっては，原子力工学はもとより，多方面にわたる極めて高度な最

新の科学的，専門技術的知見に基づいた将来の予測に係 る総合的判断が必

要であ り，その判断については，原子炉施設の使用開始後であっても，原

子力規制機 関の判断過程 に一定の裁量 （高度 に専門的 ・技術的な判断に認
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められ る裁量）が認 められ るとい うべ きであるか ら， この ような場合 の裁

判所の審理 ・判断は，規制権限の不行使の違法性が問題 とされた当時の原

子炉施設 の安全性 に係 る原子力規制機 関の判断に不合理な点があるか否か

とい う観点から行われるべきである。これ と異な り，原子力規制機関によ

る実際の判断過程か ら離れて，原子力規制機関が採 るべきであった判断の

内容を認定する手法によることは許 されない。

そ して，本件で問題 となるのは炉規法24条1項4号 の 「災害 の防止上

支障 が ない」 か どうかの要件該当性である（仮 に，原告 らが主張す るよ う

に，本件で技術基準適合命令を発す る余地があるとしても，同命令の要件

である省令62号 の 「想 定 され る自然現象 …に よ り，原子炉の安全性 を損

な うおそれ」の有無の判断は，炉規法24条1項4号 の 「災害 の防止 上支

障が ない」 か どうかの判断 と重な り合 う。）。福 島第一発電所事故以前に

おいて，原子力規制機関は，津波評価技術 と同様の考え方 を津波に対する

安全性の審査又は判断についての具体的審査基準 として事実上用いていた

か ら，本件における津波の予見可能性の有無は，①津波評価技術の考 え方

とい う審査基準に不合理な点があるか否か と，②その具体的な適合性の判

断の過程に看過 し難い過誤，欠落があるか否かによって審査 されることに

なる。

イ また，被告国が，ある科学的知見に基づいて規制権限を行使することが

法的義務 となるためには，少 なくとも，その科学的知見が規制権限の行使

を正当化す るだけの客観的かつ合理的な根拠 に裏付 けられていることが必

要であり，原子力規制機関による規制権限の行使を正当化す るだけの客観

的かつ合理的根拠 に裏付けられた科学的知見 とい うためには，少なくとも，

様々な分野の専門家 （審議会等）の検証に耐 え得る程度の客観 的かつ合理的

根拠に裏付けられていなければな らないとい うべきであるところ，このよ

うな合理的根拠に裏付 けられた知見であるか否かの判断に当たっても，極
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めて高度の専門性が要求 され る。 このことも，二段階の審査手法を採用す

べき理由である。

（以上について，後記第1章 ）

（3）以上 を前提 に， まず ，審査基準の合理性について見るに，①津波評価技術

の考え方は，当時の最先端の津波解析手法であ り，審議会等の検証に耐 え得

る程度の客観的かつ合理的な科学的根拠 を伴 う考え方であっただけでなく，

原子力発電所が高度の安全性が求められ る施設であることを踏まえて，安全

寄 りに津波モデルを設定する考え方であった。そのため，原子力規制機関が，

津波に対す る安全性 の審査又は判断についての具体的審査基準 として，津波

評価技術 と同様の考え方 を事実上用いていた ことは合理的であった。

また，適合性判断の合理性 について見るに，②津波評価技術の考え方か ら

すれば，明治三陸地震の波源モデルを実際に発生 した場所 とは異なる福島県

沖の領域に設定するためには，地震地体構造の知見によって，明治三陸地震

が発生 した三陸沖の海溝寄 りの領域 と福島県沖の海溝寄 りの領域 とで地震地

体構造が同一であるといえることが必要 となるところ，保安院は，三陸沖か

ら房総沖にかけての海溝部の地形は，北部 と南部で大きく異な り，地震地体

構造に同一性があるとはいえないことか ら， 「長期評価の見解」は，地震地

体構造の知見による根拠を欠いてお り，福 島第一発電所 の津波想定において，

津波評価技術の考え方に取 り込む必要はない と判断 したものであ り，その判

断の過程に看過 し難い過誤，欠落はない。

したがって，被告国には，福島第一発電所に主要建屋の敷地高 を超 える津

波が到来することについての予見可能性はなかったとい うべきであるか ら，

結果回避可能性について論 じるまでもなく，規制権限の不行使 が許容 される

限度 を逸脱 して著 しく合理性を欠 くとは到底いえず，本件において被告国が

規制権限を行使 しなかったことが国賠法上違法 と評価 され る余地はない。

（以上について，後記第2章 ）
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（4）なお ，結果回避 が可能 で あった との原告 らの主張に鑑み，本件で結果回避

可能性が認 められないことについて念のため論 じるに，①福島第一発電所事

故前は，防潮堤 ・防波堤等の設置によって ドライサイ トを維持することが合

理的な津波対策 と評価 されていた ところ， 「長期評価の見解」を前提に防潮

堤 ・防波堤等を設置 しても，福島第一発電所事故は回避できなかった し，②

防潮堤 ・防波堤の存在 を前提 とせず，津波が敷地に浸入す ることを容認 した

上で水密化 を行 うことは，福島第一発電所事故前の科学技術水準 として，技

術的に未確立であったか ら，そのような水密化の措置を講 じることを命 じる

規制権限の行使が義務付 けられることもない （なお，防潮堤 ・防波堤等 の完

成までに相応の期間を要することが想定 され るとして も，前記の ような水密

化 の措置 を講 じることを命 じる規制権限の行使 が義務付 け られ ることはな

い。）。

したがって，本件において，被告国に結果回避可能性はない。

（以上について，後記第3章 ）

（5）以上 の とお りで あるか ら，原告 らの主張は，多 くの点で事実認定並びに国

賠法1条1項 に関す る法令 の解 釈及 び適 用 の誤 りがあるから，原告 らの請求

はいずれ も棄却 されるべ きである（後記第4章 ）。

3な お，略語等 は，本準備 書面で新たに定めるもののほかは，従前の例による。
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第1章 本件 に おけ る規制権 限の不行使の適否に関する司法審査の在 り方

第1は じめに

1本 件 は，津波 とい う自然災 害に よる原子力災害の発生の予見可能性の有無が

問題 となっている事案であ り，その予見可能性の有無に関する司法審査の在 り

方については，同種訴訟において被告国の国家賠償責任を認 めた判決 （後記第

7の4の 横 浜地裁 判決 を除 く。 以 下 同 じ。）と被告国の主張 との間に大 きな隔

た りがある。

すなわち，被告国の国家賠償責任 を認めた判決においては，裁判所が，前記

の予見可能性 の有無について，原子力規制機関による実際の判断過程か ら離れ

て，原子力規制機関が採 るべきであった判断の内容 を認定する方法によって判

断 している。 これに対 し，被告国は，前記の予見可能性の有無について，裁判

所が原子力規制機関による実際の判断過程から離れて独 自の立場で審査す るこ

とは許 されず，原子力規制機 関が行 った実際の判断過程の過誤，欠落の有無を

裁判所が審査する方法（判断過程審査）によって判断 しなけれ ばならないと主張

してお り，具体的には，①使用開始後の原子炉施設 に関して用い られた安全性

の審査又は判断についての具体的審査基準 （本準備書面上は，規制実務におい

て事実上用い られている考え方 も含む。以下同 じ。）に不合理な点があるか否

か，②当該原子炉施設がその基準に適合するとした規制機関の判断の過程に看

過 し難い過誤，欠落があるか否か とい う観点 （二段階の審査）によって判断 され

なければならない 旨主張 しているところである。

なお， ここでい う 「規制機関の判断の過程」 とは，原子炉設置許可申請等の

申請 に基づきな される調査審議 に限られ るものではな く，原子力規制機 関の規

制行政上の判断過程一般を含む趣 旨である。

2こ の よ うに， 同種訴訟 において被告国の国家賠償責任 を認 めた判決 と被告国

の主張 との間には予見可能性の判断手法ない し判断構i造に大 きな隔た りが生 じ

てい る ところ，このよ うな隔た りが生 じているのは，行政庁の規制権限の不行
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使の違法性が問題 とされたこれまでの最高裁判決の事案においては，被害発生

の予見可能性の有無について，裁判所が行政庁の判断か ら離れて独 自の立場で

審査 していることか ら，被告国の国家賠償責任を認めた判決が，それにならっ

て，津波 とい う自然災害による原子力災害の発生の予見可能性の有無が問題 と

なっている本件において も，その予見可能性の有無について，裁判所が行政庁

の判断か ら離れて独 自の立場で審査をすべ きである，あるいは，そのよ うな審

査をす ることができると解 してきたことによるものと考えられ る。

3し か しなが ら，行政 庁の規制権 限の不行使の違法性が問題 とされたこれまで

の最高裁判決の事案は，被害発生の予見可能性の有無について，裁判所が行政

庁の判断か ら離れて独 自の立場で審査することができる事案であったところ，

本件で問題 となってい る津波 とい う自然災害による原子力災害発生の予見可能

性の有無については，将来発生 し得 る事象に対 し，極めて高度な最新の科学的，

専門技術的知見を用いて，将来の予測に係 る総合的判断をす るものであるか ら，

その性質上，裁判所が原子力規制機関の判断から離れて独 自の立場で審査す る

ことはできず，前記1で 述 べた二段 階の審 査 に よって判断を行 うことにならざ

るを得 ない ものである。そ して，津波 とい う自然災害による原子力災害の発生

の予見可能性の有無についてこのよ うな二段階審査 とい う判断手法を用いて審

査す ることで，規制権 限の不行使 の違法性 を判断する上で必要な考慮要素は全

一24一



て取 り込 まれ て い る とい え る＊1。

そ うすると，本件 において，規制権限の不行使の違法性 を判断するに当た り，

津波 とい う自然災害による原子力災害の発生の予見可能性 の有無については，

①想定すべき津波に対する安全性の審査又は判断についての具体的審査基準と

して事実上用いられていた津波評価技術の考え方に不合理な点があるか否か，

②その具体的な適合性の判断の過程に看過 し難い過誤，欠落があるか否かとい

う二段階の審査を行 うことになるところ，①については，規制実務において事

実上用い られていた津波評価技術の考え方は，当時の最先端の解析手法であ り，

その合理性は明 らかであるし，また，②については，津波評価技術の考 え方か

らすれば，明治三陸地震の波源モデルを実際に発生した場所 とは異なる福島県

沖の領域に設定するためには，地震地体構造の知見によって，明治三陸地震が

発生した三陸沖の海溝寄 りの領域と福島県沖の海溝寄りの領域 とで地震地体構

造が同一であるといえることが必要 となるところ， 「長期評価の見解」は，地

震地体構造の知見による根拠を欠いており，客観的かつ合理的な根拠に裏付け

られた科学的知見といえるようなものではなかったか ら，福島第一発電所の津

＊1前 記のとお り，最高裁は，規制権限の不行使が国賠法上違法となる場合について，「その権限を

定めた法令の趣 旨， 目的や，その権限の性質等に照らし，具体的事情の下において，そめ不行使

が許容 される限度 を逸脱 して著 しく合理1生を欠 くと認 められるときは，その不行使により被害を

受けた者 との関係において，国家賠償法1条1項 の適用上違法 となる」 との判断枠組みを採用 し

た上で，具体的な事案において，規制権限の不行使 が国賠法上違法 となるかの判断をするに当

たっては，事案に応 じ，⑦規制権限を定めた法が保護する利益の内容及び性質，④被害の重大性

及び切迫性，⑰予見可能性，◎結果回避可能性，⑳現実に実施 された措置の合理性，⑳規制権限

行使以外の手段による結果回避困難性 （被害者 による被害回避可能性），㊥規制権限行使における

専門性，裁量性などの諸要素の全部又は一部を総合的に考慮 して，その不行使が著 しく合理性を

欠 くと認め られるかを検討 しているところ，これ らの諸要素をどのように，また どの程度考慮す

べ きかは，規制権限の根拠規範 ごとにその根拠規範の解釈によって決まるものである。そして，

本件において，被告国は，原子炉施設の安全性 に係る規制権限の不行使が国賠法上違法 となるか

の判断をす るに当たっては，上記規制権限を定めた法令である炉規法の趣旨，目的や，その権限

の性質等を考慮 して，少なくとも前記⑰の予見可能性について，二段階審査の手法により判断す

べ きである旨主張 しているところであ り， このような被告国の主張は，正に，最高裁が示 した規

制権限の不行使の違法性に関す る判断枠組みに基づく主張である。
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波想定において，「長期評価の見解」を取 り入れ なかった原子力規制機 関の判

断の過程に看過 し難い過誤，欠落はなかった。

この点，同種訴訟において被告国の国家賠償責任 を認めた判決は，「長期評

価の見解」について，地震地体構造の知見 による根拠の有無を検討することな

く，裁判所が独 自の立場か ら，規制権限を行使すべ き前提 となる合理的な根拠

に裏付 けられた科学的知見であると評価 している点で誤 った判断を してい ると

いわざるを得ない。

他方，被告国の国家賠償責任 を否定 した判決は，一見すると二段階の審査 と

い う判断手法を正面か ら採用する旨の判示は していないが， これ らの判決は，

予見可能性 を認めてはいるものの，その程度は低いもの としてお り，その判断

に当た り， 「長期評価の見解」について，地震地体構造の知見による根拠の有

無 を検討 した上で評価 していることか ら，実質的には，「長期評価 の見解」に

っいて，具体的審査基準 として事実上用いられていた津波評価技術の考え方へ

の当てはめの合理性 を審査 したもの といえ，二段階の審査 とい う判断手法を実

質的に採用 した上で，規制権限の不行使の違法性 を否定するとい う正当な結論

を導いたものとい うことができる。

4そ こで，本準備 書面で は，まず ，行政庁の規制権限の不行使 の違法性が問題

とされたこれまでの最高裁判決の事案は，被害発生の予見可能性の有無につい

て，裁判所が行政庁の判断から離れて独 自の立場で審査す ることができる事案

であったことについて分析 した上で （後記第2） ，津波 を含 む 自然災害 に よる原

子力災害の発生の予見可能性の有無については，行政庁の規制権限の不行使の

違法性が問題 とされたこれまでの最高裁判決の事案における予見可能性 とは性

質が大きく異な り，原子力工学はもとより，多方面にわたる極 めて高度な最新

の科学的，専門技術的知見に基づいた将来の予測 に係 る総合的判断が必要 とさ

れ るものであるから，その性質上，裁判所が，原子力規制機関の実際の判断過

程から離れて，原子力規制機関が採 るべきであった判断の内容 を認定すること
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は許 されず，原子力規制機 関の実際の判断過程の過誤，欠落の有無を裁判所が

審査す る手法 （判断過程審査）により判断 されなければな らない ものであ り，具

体的には，①使用開始後の原子炉施設に関 して用い られた安全性の審査又は判

断についての具体的審査基準に不合理な点があるか否か，②当該原子炉施設が

その基準に適合す るとした規制機関の判断の過程に看過 し難い過誤，欠落があ

るか否か とい う観点 （二段階の審査）によって判断 されなければならないもので

あることについて主張する（後記第3） 。 また，規制権 限の行使 を正 当化するだ

けの客観的かつ合理的根拠に裏付 けられた科学的知見とい うためには，少なく

とも，審議会等の検証に耐 え得 る程度の客観的かつ合理的根拠に裏付けられて

いなければならないことについても主張す る（後記第4） 。

5そ の上で，前記 の 自然 災害に よる原子力災害の発生の予見可能性の有無につ

いての判断手法 を踏まえると，少なくとも，本件で問題 となっている福島第一

発電所の主要建屋の敷地高（O．P． ＋10m） を超 える津波 が到 来す る ことに

よ り原子力災害が発生す ることに対す る予見可能性の有無についても，①想定

される津波に対する安全性の審査又は判断について，規制実務において事実上

用い られていた具体的な審査基準である津波評価技術の考え方に不合理な点が

あるか否か，②その具体的な適合性の判断の過程に看過 し難い過誤，欠…落があ

るか否かとい う二段階の審査によって判断 されなければならない ところ，その

よ うな判断手法の下では，少な くとも，保安院に，福 島第一発電所の主要建屋

の敷地高 （O．P． ＋10m） を超 え る津 波が到来す るこ とに より原子力災害が

発生することの予見可能性が認 められ る余地はないことについて主張するとと

もに（後記第5） ，本件 において この よ うな判断手法で判断過程審査を行 うこと

は，最高裁が示 した規制権限の不行使の違法性に関する判断枠組みに基づ くも

のであること（後記第6） ， これ までに言 い渡 され た同種事案に関する判決の評

価及び位置づけにつき，被告国の国家賠償責任を否定 した判決は，二段階の審

査 とい う判断手法を実質的に採用 した上で，規制権限の不行使の違法性を否定
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するとい う正当な結論 を導いているのに対 し，被告国の国家賠償責任を認 めた

判決は，裁判所が，原子力規制機関の実際の判断過程か ら離れて独 自の立場で

「長期評価の見解」の信用性判断を行って，予見義務 ない し予見可能性 を導い

てお り，そのよ うな誤った審査手法 によ り予見可能性 の有無 について審査 をし

た結果，誤った結論を導いていること（後記第7） につい て も主張す る こと とす

る。

以下詳述す る。

第2行 政庁 の規制 権限 の不行 使の違法性が問題 となった これまでの最高裁判決の

事案は，当該事案の一審原告 らが行政庁において規制権限を行使すべきであっ

たと主張する時期において，既に現実的被害が発生 していた事案であ り，被害

発生の予見可能性の有無について，裁判所が行政庁の判断か ら離れて独 自の立

場で審査することができる事案であった こと

1行 政庁 の規制 権限 の不行使 が ，規制権限の行使 を受ける者以外の者 との関係

で，国賠法上違法 と評価 されるとい うことは，すなわち，行政庁がそのような

者 との関係 で規制権限を行使す る義務 （作為義務）を負 うとい うことであるか

ら，規制権限の不行使がそのよ うな者 との関係で違法 となるためには，少な く

とも，行政庁に，そのような者 に被害が生 じることの予見可能性が認 められ る

ことが必要不可欠である。

このように，規制権限の不行使 の違法性 を検討す る際には，被害発生の予見

可能性の有無についての検討が必要不可欠 となるのであるから，規制権限の不

行使 の違法性が問題 とされたこれまでの最高裁判決の事案において，判決文 自

体には，被害発生の予見可能性の有無 を示す事情が明示 されていない場合で

あって も，被害発生の予見可能性 の有無は，当然に検討 されているもの と見る

べきである。

そ して，それ らの最高裁判決の事案では，いずれ も，当該事案の一審原告 ら
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が行政庁において規制権限を行使すべきであったと主張する時期において，既

に現実的な被害 （副作用を含む。以下同じ。）が発生 していたため，行政庁にお

いて，当該事案 の一審原告 らに生 じた被害が当該規制権限の相手方 （直接の加

害者）の行為 を原 因とするものであ り，それが当該規制権限行使の対象 となる

べきものであることを認識 し得たのであれば，被害の発生ない し拡大の予見可

能性が認 められ るところ，前記の最高裁判決の事案では，いずれ も，裁判所が

経験則に照 らして当該事案 における諸般の事情 と関係証拠 を総合的に検討する

ことにより，行政庁において，当該事案の一審原告 らに生 じた被害が当該規制

権限の相手方 （直接σ）加害者）の行為 を原因 とす るものであ り，それが当該規制

権限行使の対象 となるべ きものであることを認識 し得たか否かを認定す ること

が可能であ り，その認定に高度な科学的，専門技術的知見 を必要 としないもの

であったか ら，裁判所が被害発生の予見可能性の有無を行政庁の判断か ら離れ

て独 自の立場で認定することが可能であったといえる。

以下詳述する。

（1）筑豊 じん肺最 高裁 判決 （最 高裁平成16年4月27日 第 三小法 廷判決 ・民

集58巻4号1032ペ ー ジ）

筑豊 じん肺 訴訟 で問題 と された規制権限は，鉱 山保安法 （昭和37年 法律

第105号 に よる改正前 の もの。以 下 同 じ。）に基づ くものであ り，鉱業権

者 は，「粉 じん等の処理に伴 う危害又は鉱害の防止のため必要な措置を講 じ

なければな らない」ものとされていた（同法4条2号 ）。

そ して ，筑豊 じん肺 訴訟 においては，労働省 が昭和30年9月 か ら昭和3

2年3月 にか けて実施 した大規模 なけい肺健康診断の結果によ り，昭和34

年 頃 には ，全有所 見者 の約30％ ，1万 人 を超 える炭鉱 労働 者 の有所 見者が

存在す ることなど，炭坑労働者の じん肺 り患の実情が相 当深刻 なものである

ことが明 らかになっていたことや， じん肺に関する医学的知見について，け

い肺審議会医学部会が，昭和34年9月 ，炭 じん を含 むあ らゆ る種類 の粉 じ
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んに対す る被害の予防 と健康管理の必要性を指摘する旨の意見を公表 してい

た ことなど（最高裁平成16年4月27日 第三 小法 廷判決 ・民集58巻4号

1038な い し1040ペ ー ジ）か らす る と，行 政庁 の規制権限の不行使が

国賠法上違法 とされた昭和35年3月31日 の じん肺 法成立 の時点で，行政

庁 において，現に発生 しているじん肺の被害が炭 じんによるものであ り，そ

れが規制権限行使の対象 となるべきものであることを認識 し得たことについ

ては，裁判所が経験則 に照 らして当該事案 における諸般の事情 と関係証拠を

総合的に検討す ることにより認定することが可能であ り，その認定に高度な

科学的，専門技術的知見を必要 としない ものであったか ら，裁判所が被害発

生の予見可能性の有無 を行政庁の判断か ら離れて独 自の立場で認定す ること

が可能であった といえる。

（2）関西水 俣病 最高裁 判決 （最 高裁平成16年10月15日 第 二小 法廷判 決 ・

民集58巻7号1802ペ ー ジ）

次 に， 関西水俣 病訴訟 で問題 とされた規制権限は，公共用水域の水質の保

全 に関す る法律 （昭和45年 法律 第108号 に よる改 正前 の もの。 以下 「水

質保全法」 とい う。）及び工場排水等の規制 に関する法律 に基づ くものであ

り，公共用水域の うち，当該水域の水質の汚濁が原因 となって，関係産業に

相当の損害が生 じ，若 しくは公衆衛生上看過 し難い影響が生 じているもの又

はそれ らのおそれのあるものを，指定水域 として指定 し，水質基準を定める

ものとされ （水質保全法5条1項 ，2項 ），また，工場排水等 の水質 が，当該

指定水域に係 る水質基準 （指定水域及び水質基準は，いずれ も水質保全法に

規定するものをい う。）に適合 しない と認 める ときは，その工場排水等を指

定水域に排出する者に対 し，必要な措置 をとることを命ずることができると

されていた（工場排水等の規制 に関す る法律12条 ）。

そ して，関西水俣病訴訟 において も，昭和34年11月 末 の時点で，昭和

31年5． 月の水俣 病 の公式発 見か ら既 に約3年 半 が経過 してお り，その間，
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水俣湾又はその周辺海域の魚介類を摂取する住民の生命 ，健康等 に対する深

刻かつ重大な被害が生 じ得 る状況が継続 してお り，行政庁は，現 に多数の水

俣病患者 が発生 し，死亡者 も相 当数に上っていることを認識 していた こと，

行政庁 においては，水俣病の原因物質がある種の有機水銀化合物であり，そ

の排出源がチ ッソ水俣工場のアセ トアルデ ヒ ド製造施設であることを高度の

蓋然性 をもって認識 し得る状況にあったこと，行政庁に とって，チ ッソ水俣

工場の排水に微量の水銀が含まれることについての定量分析をす ることは可

能であったことな ど（最高裁平成16年10月15日 第 二小法 廷判決 ・民集

58巻7号1807な い し1810ペ ー ジ）か らす る と，行政庁 において規

制権限を行使するために必要な法令所定の手続 を直ちに執ることが可能であ

り，また，そ うすべ き状況にあった とされた昭和34年11月 末 の時点で，

行政庁 におい て，現 に発生 している水俣病の被害がチッソ水俣工場のアセ ト

アルデ ヒ ド製造施設か ら排出され る水銀によるものであ り，それが規制権限

行使の対象 となるべ きものであることを認識 し得たことについては，裁判所

が経験則に照 らして当該事案における諸般の事情 と関係証拠を総合的に検討

することによって認定することが可能であ り，その認 定に高度な科学的，専

門技術的知見を必要 としない ものであったか ら，裁判所が被害発生の予見可

能性 の有無 を行政庁 の判 断か ら離れ て独 自の立場で認定す ることが可能で

あったといえる＊2。

（3）大阪 泉南 アスベス ト最高 裁判 決 （最高裁平成26年10月9日 第一 小法廷

判決 ・民集68巻8号799ペ ー ジ）

さらに，大阪泉南 アスベ ス ト訴訟で問題 とされた規制権限は，労働基準法

＊2な お，関西水俣病最高裁判決 においては，行政庁が規制権限を行使す るに当たっては，専

門的な知識経験 を要 し，政策的 な要素 を含 んでい るものの，専門性，裁量性 とはいっても医

学的，薬学的に高度 な知見を要す る場合等に比べれ ば，その程度は低い と考 えられ るとされ

てお り（長谷川浩二 ・最 高裁判所判例解説民事篇平成16年 度573ペ ー ジ），技術的，政策

的判断にっいて も，高度な科学的，専門技術的知見を要す るものとは されていない。
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（昭和47年 法律 第57号 に よる改正前 の もの。以 下同 じ。）に基づ くもので

あ り，使用者は，粉 じん等による危害を防止するために必要な措置を講 じな

ければな らないとされていた （同法42条 ）。

そ して，大 阪泉 南アスベ ス ト訴訟においても，労働省は昭和31年 度 か ら

昭和34年 度 まで石綿肺 等 の じん肺 に関す る研究を専門家に委託 していると

ころ，前記の昭和31年 度及 び昭和32年 度 の研究報告 で は，石綿 工場 の労

働者の石綿肺 り患の実情が相当深刻なものであることが明 らかになっていた

し，石綿肺の概略を明 らかにす ることができ診断基準の設定にまで到達 した

と報告 され，昭和32年 度 の研 究報告 が され た昭和33年3月31日 頃 には

石綿肺 に関す る医学的知 見が確立 していたこと，行政庁が，昭和33年 頃 ，

前記 の委 託研 究 の結果 等か ら石綿の粉 じんによる被害が深刻 なものであるこ

とを認識 していたことなど（最高裁平成26年10． 月9日 第一 小法廷判 決 ・

民集68巻8号803及 び804ペ ー ジ）か らす る と，行 政庁 の規制権 限の

不行使 が違法 とされた昭和33年5月26日 時点 （労働 省 労働 基準局長 が，

通達を発出 し，その技術指針において，石綿に関する作業につき局所排気装

置の設置の促進 を一般的な形で指示 した時点）で，行政庁 において，現に発

生 している石綿肺の被害が石綿工場 における石綿の粉 じんによるものであ

り，それが規制権限行使の対象 となるべきものであることを認識 し得たこと

については，裁判所が経験則に照 らして当該事案 における諸般 の事情 と関係

証拠を総合的に検討す ることによって認定す ることが可能であ り，その認定

に高度な科学的，専門技術的知見を必要 としないものであったか ら，裁判所

が被害発生の予見可能性の有無を行政庁の判断か ら離れて独 自の立場で認定

することが可能であった といえる。

（4）ク ロロキ ン最高裁 判決 （最 高裁平成7年6月23日 第二 小法廷判 決n民 集

49巻6号1600ペ ー ジ）

最後 に， ク ロ ロキ ン訴訟 で問題 とされた規制権限は，薬事法 （昭和54年
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法律第56号 に よる改正前 の もの）に基 づ くものであるが，当時の薬事法に

おいては，医薬品の安全性の確保 について直接言及 した規定はなかったもの

の，クロロキン最高裁判決は，同法の 目的に照 らせば，厚生大臣は，特定の

医薬品を日本薬局方に収載 し，又はその製造の承認をす るに当たって，当該

医薬 品の副作用 を含 めた安全性 について も審査す る権限を有す るものであ

り，当該医薬品の効能，効果 と副作用 とを比較考量 し，それが医薬品として

の有用性 を有するか否かを評価 して， 日本薬局方への収載又は製造承認の可

否 を判断すべきものと解 されるとして，昭和54年 法律第56号 に よる改正

後 の薬事 法の規定 と同趣 旨の，医薬品の製造承認の取消権限を肯定 した。

そ して，クロロキン訴訟においては，厚生大臣 （当時）がクロロキン製剤の

日本薬局方への収載，製造の承認等を行 った昭和35年 か ら昭和39年 まで

の間 に， ク ロロキ ン製剤 の副作用であるクロロキン網膜症に関す る報告が国

内外の文献に現れ始め，行政庁は，昭和37年 以 降，我が 国において ク ロロ

キ ン網膜症の症例報告 が次第 に増加 しているこ とを認識 していたことな ど

（最高裁平成7年6月23日 第 二小法 廷判決 ・民集49巻6号1606な い

し1609ペ ー ジ）か らす る と， 同訴訟 の原 告 らが， クロロキン網膜症 の発

生を漫然 と放置 した厚生大臣（当時）の不作為の違法行為を主張す るクロロキ

ン製剤の製造の承認等がなされた昭和35年12月 よ り後 のいずれ かの時点

で ，行 政庁において，現に発生 している副作用がクロロキン製剤によるもの

であ り，それが規制権限行使 の対象 となるべ きものであることを認識 し得た

ことについては，裁判所が経験則に照 らして当該事案における諸般の事情 と

関係証拠 を総合的に検討することによって認定す ることが可能であ り，その

認定に高度 な科学的，専門技術的知見を必要 としない ものであったから，裁

判所が被害発生の予見可能性 の有無を行政庁の判断か ら離れて独 自の立場で

認定することは可能であった といえる。

この点，医薬品は，人体に とって本来異物であ り，治療上の効能，効果 と
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ともに何らかの有害な副作用が生じることが避け難い性質を有するものであ

るところ，この医薬 品の効能，効果 と副作用 との比較考量によって行 われる

医薬品の有用性の判断においては，医学的，薬学的知見を前提 とした高度の

専門的かつ総合的な判断が要求 されるものであるが，現に発生 している副作

用がクロロキン製剤 によるものであるか否かの認定については，高度な科学

的，専門技術的知見を要す るものではなかった＊3。

2以 上 の とお り，規制権 限 の不行使の違法性が問題 とされたこれまでの最高裁

判決 （関西水俣病訴訟，筑豊 じん肺訴訟，大阪泉南アスベス ト訴訟，クロロキ

ン訴訟）の事案では，いずれ も，当該事案の一審原告 らが行政庁において規制

権限を行使すべきであった と主張す る時期において，既に現実的な被害が発生

していたため，行政庁において，当該事案 の一審原告 らに生 じた被害が当該規

＊3ク ロロキン最高裁判決は， 「厚生大臣は，右 のよ うな権 限を具体的な状況 に応 じて行使す

るが，その前提 となるべ き医薬品の有用性 の判断は， 当該 医薬品の効能，効果 と副作用 との

比較考量に よって行 われ るものであるか ら，これについては高度の専門的かつ総合的な判断

が要求 される。 （中略）医薬 品の有用性 の判断 は，その時点にお ける医学的，薬学的知見を前

提 としたものにならざるを得ない。」旨を判示 してお り，医薬品の有用性 の判断 については，

高度 な医学的，薬学的知見を要す るもの としている。その上で，同判決 は，厚生大臣の規制

判 断に専門的裁量を認 め，有用性判断 を前提 とす る規制権限の不行使の適否の判断において

は，裁判所 が厚生大 臣が採 るべきであった判断の内容を認定す る手法に よることなく，厚生

大 臣の裁量判断 （規制権限 を行使 しなかった判断）を前提 に， 当該判断に，不行使が問題 とさ

れ る時点にお ける医学的，薬学的知見に照 らして著 しく合理性 を欠 く点があるか否か とい う

観 点か ら検討 し，結論 として，当時の医学的，薬学的知見の下で 「クロロキン製剤 の有用性

が否定 され るまでには至 っていなかった」以上，厚生大 臣が同製剤 について製造承認 の取消

し等 の措置 を採 らなかったことが著 しく合理性 を欠 くものとはいえない としたものである。

ただ し， クmロ キン訴訟 は，製造 の承認等が された医薬 品について，後に副作用 が判明 し

た場合に，厚生大 臣が当該副作用 による被害の発生を防止す るための規制権限の不行使 が問

題 とされ た事案 であるところ，上記の判示内容か らすれば，存在が明 らか となっていない副

作用が判明 した時点において，その都度，その時点における医薬品の有用性の判断等 を行 う

こ とを前提 としてお り，存在 が明 らか となっていない副作用が将来発生することを予見でき

るか どうかについては問題 とされていない （山下郁夫 ・最 高裁判所判例解説民事篇平成7年

度595，596及 び604ペ ージ参照）。

34



制権限の相手方 （直接の加害者）の行為を原因とす るものであ り，それが当該規

制権限行使の対象 となるべきものであることを認識 し得たのであれば，被害の

発生ない し拡大の予見可能性が認められるところ，前記の最高裁判決の事案で

は，いずれ も，裁判所が経験則 に照 らして当該事案における諸般の事情 と関係

証拠 を総合的に検討することにより，行政庁において，当該事案の一審原告 ら

に生 じた被害が当該規制権限の相手方 （直接の加害者）の行為を原因 とするもの

であ り，それが当該規制権限行使の対象 となるべきものであることを認識 し得

たか否かを認定することが可能であ り，その認定に高度な科学的，専門技術的

知見を必要 としない ものであったか ら，裁判所が被害発生の予見可能性の有無

を行政庁の判断か ら離れ て独 自の立場で認 定す ることが可能であった といえ

る。

そのため，これ らの最高裁判決の事案では，被害発生の予見可能性の有無に

ついて明示的には判断 されていないが，被害発生の事実 に加 え，それが当該規

制権限の相手方 （直接の加害者）の行為を原因 とするものであ り，それが当該規

制権限の対象 となるべきものであることを行政庁が認識 し得たことが認定 され

た ことによって，被害発生の予見可能性があったことも認定 されているものと

解す ることができるのであ り，この被害発生の予見可能性の有無については，

裁判所が行政庁の判断か ら離れて独 自の立場で審査 した もの と見ることができ

る。

3仮 に，規制権 限 の不行使 の違法性が問題 とされたこれまでの最高裁判決の事

案 における被害発生の予見可能性の有無の判断手法ない し判断構造が， 自然災

害による原子力災害の発生の予見可能性の有無が問題 となっている本件にもそ

のまま当てはまるといえるものであれば，同種事案に関 して被告国の国家賠償

責任を認 めた一連の判決が，自然災害である津波による原子力災害発生の予見

義務ない し予見可能性の有無について，原子力規制機 関による実際の判断過程

か ら離れて，原子力規制機 関が採 るべ きであった判断の内容を独 自の立場で審
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査 した上で，それ らの存在 を肯定 してきた こともうなずけないものではない。

すなわち，そのよ うな場合 には，具体的審査基準の合理性を検討 した上で，そ

の基準を当てはめた判断過程に過誤 ・欠落がないかを検討す るとい う二段階の

審査が求められないのであるか ら，前記一連の判決が，津波に対する安全性の

審査又は判断についての具体的審査基準 として事実上用い られていた津波評価

技術の考え方の合理性について審査 しないばか りか，津波評価技術の考え方に

「長期評価 の見解」 を当てはめることもな く， 「長期評価 の見解」か ら直接的

に予見義務ない し予見可能性を導いていることと整合す ることになる。

したがって，同種事案に関 して被告国の国家賠償責任 を認 めた一連の判決は，

このように，規制権限の不行使の違法性が問題 とされたこれまでの最高裁判決

の事案における被害発生の予見可能性の有無の判断手法ない し判断構造がその

まま本件 にも当てはまることを前提 として，津波による原子力災害の発生の予

見可能性の有無を判断 した ものと解 されるが，以下で述べるとお り，本件 は，

その判断手法ない し判断構造が当てはま らない事案であるか ら，同種事案 に関

して被告国の国家賠償責任 を認めた一連の判決の被害発生の予見可能性の有無

の判断手法ない し判断構造は誤 りとい うほかない。

第3自 然災害による原子力災害発生の予見可能性の有無は，原子力工学はもとよ

り，多方面にわたる極めて高度な最新の科学的，専門技術的知見に基づいた将

来の予測に係る総合的判断が必要とされるものであり，その性質上，①具体的

審査基準の合理性と②その基準を当てはめた判断過程における過誤 ・欠落の有

無によって判断されるものであるから，その判断手法ないし判断構造は，規制

権限の不行使の違法性が問題とされたこれまでの最高裁判決の事案における予

見可能性の有無の判断手法ないし判断構造とは異なるものとならざるを得ない

こと

本件は，自然災害である津波によって原子力災害が引き起こされることの予
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見可能性の有無が問題 となっている事案であるところ，この予見可能性の有無

は，以下で述べ るとお り，原子炉施設の設置許可処分段階の安全審査において

審査 され る場合であっても，原子炉施設の使用開始後に規制権限を行使す るか

否かを判断する際に審査 され る場合であっても，原子力工学はもとより，多方

面にわたる極めて高度な最新の科学的，専門技術的知見に基づいた将来の予測

に係 る総合的判断が必要であることに何 ら変わ りはない。そ して，このよ うな

将来の予測に係 る高度な科学技術的問題については，原子炉施設の安全審査に

係 る要件認定の問題 （本件で具体的に問題 となるのは，炉規法 〔平成24年 法

律 第47号 に よる改 正前 の もの。 以下 同 じ。〕24条1項4号 の 「災 害の 防止

上 支障 がない 」 とい う要件の該当性）とその前提 となる災害の発生 とい う事実

認定の問題 とが分かち難 く結び付いてお り，後者の事実認定の問題それ 自体に，

原子力規制機関の一定の裁量 （高度に専門的 ・技術的な判断に認められる裁量）

が認め られると考えられるところである＊4。

この よ うに， 自然 災害 に よって原子力災害が引き起こされることの予見可能

性の有無の判断に当たっては，原子炉施設の設置許可処分段階であっても，使

用開始後であって も，原子力規制機 関の判断過程 に一定の裁量 （高度に専門的

・技術的な判断に認 められ る裁量）が認 められる とい うべきであるか ら，裁判

所は，原子炉施設の設置許可処分段階だけでなく，使用開始後であっても，前

記の予見可能性の有無に関す る審査に当た り，行政庁の判断から離れて独 自の

＊4伊 方原発 訴訟最高裁判決の原審で ある高松 高等裁判所昭和59年12月14目 判決 （行政

事件裁判例集35巻12号2078ペ ー ジ）は， 「原子炉設置の安全性 の判 断は， （中略）事柄

の性質 にかんがみ，単 なる事実判断ではな く，価値判断 を含む もので あると思料 され る。

（中略）原子炉設置の安全性の判断は， （中略）将来の予測に係 る事項についての ものも含 まれ

て （いる）。 （中略）原子炉等規制法及び 関連法令 は，行政庁に対 し，原子炉の安全性が肯定 さ

れた場合 における原子炉設置の拒否 についての政策的裁量のみでな く，安全性 を肯定す る判

断その ものについて も専門技術的裁量 を認 めてい ると解 され るか ら，原子炉設置許可処分 は

行政庁 の裁 量処分 といわなけれ ばな らない。」 と判示 してお り，同様の見解 を採ってい るも

の と考え られ る。
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立場で審査す ることは許 されない。 しかも，原子力規制機 関は，その予見可能

性の有無については，その性質に照 らし，設定 された審査基準に基づいて審査

す ることが必要不可欠なものである。そのため，裁判所が，原子力規制機関に

この予見可能性があったか否かを審査す る際には，原子炉施設の設置許可処分

段階であっても，使用開始後であっても，①設定 された具体的審査基準に不合

理な点があるか否か と②その基準を当てはめた判断過程に看過 し難い過誤，欠

落があるか否か とい う二段階の審査によって判断すべきこととならざるを得な

い とい うべきである。 この ように， 自然災害によって原子力災害が引き起こさ

れることの予見可能性の有無が問題 となっている事案においては，規制権限の

不行使 の違法性が問題 とされたこれまでの最高裁判決の事案における予見可能

性の有無の判断手法ない し判断構造 とは異なる判断手法ない し判断構造により

前記の原子力災害発生の予見可能性の有無を判断することが求められ るとい う

べきである。

以下詳述す る。

1原 子炉施設 の安全審査 に 当た って，極めて高度な最新の科学的，専門技術的

知見に基づ く総合判断が必要 となるという点は，原子炉施設の設置許可処分段

階と使用開始後で異なるものではないこと

（1）本件 で は， 自然 災害 であ る津波によって原子力災害が引き起 こされること

の予見可能性の有無が問題 となっているところ，原子炉施設の使用開始後に，

津波のような災害によって原子力災害が引き起こされ ることの予見可能性の

有無は，第一次的には，設置許可処分段階の安全審査において審査 され るも

のである。すなわち，原子炉施設の使用開始後 とい う将来の時点において，

津波のような災害によって原子力災害が引き起 こされることの予見可能性が

ある場合には，設置許可処分の要件の一つである炉規法24条1項4号 の 「災

害の防止 上支 障が ない」 とい う要件が満た されず，設置許可処分をしてはな

らない こととされるため，設置許可処分段階の安全審査において審査 される
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ことになる。

（2）他方，本件 では，経済 産業大 臣が，原子炉施設の使用開始後 に，更にその

時点か ら将来 の時点にお ける津波 による原子力災害の発生を防止す るため

に，職権による規制権限を行使 しなかったことが問題 となっているところ，

本件で問題 となるのは，炉規法24条1項4号 の 「災害の防止 上支障 がない 」

等の要件該当性である。

また，経済産業大臣は，原子炉施設の基本設計ない し基本的設計方針 の安

全性に関わる問題を技術基準適合命令 により是正する規制権限を有 していな

かったものであるが，仮 に，原告 らが主張す るように，本件で技術基準適合

命令を発す る余地があるとして も，本件 で主に問題 となっているのは，想定

する津波の高さ（設計基準事象 となる津波の高 さ）であ り，原子炉施設の設置

許可処分段階であれば，設置許可処分の安全審査において審査 される事項で

あるか ら，本件 においては，技術基準適合命令の要件である省令62号4条

1項 の 「想定 され る 自然 現象 （地すべ り，断層，なだれ，洪水，津波，高潮，

基礎地盤の不同沈下をい う。ただ し，地震を除 く）に より，原子炉の安全性

を損な うおそれ」の有無 と炉規法24条1項4号 の 「災害の防止 上支障が な

い」 か否かの判断は重な り合 うことになる＊5。

（3）この よ うに，津波 に よって原子力災害が引き起こされ ることの予見可能性

の有無は，原子炉施設の設置許可処分段階であっても，使用開始後であって

も，原子力規制機関において，前記 （1）及 び （2）の 「災害 の防止 上支 障がない」

＊5も っ とも，設置許 可処分を受 けた原子炉施設 （既設炉）については，平成24年 法律第47

号 による改正後の炉規法によ り，いわ ゆるバ ックフィッ ト命令の規定が設 け られ ている とこ

ろ（同法43条 の3の23） ，新たな規制基準 を既存 の施設等に適用 （いわゆるバ ックフィッ

ト）す る場合には，規制基準の決定後一定の期間 を確保 した施行 日を定 めるか，又は， 当該

規制基準の施行後の経過措置 として当該規制基準 に対応す るために必要 な期 間を設定す るこ

とを基本 とす るとされていることからすれば，規制権限を行使す るか否かに関 し，行政庁 に

裁量が認 め られ る場合があるものと解 され る。
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とい う要件の該当性 を審査す るものであることに加 え，設置許可処分段階に

おいては使用開始後 とい う将来の時点について，使用開始後においては更に

その時点か ら将来の時点について，いずれ も将来の予測に係 る総合的判断を

行 うものであることからすると，原子炉施設の安全審査に当たって，極めて

高度な最新の科学的，専門技術的知見に基づ く総合的判断が必要 となるとい

う点は，原子炉施設 の設置許可処分段階 と使用開始後で異なるものではない

とい うべきである。

（4）す なわ ち，原子力 規制機 関は，設置許可処分段階 とい う使用開始前の時点

においては，原子炉施設 が基本設計 どお りに構築 されて使用開始 した後に発

生 し得 る事象 （自然事象及び人的事象。以下同 じ。）に対 して，原子炉施設の

安全性が確保 されているかを審査 し，使用開始後の時点においては，更にそ

の時点 よりも将来に発生 し得る事象に対 して，原子炉施設の安全性が確保 さ

れているかを審査することになる。

そ して，原子炉施設の設置許可処分段階及び使用開始後の各安全審査は，

いずれも，原子力発電所において複数の防護措置が執 られていることを考慮

した上で，将来発生 し得る事象に対 して原子炉施設の安全性が確保 されてい

るか否か とい う点について，高度な最新の科学的，専門技術的知見を用いて

将来の予測に係る総合的判断をす るものであるか ら，同様の審査手法によっ

て審査 され ることは当然のことである。

（5）そ のため，原 子炉施設 の使 用 開始後 における災害によって原子力災害が引

き起こされ ることの予見可能性の有無についての司法審査の手法は，設置許

可処分段階と変わるものではないから，以下では，設置許可処分段階の安全

審査における災害による原子力災害発生の予見可能性の有無の判断の在 り方

及び司法審査の手法 を検討 した上で，原子炉施設の使用開始後における災害

によって原子力災害が引き起こされ ることの予見可能性の有無についての司

法審査の手法を検討す る。
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2設 置許 可処分段階 の原子炉施設 の安全審査は，その性質上，①具体的審査基

準の合理性 と② その基準 を当てはめた判断過程における過誤 ・欠落の有無 とい

う二段階の審査 とならざるを得ないこと

（1）前記1で 述べ た とお り，原子炉 施設 の安全審査 は，原子炉施設の設置許可

処分段階であって も，使用開始後であっても，将来発生 し得 る事象に対 して

原子炉施設の安全性が確保 されているか否かとい う点について，高度な最新

の科学的，専門技術的知見を用いて将来の予測に係 る総合的判断をするもの

であるか ら，その性質上，①具体的審査基準の合理性の検討 と②その基準 を

当てはめた判断過程における過誤 ・欠落の有無の検討 とい う二段階の審査 と

な らざるを得ない とい う点において，原子炉施設の設置許可処分段階 と使用

開始後 とで同様の審査手法 となることは明 らかであ り，審査の在 り方が設置

許可処分段階 と使用開始後 とで異なることは想定できない。

（2）まず，設置許 可処分段 階 とい う原子炉施設の使用開始前の時点における安

全審査は，使用開始後 とい う将来において発生 し得る様 々な災害を想定 （予

見）し，それ らの災害に対する安全性 を確保できてい るか否かを審査するこ

と（決定論 的安全評価）によって＊6，その想 定 した災害 に よって原 子力災害が

引き起こされ る可能性があるのか否かを審査するものである。

そのため，この安全審査では，その性質上，将来予測をせ ざるを得ないの

＊6決 定論的安全評価 とは，発生す る可能性 のある様々な事象 の中か ら特定の事象 （代表事象）

を選定 し，これが発生確率 にかかわらず発生する と仮 定 した上で，その代表事象 によって施

設 にもた らされ る影響の有無 ・程度によ り施設の安全性 を評価す る手法である。

施設 の耐津波安全性 を評価す るためには，設計上の基準 となる特定の津波 が到来す ると想

定 した上で，施設 の安全を守 るための重要 な設備機器 がその津波 によって影響 を受 けるか否

かを評価す ることが必要不可欠 であるか ら，決定論的安全評価 に基づ く安全評価 が必要不 可

欠 であ り，そのため，原子力規制 においては，決定論的安全評価に基づいて原子炉施設 の耐

津波設計の安全性を審査 してきた。

そ して，被告 国は， このよ うな決定論 的安全評価に基づ く安全評価 については，二段階審

査 の手法に より判断すべ きであると主張 しているものである。
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であ り，まず，具体的な災害を想定する必要があるところ，この災害の想定

の うち， 自然災害 （例えば，地震，火山，津波等）の想定についていえば，原

子力発電所においては高度な安全性が求め られるか ら，過去に生 じた事象の

範囲内で想定をすればよいとい うものではな く，将来発生 し得 る可能性があ

る事象 も想定 しなければならない。

例 えば，地震の事例 を一つ取っても，活断層であるか否か，断層の位置及

び構造，断層の大きさ，断層が動 く範囲（すべ り量），地盤 の特性な どを検討

した上で，将来発生 し得 る地震 を想定する必要がある。

とはいえ， 自然災害に関す る科学的知見は， 日々進歩 しているのであり，

その自然災害の想定は，その当時に存在 していた最新の科学的知見を総合 し

て導かれ ることになる。 しかも，自然災害については， どのよ うな自然災害

であってもその発生の可能性を科学的に否定す ることは困難であるか ら， ど

の範囲の自然災害を想定をするかは，原子力工学はもとより，多方面にわた

る極めて高度な最新の科学的，専門技術的知見に基づ く総合的判断 とな らざ

るを得ない。

（3）次 に， この安全審査 では，そ の想定 した 自然災害に対す る原子炉施設の安

全性が確保 されているか否かが審査 され ることになるところ，その想定 した

自然災害が原子力発電所に与える影響 としては，様々な影響が考えられ るの

であるから，それぞれの影響 との関係で安全性を確保できているか否かを確

認する必要があるのであ り，その様々な影響 の評価判断には，高度 に専門的

な原子力工学の理解が必要不可欠である。しか も，原子力発電所 については，

複数の防護措置が講 じられているため，想定 した災害が原子力発電所 にどの

ような影響を与えるのかを判断する際には，これ ら複数の防護措置の理解 も

必要 となるか ら，その意味でも，原子力工学に関する極 めて高度な最新の科

学的，専門技術的知見の理解が必要不可欠である。

例 えば，地震の事例においては，地震により原子炉施設の安全機能が喪失
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した場合の影響の程度 （耐震重要度）によって，各施設 を分類 し，耐震重要度

が高いクラスに分類 され る施設は，低いクラスに分類 され る施設 よ りも高い

水準による地震力を算定 した上で，耐震設計を行 うことが要求 されている。

（4）このよ うに， 自然災害 に よって原子力災害が引き起こされ ることの予見可

能性の有無の認定判断に当たっては，原子力工学はもとよ り，多方面にわた

る極めて高度な最新の科学的，専門技術的知見に基づいた将来の予測に係 る

総合的判断が必要であることか ら，原子力規制機関の判断過程には一定の裁

量 （高度 に専門的 ・技術的な判断に認 反）られ る裁量）が認 められ ることにな

る。

とはいえ，将来予測に係 る総合的判断 といっても，原子炉施設 の安全審査

とい う，行政機関が規制権限を行使す る場面でされ るものである以上，その

判断が，直感的 ・主観的な判断に陥ることは許 されず，科学的知見に裏付け

られた客観的判断である必要がある。そのため，自然災害によって原子力災

害が引き起 こされることの予見可能性の有無については，その性質上，科学

的に合理的な審査基準を策定 した上で，その適合性審査を合理的に行 うこと

で，その審査結果が客観 的かつ科学的なもの となるようにす るとい う方法以

外に，合理的な審査方法は考 えられない。

仮 にこのような審査方法 を採 らず，審査基準を策定せずに判断を行った場

合，このよ うな原子力規制機関の判断は，直感的 ・主観的な判断に陥ること

となる。

（5）それ ゆえ，炉規 法は， その 「原子炉施設の位置，構造及び設備が核燃料物

質 （使用済燃料 を含む。以下同じ。），核燃料物質 によって汚染 された物 （原

子核分裂生成物 を含む。以下同 じ。）又は原子炉による災害の防止上支障が

ない ものであること。」 （同法24条1項4号 ）とい う抽象 的 な許 可基 準 を設

定するにとどめることで，原子力規制機 関に一定の裁量 （高度に専門的 ・技

術的な判断に認められる裁量）があることを明 らかにしていた。
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また，炉規法の下では，同法24条1項4号 の 「災 害の防止上 支障」 の有

無 について，具体的審査基準を定めることを求める規定はなかったものの，

実務的には，具体的審査基準を策定 し，その適合性審査が されていた。 さら

に，平成24年 法律 第47号 に よる改正後 の炉規法43条 の3の6第1項4

号 は， 「発 電用原 子炉施 設 の位 置，構造及び設備が核燃料物質若 しくは核燃

料物質によって汚染 された物又は発電用原子炉による災害の防止上支障がな

いものとして原子力委員会規則で定める基準に適合するものであること」 と

定めてお り， 自然災害によって原子力災害が引き起こされ ることの予見可能

性の有無を具体的審査基準に基づいて判断す ることについては，炉規法それ

自体が予定 しているといえる。

このよ うに， 自然災害によって原子力災害が引き起こされ ることの予見可

能性の有無は，原子力工学はもとより，多方面にわたる極めて高度な最新の

科学的，専門技術的知見に基づいた将来の予測に係 る総合的判断であること

か らすれ ば，原子力規制機 関の判 断過程に一定の裁量 （高度に専門的 ・技術

的な判断に認 められ る裁量）が認 められる一方で，具体的な審査基準に基づ

いて判断す ることが求められ るとい うのは当然のことであ り，事後的に科学

的に検証可能な将来予測を行 うとなると，このよ うな審査手法を採 らざるを

得ない。

（6）したが って， 自然 災害 に よって原子力災害が引き起 こされることの予見可

能性の有無は，その性質上，①具体的審査基準の設定 と②その当てはめ とい

う形で審査 され ることになる。

3設 置許 可処分段 階の原子炉施設 の安全性に関する司法審査は，その性質上，

①具体的審査基準の合理性の検討 と②その基準 を当てはめた判断過程における

過誤 ・欠落の有無の検討という二段階の審査 となるのであり，このことは，伊

方原発訴訟最高裁判決によって裏付 けられていること

このよ うに， 自然災害によって原子力災害が引き起こされることの予見可能
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性の有無は，その性質上，①具体的審査基準の設定 と②その当てはめとい う形

で審査 され ることになるところ，伊方原発訴訟最高裁判決 （←略語定義に合わ

せ る）は，そのよ うな原子炉施設 の安全審査の手法を踏まえて，原子炉施設の

安全性 に関す る司法審査は，①具体的審査基準の合理性 の検討 と②その基準を

当てはめた判断過程 における過誤 ・欠落の有無の検討 とい う二段階の審査 とな

ることを明 らかに している。

すなわち，伊方原発訴訟最高裁判決 は，「原子炉施設の安全性に関す る審査

は，当該原子炉施設そのものの工学的安全性，平常運転時における従業員，周

辺住民及び周辺環境への放射線 の影響，事故時における周辺地域への影響等 を，

原子炉設置予定地の地形，地質，気象等の 自然的条件，人 口分布等の社会的条

件及び当該原子炉設置者の右技術的能力 との関連において，多角的，総合的見

地から検討するものであ り， しかも，右審査の対象には，将来の予測に係 る事

項 も含まれているのであって，右審査においては，原子力工学はもとより，多

方面にわたる極めて高度 な最新の科学的，専門技術的知見に基づ く総合的判断

が必要 とされるものであることが明 らかである。そ して，規制法 （引用者注 ：

昭和52年 法律第80号 に よる改正 前 の炉規 法）24条2項 が， 内閣総理 大 臣

は，原 子炉設置 の許可をす る場合においては，同条1項3号 （括弧 内略）及 び4

号所 定の基準 の適 用 につ いて， あらかじめ原子力委員会の意見を聴 き，これを

尊重 して しなければならないと定めているのは，右のような原子炉施設の安全

性に関す る審査の特質を考慮 し，右各号所定の基準の適合性 については，各専

門分野の学識経験者等 を擁する原子力委員会の科学的，専門技術的知見に基づ

く意見を尊重 して行 う内閣総理大臣の合理的な判断にゆだねる趣 旨と解す るの

が相当である」 として，原子炉施設の安全審査に係 る原子力規制機関の判断過

程に一定の裁量（高度に専門的 ・技術的な判断に認め られる裁量）があることを

前提 とした判断をしている上， 「原子炉施設の安全性 に関する判断の適否が争

われ る原子炉設置許可処分の取消訴訟 における裁判所の審理，判断は，原子力
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委員会若 しくは原子炉安全専門審査会の専門技術的な調査審議及び判断を基に

してされた被告行政庁の判断に不合理な点があるか否かという観点から行われ

るべきであって，現在の科学技術水準に照らし，右調査審議において用いられ

た具体的審査基準に不合理な点があり，あるいは当該原子炉施設が右の具体的

審査基準に適合するとした原子力委員会若 しくは原子炉安全専門審査会の調査

審議及び判断の過程に看過 し難い過誤，欠落があり，被告行政庁の判断がこれ

に依拠 してされたと認められる場合には，被告行政庁の右判断に不合理な点が

あるものとして，右判断に基づく原子炉設置許可処分は違法と解すべきである」

として，原子炉施設の安全審査においては，具体的審査基準に基づいて審査 さ

れることを前提とした判断がされている（高橋利文 ・最高裁判所判例解説民事

篇平成4年 度419な いし421ペ ージ）。

4使 用開始後の原子炉施設の安全性に関する司法審査も，その性質上，①具体

的審査基準の合理性の検討と②その基準を当てはめた判断過程における過誤 ・

欠落の有無の検討という二段階の審査とならざるを得ないこと

（1）前記1の とお り，設置許可処分の要件該当性及び技術基準適合命令の要件

該当性の各判断に当たっては，将来発生 し得る事象に対して原子炉施設の安

全性が確保 されているか否かという点について，極めて高度な最新の科学的，

専門技術的な知見を用いて将来の予測に係る総合的判断を行 うものであるか

ら，原子炉施設の安全性に関する司法審査も，その性質上，①具体的審査基

準の合理性の検討 と②その基準を当てはめた判断過程における過誤 ・欠落の

有無の検討という二段階の審査とならざるを得ないとい う意味において，原

子炉施設の安全審査の審査手法は，原子炉施設の設置許可処分段階と使用開

始後で異なるものではないというべきである。

（2）これに対し，原子炉施設の設置許可処分段階と使用開始後後で異なる審査

手法が採用されることになれば，設置許可処分段階の審査で安全性が確保さ

れており，適法と判断された原子炉施設が，使用開始直後から安全性が確保
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されていないと判断 され，適法に使用す ることができない とい うような不都

合が生 じ得 ることになるところ，そのような不都合が生 じることを甘受 して

まで設置許可処分段階 と使用開始後で原子炉施設の安全性の審査手法を変え

る理 由は存在せず， このような不都合はおよそ法の想定する事態 とは考えら

れないのであるか ら， この点か らも，設置許可処分段階 と使用開始後で異な

る審査手法を用いる理由はない。

すなわち，使用開始後に発生 し得る事象に対 し，原子炉施設の安全審査が

適切になされている限 り，当該安全審査における 「災害の防止上支障がない」

か否かの結論 と規制権限行使の要否の判断をする前提 となる 「災害の防止上

支障がない」か否かの結論が棚酷する事態は，事柄の性質上，起 こり得ない

はずである。にもかかわ らず，原子炉施設の使用開始後 に審査基準を用いた

客観的判断を行わず，設置許可処分段階と異なる審査手法により原子炉施設

の安全性 を審査す るとなると，設置許可処分後において安全性の欠如 を理由

として原子炉施設の使用が適法に行えない とい う事態が生 じることになって

しま うのである。

（3）実 際に も，耐震バ ックチ ェ ックにおいては，保安院は，改定 された耐震設

計審査指針 に基づいて，使用 中の原子力発電所の地震及び津波に対す る安全

性を確保するよ うに行政指導を行い，新たに設置許可処分 申請がなされた原

子炉施設 については，これに基づいて適合性審査をしていたのであ り，原子

炉施設の使用開始後においても，科学的知見の進展につれて，これを審査基

準に適切 に取 り入れつつ，当該審査基準に基づいて，原子炉施設の安全性 を

確保す る運用がなされていた。そ して，原子力規制機 関が，使用開始後にお

いて，更にその時点か ら将来に発生 し得 る事象に対 し，科学的知見の進展 を

取 り入れつつ，不断に将来予測を行い，原子炉施設の安全性 を確保する運用

がなされている限 り，その結論は，規制権限行使の要否の判断の結論 と一致

することになる。
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（4）この よ うに，原子 炉施設 の安 全審査は，その性質上，①具体的審査基準の

合理性の検討 と②その基準を当てはめた判断過程における過誤 ・欠落の有無

の検討 とい う二段階の審査 とな らざるを得ない とい う意味において，原子炉

施設の安全審査の審査手法が，原子炉施設の設置許可処分段階 と使用開始後

で異なるものではないことからす ると，原子炉施設の使用開始後にお ける，

原子炉施設の安全性に係 る司法審査 も，その事柄の性質上，①設定 された具

体的審査基準の合理性の検討 と②その基準を当てはめた判断過程 における過

誤 ・欠落の有無の検討 とい う二段階の審査によって判断 され ざるを得ないこ

とになる。

実際に，原子炉施設の周辺住民 らが，当該原子炉施設の安全性に欠けると

ころがあるとして，人格権等に基づき，当該原子炉施設の運転の差止め判決

を求める事案や運転差止めの仮処分命令 を求める事案においては，人格権侵

害の前提 として，原子炉施設の使用開始後の時点において，原子炉施設その

ものが周辺住民の生命 ・身体等に対する危険性 を有す るか否かが審理 ・判断

され ることになるところ，このような事案において さえ，行政庁の専門技術

的な判断を尊重 して，人格権侵害の前提 となる原子炉施設の安全性について

は，将来発生 し得る事象 に対 して原子炉施設の安全性 が確保 されているか否

か とい う点について，高度な最新の科学的，専門技術的な知見を用いて将来

の予測に係 る総合的判断をす るとい う事柄の性質上，①具体的審査基準の合

理性の検討 と②その基準を当てはめた判断過程における過誤 ・欠落の有無の

検討 とい う二段階の審査 とな らざるを得ないものである。

そのため，多くの裁判所が，設置許可処分後の原子炉施設の安全性 を審理

判断す るに際 し，稼働前の司法審査の枠組み を示 した伊方原発訴訟最高裁判

決 と同様 に，二段階審査の手法を用いているところである（名古屋高裁金沢

支部平成30年7月4日 判決 ・判例 時報2413・2414合 併 号71ペ ー

ジ，函館 地裁 平成30年3月19日 判決 ・判例秘 書登 載 ・判例番 号LO73
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50143， 高松 高裁 平成30年11． 月15日 決定 ・判例 時報2393・2

394合 併号383ペ ー ジ，広 島高裁 平成30年9月25日 決 定 ・判例秘 書

登載 ・判例番 号LO7320392， 大阪高裁 平成29年3月28日 決 定 ・

判例 時報2334号4ペ ージ，福 岡高裁 宮崎支部 平成28年4月6日 決 定 ・

判例 時報2290号90ペ ージ等）＊7。

（5）したが って， 自然災害 に よって原子力災害が発生す ることの予見可能性の

有無が問題 となっている本件において，規制権限の不行使 の違法性が問題 と

なったこれ までの最高裁判決が示 した違法性判 断枠組みを当てはめるに当

たっては，二段階審査の手法によって，予見可能性の有無 を判断する必要が

ある。

第4規 制権限の行使を正当化するだけの客観的かつ合理的根拠に裏付けられた科

学的知見というためには，少なくとも，審議会等の検証に耐え得る程度の客観

的かつ合理的根拠に裏付けられていなければならないこと

1原 子力発電所には高度の安全性が求められているものの，他方で，原子力規

＊7な お，函館地方裁判所平成30年3H19日 判決 （判例秘書登載 ・判例番 号LO7350

143） は，設置許可処分後 に事業者 が設置許可変更申請 を した ものの， これに対す る処分

が な されてお らず，原子力発電所が稼働前 であった事案 であったため，「設置変更許可 申請

に対 し，規制委員会の許可がな される具体的 な見通 しが立ってお らず，原子力発電所の運転

開始の具体的な 目処が立 っていない現時点で，人格権侵害を もた らすおそれのある重大な事

故が発生す る具体的な危 険性 を直 ちに認 めることは困難 であるといわざるを得 ない。」 とし

た上で， 「裁判所が，規制委員会による安全審査及び処分を待 たずに， （中略）多方面にわた

る極めて高度 な最新 の科学的，専門技術的知見を要す る原子炉施設の安全性に関す る審査を，

規制委員会に代替 して行 うことは相 当ではないか ら，人格権侵 害の具体的危険性，す なわち，

原発 の安全性 についての裁判所の審理，判断は，規制委員会の調査審議及び判断 に不合理な

点があるか否 かとい う観点か ら行 われるべ きである。具体的には，現在 の科学技術水準 に照

ら して，規制委員会の審査 に用い られ た具体的審査基 準に不合理な点 があるか否か， あるい

は，当該原子炉施設が同審査基準 に適合する との審議 ・判断に不合理 な点があるか否か， と

い う観点で審理，判断が され るべ きである。」 としてお り，設置許 可処分後 ，設置変更許可

処分前の時点においては，二段階審査の手法を用いることを明 らか にした ものである。
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制における規制権限の行使は，事業者の活動を制約す るものであるだけでなく，

電気事業 とい う性質上，最終的に国民一般 に経済的負担 として転嫁 され ること

につながるものである上，科学的根拠の乏 しい 自然事象 も含 めてあらゆる事象

を規制に取 り込む とい うことになれば，かえって，原子力工学その他の多様な

科学技術の統合体である原子力発電所のシステム全体の安全性 を低下させ るお

それす らあることなどか らすれば，被告国が，ある科学的知見に基づいて規制

権限を行使す ることが法的義務 となるためには，少な くとも，その科学的知見

が規制権 限の行使 を正当化するだけの客観的かつ合理的な根拠に裏付けられて

いることが必要 とい うべきである。

したがって，何 ら合理的な根拠 を伴わない科学的知見や，矛盾す る科学的根

拠のみが示 され，その正当性を裏付ける知見が示 されていない科学的知見では，

規制権限の行使 を正 当化するだけの客観 的かつ合理的根拠に裏付けられた科学

的知見 とは評価できない とい うべ きである。

2そ して ，原子 力規制 実務 で は，審議会 （原子炉安全専門審査会等）において，

自然科学に限 らない様々な分野の専門家が，当該科学的知見が原子力規制に取

り込むだけの客観的かつ合理的根拠に裏付 けられているかとい う点について審

議を した上で，当該科学的知見を規制に取 り入れるか どうかを判断 しているこ

とから，規制権限の行使を正当化するだけの客観的かつ合理的根拠に裏付けら

れた科学的知見 とい うためには，少なくとも，その ような様 々な分野の専門家

（審議会等）の検証に耐え得る程度の客観的かつ合理的根拠に裏付けられていな

ければならず，単に国の機 関が発表 した見解や意見であるとい うだけでは足 り

ない とい うべきである。

第5本 件における規制権限の不行使の適否に関する司法審査の在 り方

以上を踏まえれば，本件における規制権限の不行使の適否に関する司法審査

の在 り方は，次のようなものになる。
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1原 子炉施 設 の使用 開始後 にお いて は，原子力規制機 関が，更にその時点か ら

将来に発生 し得る事象 に対 し，科学的知見の進展 を取 り込みつつ，不断に将来

予測を行い，炉規法24条1項4号 の 「災害 の防止上支 障が ない」か否かを判

断 し，必要があれば規制に取 り入れるなどしてお り，これが適切になされてい

れば，原子炉施設の安全審査は適切 に行われていることになるか ら，本件 にお

いて，裁判所が予見可能性 の有無について審査を行 うことは，原子炉施設の使

用開始後において，炉規法24条1項4号 の 「災 害の防止 上支障が ない」か否

かを判断す るの と同じことに帰着す ることになる。

本件 における予見可能性 の対象は，津波 とい う自然災害が発生することに

よって福 島第一発電所で原子力災害が発生することであるところ，本件におい

て予見の対象 とすべき津波は，現実に到来 した本件津波又はこれ と同様の津波

であるが，少な くとも，福 島第一発電所の主要建屋の敷地高（O．P． ＋10

m） を超 える津 波 が到 来す るこ とが予見できなければ，原子力災害発生の予見

可能性はないのであるから，本件 において予見可能性があるとい うためには，

少なくとも，福島第一発電所の主要建屋の敷地高 （0．P． ＋10m） を超 える

津波 が到 来す る ことが予見できなければならない。

2そ して，実 際に も，福 島第一発 電所事故以前の原子炉施設の安全審査におい

ては，原子力発電所に到来す る津波に対す る安全性の確認基準について，・「津

波の数値 シミュレーシ ョンは，想定津波の発生域 において，過去に敷地周辺に

大きな影響 を及ぼしその痕跡高の記録が残 されている既往の津波について数値

シ ミュレー ションを行 った上で，想定津波の数値 シミュレーションを行 う。」

とした上で， 「想定津波 の数値 シ ミュレー ションに当たっては，既往 の津波の

数値シミュ レーションを踏まえ，想定津波の断層モデルに係 る不確定性を合理

的な範囲で考慮 したパ ラメータスタディーを行い，これ らの想定津波群による

水位 の中か ら敷地に最 も影響を与える上昇水位及び下降水位を求め，これに潮

位 を考慮 した もの を評価 用の津波水位 とす る。」 と してい るとお り（バ ック
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チェックルール），津波評価技術の考え方 を基準にして，審査を行 っていた。

3ま た， 自然 災害で あ る津 波 によって原子力災害が引き起 こされ ることの予見

可能性の有無の判断に当たっては，原子力工学はもとより，多方面にわたる極

めて高度な最新の科学的，専門技術的知見に基づいた将来の予測に係 る総合的

判断が必要であ り，その判断については，原子炉施設の使用開始後であっても，

原子力規制機 関の判断過程 に一定の裁量 （高度 に専門的 ・技術的な判断に認め

られ る裁量）が認 められるとい うべ きであるか ら，この ような場合 の裁判所の

審理 ・判断は，原告 らが原子力規制機 関において規制権限を行使すべ きであっ

た と主張す る時期の原子炉施設の安全性に係 る原子力規制機 関の判断に不合理

な点があるか否か とい う観点から行われるべきであって，裁判所が行政庁の判

断か ら離れて直接審査す ることは許 されないとい うべきである。

そ うだとすれば，本件における予見可能性の有無は，①津波評価技術の考 え

方 とい う当時の規制実務において事実上用い られていた具体的審査基準に不合

理な点があるか否か と②その具体的な適合性 の判断の過程に看過 し難い過誤，

欠落があるか否かによって審査 されることになる。

4そ して，以上 の点 につい ての被 告国の主張を要約すれば，次の とお りである。

すなわち，①津波評価技術の考え方 は，当時の最先端の津波解析手法であり，

その合理性 は明らかである。また，②津波評価技術の考え方か らすれば，明治

三陸地震の波源モデル を実際に発生 した場所 とは異なる福島県沖の領域に設定

するためには，地震地体構造の知見によって，明治三陸地震が発生 した三陸沖

の海溝寄 りの領域 と福島県沖の海溝寄 りの領域 とで地震地体構造が同一である

といえることが必要 となるところ，保安院は，三陸沖か ら房総沖にかけての海

溝部の地形は，北部 と南部で大きく異な り，地震地体構造に同一性があるとは

いえないことか ら，「長期評価の見解」は，地震地体構造の知見による根拠を

欠いてお り，福島第一発電所の津波想定において，津波評価技術の考 え方に取

り込む必要はないと判断 したものであ り，その判断の過程に看過 し難い過誤 ・
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欠落はない。この点は，後記第2章 にお いて述べ る。

第6最 高裁 が示 した規制権 限の不行使の違法性の判断枠組み との関係について

このように，規制権限を定めた法令である炉規法の趣 旨， 目的等を適切 に検

討すれば，必然的に，裁判所は，本件津波によって福島第一発電所に原子力災

害が発生す ることの予見可能性の有無については，原子力規制機 関による実際

の判断過程か ら離れて，原子力規制機関が採 るべきであった判断の内容を認定

す るのではな く，原子力規制機 関の行 った実際の判断過程の過誤，欠落の有無

を判断すべきことにな り，具体的には，①津波評価技術の考 え方に不合理な点

があるか否かを審査 した上で，②その具体的な適合性の判断の過程 に看過 し難

い過誤，欠落があるか否かを審査す ることにならざるを得ない。 このよ うな司

法審査の手法は，一見する と，被害発生の予見可能性の有無について，裁判所

が行政庁の判断か ら離れて独 自の立場で審査 してきた前記第2で 検討 した裁判

例 と整 合 していない との疑念が生 じ得ないではない。

しか しながら，前記第2の 裁判 例 にお ける規制権 限不行使 の違法性の判断枠

組みは，その規制権限を定めた法令の趣 旨， 目的や，その権限の性質等に応 じ

て，異なる司法審査の手法を用いることを要請 していると解することができる

ところ，本件で問題 となっている前記のような規制権限の性質等に照 らす と，

前記第2の 裁判例 にお ける司法審 査 の在 り方 とは異な り，本件における司法審

査の手法は，前記第5の とお り，① 津波評価 技術 の考 え方 に不合理な点がある

か否か審査 した上で，②その具体的な適合性の判断の過程に看過 し難い過誤，

欠落があるか否かを審査するとい う手法 となることは明らかである。

以下詳述する。

1最 高裁 が示 した規制権 限の不行使の違法性の判断枠組み とその考慮要素につ

いて

（1）最 高裁 は，規制権 限の不行使 が国賠法上違法 とされ るか否かを判断するに
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当たっては， 「その権限を定めた法令の趣 旨， 目的や，その権限の性質等に

照 らし，具体的事情の下において，その不行使が許容 される限度 を逸脱 して

著 しく合理性 を欠 くと認 められるときは，その不行使 により被害を受けた者

との関係において，国家賠償法1条1項 の適用 上違 法 となる」 との判 断枠組

み を採用 していることか ら，その権限を定めた法令の趣 旨， 目的や，その権

限の性質等に応 じた司法審査の手法を用いることを求めているといえる。

例 えば，最高裁 は，クロロキン訴訟において， 「薬事法の 目的及び厚生大

臣に付与 された権限の性質等 に照 らし，右権限の不行使がその許容 され る限

度を逸脱 して著 しく合理性を欠 くと認められるときは，その不行使は，副作

用による被害を受 けた者 との関係 において向項 （引用者注 ：国賠法1条1項 ）

の適用 上違法 とな るもの と解するのが相当である」 と判示 してお り，権限を

定めた法令の趣 旨， 目的や，その権限の性質等を踏まえて規制権限の不行使

の違法性 を判断す るとい う判断枠組みを採用 し，具体的には，権限行使の前

提 となる医薬品の有用性 の判断につき，当該医薬 品の効能，効果 と副作用 と

の比較考量を行 うとい う判断枠組みを用いている。

（2）この点，前記第3で 述べ た とお り，規 制権 限 を定 めた法令である炉規法の

趣 旨， 目的や，その権限の性質を考慮すれば，原子炉施設の安全審査の在 り

方は，将来発生 し得 る事象に対 して原子炉施設の安全性が確保 されているか

否かについて，極めて高度な最新の科学的，専門技術的知見 を用いて将来の

予測に係 る総合的判断が必要 とされ るとい う点で，原子炉施設の設置許可処

分段階 と使用開始後で異なるものではな く， したがって，その判断の手法 も

同 じものとな らざるを得ないものである。

（3）ところで，最 高裁 は，前記 （1）で述べ た判 断枠 組み の下 で，⑦規制権 限を

定めた法が保護する利益の内容及び性質，．④被害の重大性及び切迫性，⑰予

見可能性，㊤結果回避可能性，②現実に実施 された措置の合理性，⑳規制権

限行使以外の手段 による結果回避 困難性（被害者 による被害回避可能性），㊥
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規制権限行使における専門性，裁量性な どの要素を総合的に検討 して，規制

権限の不行使の国賠法上の違法性を判断 していると評価 されているところで

ある（角谷 ・前掲判例解説182ペ ー ジ）。 も とよ り， これ らの事情 は，規制

権限の不行使の違法性が問題 となったこれまでの最高裁判例において考慮 さ

れた事情をまとめた ものであって， ここに挙げられた事情の全てが常に考慮

され るようなものではない。また，当然のことなが ら，判断の在 り方 も，事

案の性質によって異なるもの となることになる（小早川ほか編著 ・前掲判例

行政法3・303な い し305ペ ー ジ）。

そ こで，前記第5で 述べ た判 断手法が ，最 高裁が示 した規制権限の不行使

の違法性に関する判断枠組みに基づ くものであることについて後記2で 述べ

るこ ととす る。

2最 高裁 が 示 した規 制権 限 の不行 使の違法性の判断枠組み及びその考慮要素

と，本件における司法審査の手法の関係について

（1）本件 で 問題 となってい る規制権限は，原子炉施設の使用開始後の安全性を

確保するために行使 され るものであるところ，前記第3の とお り，設置許 可

処分段 階 と使用開始後における安全審査の対象は，いずれ も，各時点よ りも

将来に発生 し得 る事象 の予測であるとい う点で異 なるものではな く， した

がって，その判断の手法 も同様のもの とな らざるを得ないものである。そ し

て，原子炉施設の安全審査は，将来発生 し得 る可能性がある事象 も想定 した

上で，その想定 した災害に対す る安全性が確保 されているか否かを審査する

ものであ り，多方面にわたる極めて高度な最新の科学的，専門技術的知見に

基づいた将来の予測に係 る総合的判断であることか ら，原子力規制機関の判

断過程には一定の裁量（高度に専門的 ・技術的な判断に認め られ る裁量）が認

められることになる。ただ，将来予測に係 る総合的判断 といっても，原子炉

施設の安全審査 とい う，原子力規制機関が規制権限を行使す る場面で される

ものである以上，その判断が，直感的 ・主観的な判断に陥ることは許されず，
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科学的知見に裏付け られた客観的判断 となる必要がある。そのため，この安

全性については，その性質上，科学的に合理的な審査基準を策定 した上で，

その適合性審査を合理的に行 うことによ り，その審査結果が客観的かつ科学

的なものとなるよ うにす ることが要請 されるものである。 したがって，設置

許可処分の取消 し及び技術基準適合命令 については，その権限の性質上，原

子力規制機関の要件該当性の審査は，①具体的審査基準の設定 と，②その審

査基準の当てはめ とい う二段階の審査にならざるを得 ないのであるか ら，’そ

の司法審査 も，その二段階の審査に併せて，①具体的審査基準に不合理な点

があるか否か，②その基準に適合するとした判断の過程 に看過 し難い過誤，

欠落があるか否かとい う二段階の審査 とな らざるを得ない。

このように，本件 における司法審査の手法は，設置許可処分の取消 し及び

技術基準適合命令の性質からして，①想定すべき津波に対する安全性の審査

又は判断についての具体的審査基準 として事実上用い られていた津波評価技

術の考 え方に不合理な点があるか否か，②その具体的な適合性の判断の過程

に看過 し難い過誤，欠落があるか否か とい う二段階の審査 とならざるを得 な

いのである。

（2）また， この 司法審査 の手法 は，以下の とお り，最高裁が示 した規制権限の

不行使の違法性に関す る判断枠組みに基づ くものである。

ア すなわち，前記1の とお り，最 高裁 は，規制権 限 の不行使が国賠法上違

法 となる場合について，「その権限を定めた法令 の趣 旨， 目的や，その権

限の性質等 に照 らし，具体的事情の下において，その不行使が許容 される

限度を逸脱 して著 しく合理性を欠 くと認 められ るときは，その不行使 によ

り被害を受 けた者 との関係 において，国家賠償法1条1項 の適用 上違 法 と

な る」 との判 断枠組みを採用 した上で，具体的な事案 において，規制権限

の不行使が国賠法上違法 となるかの判断をするに当たっては，事案に応 じ，

⑦規制権限を定めた法が保護する利益の内容及び性質，④被害の重大性及
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び切迫性，⑰予見可能性，㊤結果回避可能性，⑰現実に実施 された措置の

合理性，⑳規制権 限行使以外 の手段による結果回避i困難性 （被害者 に よる

被 害回避 可能性），㊥規制権 限行使 にお ける専門性，裁量性 などの諸要素

の全部又は一部を総合的に考慮 して，その不行使が著 しく合理性を欠 くと

認め られ るかを検討 しているところ，これ らの諸要素をどのよ うに，また

どの程度考慮すべきかは，規制権限の根拠規範 ごとにその根拠規範の解釈

によって決まるものである。そ して，本件において，被告国は，原子炉施

設の安全性 に係 る規制権限の不行使が国賠法上違法 となるかの判断をする

に当たっては，上記規制権限を定めた法令である炉規法の趣 旨， 目的や，

その権限の性質等を考慮 して，二段階審査の手法により判断すべきである

旨主張 しているところであ り，このよ うな被告国の主張は，正に，最高裁

が示 した規制権限の不行使の違法性 に関す る判断枠組みに基づ くものであ

る。

これを具体的に述べれば，設置許可処分を受けた原子炉施設に対す る規

制権限は，使用開始後 の原子炉施設の安全性 を確保す るために行使 される

ものであるところ（前記⑦），原子力発電所は，一度事故 を起 こせば，周辺

住民の生命 ・身体 に重大 な危害を及ぼす危 険性 があるものであるこ とか

ら，炉規法24条1項4号 は，その よ うな災害が万 が一 にも起 こらないよ

うにするため，原子炉施設の位置，構造及び設備の安全性 につき，科学的，

専門技術的見地か ら，原子力規制機 関に十分な審査を行わせ ることとして

いるのであ り（前記④），原子炉施設については，高度な安全性が求め られ

ることになるが，原子力発電所 も科学技術 を利用 した施設である以上，原

子炉施設に求められ る安全性は，飽 くまでも，何 らかの事故発生等の危険

性の程度が，科学技術の利用により得 られ る利益の大きさとの対比におい

て，社会通念上容認できる水準であると一般に考えられ る場合に，これ を

もって安全 と評価す るとい う意味での安全性 （相対的安全性）である。その
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ため，設置許可処分の取消 し及び技術基準適合命令は，前記の意味におけ

る安全性 を確保す るために行使 されるものである（前記⑦）。そ して，原子

炉施設が前記の意味における安全性 を確保できているか否かの判断は，科

学的，専門技術的知見に基づ く将来の予測に係 る判断が含まれるのであっ

て，原子力工学を始め，地震学 ・津波学 といった様々な分野における極 め

て高度な最新の科学的，専門技術的知見に基づく総合的判断 とならざるを

得ないか ら，原子力規制機 関の判断過程 には一定の裁量 （高度に専門的 ・

技術的な判断に認 められ る裁量）が認 め られ る（前記㊥）。そのため，原子

力規制機関において，原子炉施設が前記の意味における安全性 を欠いてい

るか否かの判断，すなわち， 自然災害による原子力災害の発生の予見可能

性の有無を判断するに当たっては，①具体的審査基準の策定及び②その審

査基準への当てはめの過程 における裁量が認 められてお り（高橋利文 ・最

高裁判所判例解説民事篇平成4年 度416ペ ー ジ参照）， その点 は，炉規

法24条1項4号 の定 めに も現れ てい る （前記㊥）。

したがって，原子炉施設の使用開始後においても，裁判所は， 自然災害

による原子力災害の発生の予見可能性の有無を判断す るに当たっては，原

子力規制機関の判断過程，すなわち，原子力規制機関の①具体的審査基準

の策定及び②その審査基準への当てはめの過程における裁量を尊重せ ざる

を得 ないことになる。

イ そ うすると，福島第一発電所における予見可能性の有無は，その規制権

限に与えられた裁量に照 らして，①設定 された具体的審査基準に不合理な

点があるか否かと②その基準を当てはめた判断過程 に看過 し難い過誤，欠

落があるか否かとい う二段階の審査によって判断されなければな らないと

ころ，福島第一発電所においては，当時の規制実務 において事実上用い ら

れていた具体的審査基準である津波評価技術の考 え方に不合理な点 はな

く，これ を当てはめた判断過程に看過 し難い過誤，欠落はないか ら，津波
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によって原子力災害が発 生す るこ との予見可能性 は認 め られない （前記

⑰）。

しかも，保安院は， 「長期評価の見解」を確率論的安全評価 に取 り入れ

ることで決定論的安全評価の見直 しの契機 とす ることの可否を含め検討す

るな ど＊8，津 波 の リス クに配慮 していた ところであ り（前記㊧），確率論的

安全評価によって評価 された科学的知見を決定論的安全評価に取 り入れ る

こととした場合には，津波の想定 自体 も見直されることになるが，福島第

一発電所事故以前はいまだ評価方法 として確立 してお らず
，規制実務上採

用 されていなかった確率論的安全評価 を仮に参考にしたとしても，津波の

想定を見直す必要は生 じていなかった （前記⑰）。そ うす ると，本件におい

ては，原子力規制機関に，津波によって原子力災害が発生す ることの予見

可能性がなかったことは明 らかであるか ら，㊤結果回避可能性及び⑳規制

権限行使以外の手段による結果回避i困難 性 （被害者 に よる被害 回避i可能性）

を考慮す るまで もな く，経済産業大臣が規制権限を行使 しなかったことが

著 しく不合理 とはいえないこととなる。

3小 括

以上 の とお り，福 島第 一発電所事故以前において，保安院に，福 島第一発電

所 に主要建屋の敷地高 （0．P． ＋10m） を超 え る津波 が到来 す るこ との予見

可能性があったか どうかは，その性質上，①津波評価技術の考え方 とい う当時

＊8確 率論的安全評価 （確率論的ハザー ド解析）とは，発生す る可能性が確立 した科学的知見に

よ り基礎づけ られてい る事象か ら，発 生す る可能性が科学的根拠 をもって否定できない とい

う程度 の事象 まで，様々な事象を評価 の基礎 に取 り込んだ上で，それ らの事象 の発生確率な

どを算出 して施設の安全性 を評価する手法である。

津波にお ける確率論的安全評価 （確率論的ハザー ド解析）は，直ちにこれに依拠 して規制上

の判断 を行 うことができるものではないが，原子力規制 において，決定論的安全評価に基づ

く安全審査で基 準を満 た していると評価 され た原子炉施設について，その設計基準 とすべ き

津波を見直す きっかけを与 えるもの とい うことができる。
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の規制実務において事実上用い られていた具体的審査基準の合理性 と②その基

準を当てはめた判断過程 における過誤 ・欠落の有無によって判断すべきである

ところ，①津波評価技術の考え方の合理性 を疑わせ る事情は存在 しない上，②

保安院が，津波評価技術の考 え方の中で， 「長期評価の見解」 を，福 島第一発

電所の津波想定に取 り込む必要はないと判断 したことに，看過 し難い過誤，欠

落はないか ら，保安院に，福 島第一発電所に敷地高 （0．P． ＋10m） を超 え

る津波 が到来す るこ との予見可能性はなかった とい うべきである。そ して，こ

の，福島第一発電所に敷地高（0．P． ＋10m） を超 える津波 が到来 す る予見

可能性があったか否かを，①津波評価技術の考え方 とい う具体的審査基準の合

理性 と②その基準を当てはめた判断過程 における過誤 ・欠落の有無によって判

断すべきとする考え方は，正に，最高裁が示 した規制権限の不行使の違法性 に

関する判断枠組みに基づ くものである。 したがって，経済産業大臣が規制権限

を行使 しなかったことが著 しく不合理 と評価 され る余地はないか ら，経済産業

大臣の規制権限の不行使が国賠法上違法 と評価 され る余地はない とい うべ きで

ある。

第7同 種 事案 に関す るこれ までの判決の評価 ・位置づけ

以上述べたとお り，津波によって原子力災害が発生す ることの予見可能性の

有無は，原子炉施設の安全審査の性質を踏まえると，①津波評価技術の考え方

とい う具体的審査基準の合理性 と②その基準を当てはめた判断過程における過

誤 ・欠落の有無によって判断 されなければならない ものであるが，福島第一発

電所に関す るこれまでの判決では，必ず しも， この判断手法が採用 されていな

い。ただ，福島第一発電所 に関す るこれまでの判決の判断内容 を分析す ると，

この判断手法を採用 していない裁判例の中にも，実質的にはこの判断手法を踏

まえた判断をしていると評価できるものがある。そこで，以下では，本件に関

す るこれまでの判決の判断内容 を分析 し，同種事案に関する一連の判決の うち，
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実質的に被告国の主張す る二段階審査の判断手法を踏まえた判断を していると

評価 できるものについては， 「長期評価 の見解」に基づ く原子力規制機関 （又

は事業者）の責任 を否定 しているのに対 し，そ うでないものにつ いては， 「長

期評価の見解」に基づ く原子力規制機 関（又は事業者）の責任 を肯定 しているこ

とを明 らかにす る。

1名 古屋 地裁判 決 ，千葉地 方裁 判所平成29年9月22日 判決 （以下 「千葉地

裁判 決 （民事第3部 ）」 とい う。）及び 同裁判 所平成31年3月14日 判決 （以下

「千葉地 裁判決 （民事 第5部 ）」 といい，両判 決 を併 せ て 「千葉地裁判決 （民事

第3部 及び民事第5部 ）とい う。）並び に山形地方裁判所令和元年12月17日

判決 （以下 「山形地裁 判決」 という。）について

（1）名 古屋 地裁判決並 び に千葉地裁判決 （民事第3部 及び 民事第5部 ）は，三陸

沖 か ら房 総沖 までの 日本海溝沿いの領域について，北部 と南部 とで，地形や

地質が異なっていることや，専門家か らも否定的な意見が出されてお り，「長

期評価の見解」における発生領域及び発生確率の評価の信頼度が 「C： やや

低 い」 とされ た ことな どを根拠 として，福島第一発電所において津波 による

原子力災害が発生す る予見可能性の程度は高くはなかった と判断 してお り，

前記の点を踏 まえて，「長期評価の見解」は，その根拠 となったデータの少

なさや理学的根拠の不十分 さなどか ら，専門研究者 間で正 当な見解 として通

説的見解 といえるほど確立 した知見であったとはいえない，あるいは不確実

性 を有す るものであった としてい るところ＊9，これ らの判 断手法 は， 実質的

に見て，地震地体構造の同一性が認め られる場合に想定津波の波源を設定す

る津波評価技術 の考え方 に 「長期評価の見解」 を当てはめたの と同じ手法で

あるとい うことができる。

＊9名 古 屋 地裁 判 決 （丙B第187号 証387及 び388ペ ー ジ），千 葉 地裁 判 決 （第3民 事 部

・丙B第151号 証123及 び127ペ ー ジ），千 葉 地裁 判 決 （第5民 事部 ）（丙B第222号

証 ）266な い し269ペ ー ジ
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また，山形地裁判決 も同様 に，「長期評価の見解」が 「三陸沖北部か ら房

総沖の海溝寄 り」の領域 を一つの領域 としたことについて，専門家か ら否定

的な意見が出されていた ことを認定 した上で， 「長期評価の見解」における

発生領域及び発生確率の評価の信頼度が 「C： やや低 い」 とされ ，専門家か

らも否定的な意見が出されていたことなどを根拠 として，福 島第一発電所に

おいて津波による原子力災害が発生する切迫性は大きい とはいえず，予見可

能性の程度は，原子力発電所の防災対策について何 らかの措置を執るべ きと

いえる程度 にとどまる，被告国が予見可能であった といい得 る事象は，必ず

しも明確に具体化 されたものではな く， これから直ちに一定の対策を導 き得

るものではなかった としている＊1°。

した がって，名 古屋地裁及 び千葉地裁 （民事第3部 及び民事 第5部 ）は，実

質 的 には， 「長期評価 の見解」 について，具体的審査基準 として事実上採用

されていた津波評価技術の考 え方への当てはめの合理性 を審査 したものとい

え，山形地裁判決 も同様の考 え方を採っているものと考えられ る。

（2）もっ とも，名 古屋 地裁判決 ，千葉地裁判決 （民事第3部 及 び民事 第5部 ）及

び 山形 地裁判決 は，その 当てはめの結果，具体的審査基準に当てはま らず，

作為義務 の発生を基礎づけるにも至 らない程度の予見可能性，つま り，低い

程度の予見可能性 （認識可能性）しか認め られない場合であって も，規制権限

の不行使の違法性を検討する上での予見可能性はあると判断 している。仮 に，

これ らの判決のような判断枠組みを採用 した場合には，予見可能性 といって

も，その程度は，非常に高度なものか ら，非常に低い ものまでがあることに

なる。そ して，そのような予見可能性の程度が低い場合には，それに対応す

る必要性が低下することか ら，結果回避措置の選択 に係 る裁量や，規制権限

を行使す る時期について広範な裁量が認 められ ることにならざるを得ない。

＊10山 形 地裁 判 決 （乙A第155号 証216な い し222，229ペ ー ジ）
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この点につき，名古屋地裁判決は，精度及び確度のそれほど高 くない知見

に基づ く試算 しか得 られない場合には，直ちに結果回避措置を採 ることを法

的に義務付 けることはできず，今後の結果回避措置の内容，時期 については

規制機関の専門的判断に委ね られるとし，千葉地裁判決 （第3民 事部 及 び第

5民 事部）も同様 の判示 を してお り，名古屋地裁判決及び千葉地裁判決 （第3

民事 部及 び第5民 事 部）は，予 見可能性 が低 い ことを前提 として，結果 回避

措置を選択す る裁量や権限を行使する時期についての広範な裁量を認めたも

の と解 され る＊’1。また， 山形 地裁判 決 は，予 見対象 を予見すべきであったと

いえる程度に応 じて，執るべきであった といえる措置の内容 も異なって くる

し，そのような措置を採 らなかったことの合理性 も大きく変わって くるとし

た上で，保安院が採った措置について，予見可能性 の程度に照 らして，相応

の合理性を有するものであった としてお り，同様の考え方を採っているもの

と考えられ る＊12。

この よ うに，名 古屋地裁判 決，千葉地裁判決 （民事第3部 及 び民事第5部 ）

及 び 山形地裁判 決か らす る と，ある災害によって原子力災害が発生すること

の予見可能性の程度が低い場合 には，対策 をとる当該災害への対策 として選

択すべ き対策が原子炉施設の安全対策の見地か ら合理的に特定 され る状況に

ならなければ，規制権限の不行使が違法 と評価 されることにはな らない と解

され るところ，そのような状況に陥ることは考 え難いから，結局のところ，

被告国が主張する予見可能性が存在 しなければ，原子力規制機関の規制権限

の不行使が違法 と評価 される余地はないこととなる。

したがって，被告国 と名古屋地裁判決，千葉地裁判決 （第3民 事部 及び 第

＊11名 古屋 地裁 判 決 （丙B第187号 証386な い し392ペ ー ジ）， 千葉 地裁 判 決 （第3民 事

部 ・丙B第151号 証126な い し128ペ ー ジ），千 葉地 裁 判 決 （第5民 事部 ）（丙B第22

2号 証）274な い し276ペ ー ジ

＊12山 形地 裁判 決 （乙A第155号 証218，227及 び228ペ ー ジ）
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5民 事部）及 び 山形 地裁判 決 は，実質的には同じ判断枠組みを採用 している

と評価することができる。

2被 告東 電の 元役 員 を被告 人 とす る刑事事件に係る一審判決 （東京地方裁判所

令和元年9月19日 判 決。 以下 「刑 事判決 」 とい う。）について

刑事判決では，被告東電の元役員 において，福 島第一発電所に10m盤 （O．

P． ＋10m） を超 え る津波 が到来 す る こ とについての予見可能性の有無 を検

討するに当たって，原子力規制機 関の審査基準 を参考に していることか ら， 自

然災害による原子力災害の発生の予見可能性の有無の判断枠組みについての基

本的な考え方は，被告国の主張 と同様であると考 えられる。そ して，刑事判決

では，原子力規制機 関が，津波についての具体的審査基準 として津波評価技術

の考え方 を取 り入れていた との認定が されてい る上 （同判決30及 び31ペ ー

ジ），三 陸沖 か ら房 総沖 の海 底地殻構i造が ，北側領 域 と南側領 域で異 なってい

ることなどか ら（同判決75な い し78ペ ー ジ）， 「長期評 価 の見解」 に客観的

な信頼性，具体性があったとはいえない旨の判断がされているのであ り，実質

的には，津波評価技術 の考え方に基づいて判断 されているものといえる。

したがって， この刑事判決は，実質的に，被告国の主張する判断枠組み と同

様の判断枠組みで判断 した ものといえる。

3東 京地 方裁 判所 平成30年3月16日 判決 （以下 「東 京地裁判決」 という。）

等の被告国の国家賠償責任を認めた判決について

これに対 し，東京地裁判決等の被告国の国家賠償責任を認めた判決では，被

告国の主張す る判断枠組み と実質的に異なる判断枠組みによる判断が されてい

る。すなわち，東京地裁判決等の被告国を敗訴 させた判決では，津波によって

原子力災害が発生することの予見可能性の有無について，①津波評価技術の考

え方 とい う具体的審査基準の合理性の検討 と②その基準を当てはめた判断過程

における過誤 ・欠落の有無の検討 とい う二段階の審査を していないばか りか，

「長期評価の見解」か ら直接的に予見義務ない し予見可能性 を導いているとこ
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ろ，これは， 「災害の防止上支障がない」か否かに関 し，裁判所が行政庁の判

断か ら離れて直接審査す るものである。 しかも，これ らの裁判例では，原子力

規制機 関が，その予見可能性が認められ る時点で直ちに，事業者 に対 し，考え

得 る全ての結果回避措置を講 じるように命 じなければな らない とい う考え方が

前提 となっている。

そ うすると， これ らの判決は，原子力規制機 関に，津波によって原子力災害

が発生す ることの予見可能性の有無の判断ばか りか，結果回避措置 を選択する

裁量や規制権限を行使する時期の裁量を認めなかったことと等 しい（あるいは，

これ らの判決は，「長期評価 の見解」は，科学的，専門技術的知見がなくても，

その正当性が判断できるほ どに，信用性の高い科学的知見であると考 えたもの

と解す ることもできるが， 「長期評価 の見解」 をそのよ うに評価す ることは誤

りである。）。そ うする と，これ らの判決は，原子炉施設の安全審査にお ける

司法審査の在 り方 に関し，誤った審査手法を採用 したものといわ ざるを得ない。

4横 浜地方裁判 所平成31年2月20日 判決 （以下 「横 浜地裁判 決」 という。）

について

（1）横浜 地裁判決 は，原 子力発 電所の安全性 に関する規制権限の不行使 の適否

が争われる国家賠償請求訴訟における裁判所の審理，判断は，経済産業大臣

が，原子力安全委員会ない し保安院の専門技術的な調査審議及び判断を基に

して規制権限を行使 しなかったその判断に不合理があるか否か とい う観点か

ら行われ るべきであるとした上で，当時の科学技術水準に照 らし，当該原子

炉施設が具体的審査基準に適合す るとした原子力安全委員会若 しくは保安院

の調査審議及び判断の過程に看過 し難い過誤，欠落がある場合 には，規制権

限の不行使が国賠法上違法 となるとの判断枠組みを設定 している（丙B第1

26号 証 の1・ 第3分 冊106な い し111ペ ー ジ）。 この よ うに，横 浜地

裁判 決は，津波による原子力災害発生の予見可能性の有無に関す る司法審査

の枠組みについて，二段階審査の手法を設定 している点において，被告国の
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主張 とほぼ同様の理解に立っている。

（2）た だ し，横浜 地裁判 決 は， 「長期評価の見解」が，それのみで予見可能性

を基礎づけるほ どに成熟 した科学的知見ではないとしている点においては正

しい判断をしているものの，福島第一発電所事故以前において，津波評価技

術の考え方が想定津波の具体的審査基準 として事実上用い られていた とい う

事実を看過 し，「長期評価の見解」を津波評価技術の考 え方に当てはめるこ

となく，予見可能性 を基礎づ ける科学的知見の一つであるかのような誤った

判断を した上，貞観地震 の知見の進展状況に加 えて 「長期評価の見解」も踏

まえると，福 島第一発電所事故以前には，福島第一発電所の敷地高 さ（O．

P． ＋10m） を超 え る津波 の予 見可能性 が あった との誤 った判断を してお

り，実際には二段階審査 を行 っていない（丙B第126号 証 の1・ 第3分 冊

113な い し115ペ ー ジ）。

（3）この よ うに，横 浜地裁判決 は，原子炉施設 の安全審査に係 る司法審査の在

り方 については，二段階審査の手法 とい う適切な判断枠組みを設定 したもの

の，適用すべき具体的審査基準を誤 り，貞観地震の知見及び 「長期評価 の見

解」について，適用すべき具体的審査基準として事実上用い られていた津波

評価技術の考え方に当てはめなかったため，結論 を誤ったものと評価できる。

5小 括

この よ うに， 同種事案 に関する一連の判決では，実質的に，被告国の主張す

る判断枠組み と同様の判断手法 を採用 している判決 （「長期評価の見解」にっ

いて，津波評価技術の考 え方への当てはめの合理性 を審査 している判決）につ

いては，正当な結論が導かれ，そ うでない判決については，誤った結論が導か

れているといえる。

第8ま とめ

以上 の とお り，津波 とい う自然災害による原子力災害の発生の予見可能性の
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有無に関す る司法審査の在 り方については，行政庁の規制権限の不行使の違法

性が問題 とされたこれまでの最高裁判決の事案における予見可能性の有無の認

定判断 とは性質が大きく異な り，原子力工学はもとより，多方面にわたる極め

て高度な科学的，専門技術的知見に基づいた将来予測に係 る総合判断であるた

め，津波 とい う自然災害による原子力災害発生の予見可能性の有無 について，

裁判所が，原子力規制機 関による実際の判断過程から離れて，原子力規制機関

が採 るべ きであった判断の内容を認定す ることは許 されないから，原子力規制

機 関が実際に行った判断過程の過誤，欠落の有無を裁判所が判断す る審査方法

（判断過程審査）によって判断しなければな らず，具体的には，①原子炉施設に

関 して用い られた安全性 の審査又は判断についての具体的審査基準に不合理な

点があるか否か，②当該原子炉施設がその基準に適合す るとした規制機 関の判

断の過程 に看過 し難い過誤，欠落 があるか否か とい う観 点 （二段階の審査）に

よって判断 されなければならないこととなる。そ して， このよ うな判断手法の

下では，保安院に，福島第一発電所の敷地高（O．P． ＋10m） を超 える津波

が到来す るこ とに よ り原子力災害が発生することの予見可能性が認め られる余

地はなく，行政庁は規制権限を行使することができない ものであった。そ して，

このよ うな二段階審査の判断手法は，正に，最高裁が示 した規制権限の不行使

の違法性に関する判断枠組みに基づ くものであるところ，同種事案に関する一

連の判決の うち，実質的にこの二段階審査の判断手法を踏まえた判断を してい

ると評価 できる判決 （「長期評価 の見解」について，津波評価技術の考え方へ

の当てはめの合理性 を審査 してい る判決）においては， 「長期評価の見解」に

基づ く規制機関 （又は事業者）の責任が正当に否定されているのである。
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第2章 予見可能性について

第1は じめに

1前 記第1章 の とお り，原 子力規制機 関 は，設置許可処分時だけでなく，同処

分後も，原子炉施設において，何 らかの事故発生等の危険性の程度が，科学技

術の利用により得 られ る利益の大 きさとの対比において，社会通念上容認でき

る水準であると一般に考 えられる場合 に， これ をもって安全 と評価するとい う

意味での安全性 （相対的安全性）を確保できているか否かの判断について専門技

術的裁量を有 していると解 されるから，裁判所が，使用開始後 の原子炉施設に

関す る原子力規制機 関の規制権限不行使の適否 を審理す るに当たっては，その

審理判断は，その当時の科学技術水準に照 らし，①使用開始後の原子炉施設 に

関 して用いられた安全性の審査又は判断の基準に不合理な点があるか否か，②

当該原子炉施設がその基準に適合す るとした原子力規制機関の判断の過程に看

過 し難い過誤，欠落があるか否か， とい う二段階の観点から行われるべきであ

り，少なくとも，設定 した審査基準等の内容が不合理であるか，又はその基準

への適合性の判断が不合理であるといえない限 り，規制権限の不行使が裁量を

逸脱 した ものとして国賠法上の違法性が認 められる余地はない。

2本 件 で は，専 門技術 的知見 としての 「長期評価の見解」が，被告国に対 して，

福島第一発電所の設置許可処分時の安全審査では想定 されていなかった，主要

建屋の敷地高 （O．P． ＋10メ ー トル）を超 える津波 が到来す ることを予見す

る法的義務 を生 じさせ る程度 の科学＊13的知 見 で あ った か否 か が主要 な争 点 と

なっている。

＊13従 前の準備 書面で は，地震学や 津波学 とい った 自然科学 の こ とを 「理学」 と， 自然科学 な どの

基 礎科学 を工業生 産に応用す る科学技術 の こ とを 「工学」 とそれ ぞれ表現 した こ とがあったが，

本 準備 書面 では， 「理学 」 と 「工 学」 を区別 して表現 す る必 要の ない部分 につい ては，両者 を含

む概 念 として 「科学」 とい う表現 を用 いてい る。
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そこで，以下では，原子力規制機関が科学的知見の調査 を踏まえて採用 して

いた津波に対する安全性の審査又は判断の基準 （津波評価技術 と同様の考 え方）

の合理性について主張 した上で （後記第2） ，原子 力規制機 関が，福 島第一発電

所事故以前に 「長期評価の見解」について調査を尽 くした結果，「長期評価の

見解」は，従前の福島第一発電所における当該基準の適合性の判断を見直す よ

うな科学的知見であるとの判断には至 らなかったことについて主張 し（後記第

3），被告 国 には，福 島第 一発電所 に主要建屋 の敷地高を超 える津波が到来す

ることについての予見可能性がなかったことを明 らかにする（後記第4） 。

第2被 告国が津波に対する安全性の審査又は判断の基準として設定していた基準

は，地震地体構造の知見を考慮 して 「想定し得る最大規模の津波」を評価する

というものであり，かかる基準は科学的な合理性を有するものであったこと

1原 子力規制実務では，科学的知見の進展に合わせて様々な津波に関する知見

を安全性の確認のために取 り入れるとともに，津波評価技術策定後は，「想定

し得る最大規模の津波」を決定論的安全評価に取り込む津波評価技術と同様の

．考え方に基づき，波源設定の妥当性を審査 してきたこと

（1）原子力規制実務では，津波評価技術策定前から，科学的知見の進展に合わ

せて様々な津波に関する知見を安全性の確認のために取 り入れるなどしてき

たこと

我が国では，昭和45年 策定の安全設計審査指針 （丙A第7号 証）が 「その

敷地および周辺地域において過去の記録を参照にして予測される自然条件の

うち最も苛酷 と思われる自然力に耐え得るような設計であること」（同号証

3枚 目）などと定めていたように，従来から発生可能性の高低によらず，過

去の地震津波を始めとする記録から科学的に見て想定できる最も苛酷な自然

現象に耐え得る設計であることを求めてお り，その趣旨内容はその後の同指

針の改定により変わるところはなかった。そのため，津波に関する原子力規

69



制の実務では，津波評価技術が公表 され る以前から，既往津波の検潮記録に

限らず，既往津波の文献調査 と最新の数値 シミュレーシ ョン手法 を組み合わ

せた津波高 さの予測 を行 うなど，科学的知見の進展に合わせて様々な津波に

関する知見を安全性の確認のために取 り入れてきた。

（2）4省 庁 報告書等 にお いて，既往最 大津波に対する対策か ら科学的根拠に基

づ いて 「想定 し得る最大規模の地震津波」に対する対策が求め られるように

なった こと（被告国第42準 備書面第5の2）

平成9年 に策 定 され た4省 庁報告書 （甲A第25号 証 の1，2） 及び7省 庁

手引 （甲A第23号 証。 「4省 庁報告書等 」）は， 「既往 最大の津波を選定 し，

それを対象 とす ることを基本 とするが，近年の地震観測研究結果等により津

波 を伴 う地震の発生の可能性が指摘 されているような沿岸地域 については，

別途想定 し得 る最大規模の地震津波を検討 し，既往最大津波 との比較検討を

行 った上で，常に安全側の発想か ら対象津波 を設定することが望ま しい。」

（同号証9ペ ー ジ）との方針 を示す もの であったことから，これ ら4省 庁報告

書等 において， それ まで の既往最大津波に対する対策か ら，科学的根拠に基

づ く「想定 し得る最大規模の地震津波」に対する対策が求められ るようになっ

た。

（3）津波評価 技術 は，4省 庁報告書 等 を受 けて策定 され たものであ り，その考

え方 は，合理性 を有す る地震学等の科学的根拠 に基づいた津波評価手法で

あって，審議会等の検証に耐え得る程度の客観的かつ合理的根拠に裏付けら

れた科学的知見を余す ことなく取 り込むために策定されたものであったこと

（被告国第42準 備書面第5の3及 び4）

ア 平成9年 に策 定 され た4省 庁報告書 等 にお いて，科 学的根拠 に基づ く「想

定 し得る最大規模の地震津波」に対す る対策が求め られるよ うになったも

のの，4省 庁報 告書等 では，具体 的な津 波評価方法までは示 されていなかっ

た。
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そこで，土木学会が，先行的に，高い安全性が求め られ る原子炉施設に

ついて，科学的根拠に基づ く 「想定 し得 る最大規模の地震津波」の評価方

法 を整備するべ く，平成11年 以 降研 究 を重ね，平成14年2月 にそれ ら

の成果 を集大成 し，4省 庁報 告書及び7省 庁手引 の策 定 を主導 した首藤名

誉教授を主査 として策定 した ものが，津波評価技術 （甲A第26号 証 の1

ない し3） で ある。

イ 津波評価 技術 の考 え方は，首藤名誉教授が津波評価技術の巻頭において

「現時点で確立 してお り実用 として使用す るのに疑点のない ものが取 りま

とめ られている。」 （甲A第26号 証 の1・i， 血ペ ー ジ）と述 べて い るほ

か，佐竹証人 も 「長期評価 よ りもさらに保守的で，ほぼすべてが 『科学的

に確立 された知見』に基づいている」 （丙B第14号 証 の2・8ペ ー ジ）と

述 べ ている とお り， 当時の地震 ・津波に関する科学的知見の集大成 として

策定 されたものであった。

すなわち，被告東電を含む電力会社10社 は，電 共研 高度 化研 究 として，

平成10年8月 以 降， 「津 波評価 技術 の高度化 に関す る研究」を行い，原

子力発電所の津波に対する安全性評価技術の高度化及び標準化 を目指 して

検討 を行ってきた（丙B223号 証 〔刑事 事件 にお け る松 山氏 の証人調書〕

右下部のページ数で69ペ ー ジ）。

その研 究 の成果 は，土木学会原子力土木委員会の下に設置 された津波評

価部会で専門家の審議 を受けることにな り（同ページ），同部会では，平成

11年 度 か ら平成12年 度 ま での2年 間， 「津 波波源 に関す る検 討」及び

「数値解析 に関する検討」について，電共研により得 られた成果及び国内

外の研究成果等に基づいて議論 ，審議を行った（同号証の2・ 右 下部 のべ

一 ジ数 で75ペ ー ジ）。

そ の審議 の過程 で あ る津波評価部会 （第1期 ）では，決定論 的 に取 り扱 う

地震津波の発生メカニズムや発生領域，規模等 （すなわち，既往津波の時
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間 ・空間的分布や，地震の発生様式 ・地域別の波源の特徴等）について，

当時判明 していた最新の知見の整理や レビュー等が行われたが，同部会の

委員 であった阿部氏や岡田義光教授 といった理学分野の第一線の専門家か

ら，知見の レビューの内容や結果について，想定津波の波源の設定を検討

す る上で不十分であるな どといったコメン トはな されず，少なくともプ レ

ー ト境界付近に想定 され る地震に伴 う津波の波源設定を検討す る上で必要

とな る最新の知見の レビュー として十分な内容 を備 えた ものであった（丙

B第100号 証 〔佐 竹意 見書 （5）〕2ペ ー ジ）。

ウ そ して，この津波評価技術の考え方は，今村教授が，具体的な根拠を持っ

た津波の発生可能性 を余す ことなく取 り入れて，設計基準 として想定すべ

き津波 （以下 「設計上の想定津波」 とい う。）を推計することを可能 とす る

ために，世界に先駆 けて策定 された手法である旨述べている とお り（丙B

第30号 証11ペ ー ジ），審議 会等 の検 証 に耐 え得る客観 的かつ合理的根

拠に裏付けられた津波の知見を余す ことな く取 り込むために策定 されたも

のであっただけでな く， この津波評価技術 に基づいて算出され る津波の高

さは，パラメータスタデ ィな どの手法を用いることにより，平均で，既往

津波 の痕跡高の約2倍 とな っていた もの であ り（甲A第26号 証 の2・1

－7ペ ー ジ）
， よ り高い安 全性 が求 め られ る原子炉施設 に用い られ ること

を踏まえた安全寄 りの考え方であった。

このよ うな津波評価技術の考え方は，原子力規制業務 を所管す る米国原

子力規制委員会 （NRC） が2009年 （平成21年 ）に作成 した津波ハ ザー

ド評価 に関する報告書において，既往最大津波にとどま らない想定最大津

波を具体的に推計す る体系的手法がない中にあって，パ ラメータスタデ ィ

を用いた津波評価技術 を具体的内容 とともに紹介 され， 「世界で最 も進歩

しているアプローチに数 え られ る」 と評価 されていた （丙A第21号 証 ・

同号証 の和訳部分1ペ ー ジ）。 また，IAEAは ，スマ トラ沖地震 津波 を

72



契機 に，被告 国及び被告東電等 も参加す る津波評価 に関す る国際 ワー ク

シ ョップを開催す るなどした上で，従前 「原子力発電所に関す る津波の検

討をほとんど行っていなかった」 （丙B第14号 証 の2・2ペ ー ジ）安全 ガ

イ ドに津 波評 価 に 関す る内容 を具体的に盛 り込むべ く全面改訂作業 を進

め，福島第一発電所事故直前までに， この分野で先行する我が国の考え方

を取 り入れ，決定論的評価による場合には波源の設定等に伴 う不確実性を

パラメータスタデ ィによって考慮すべきであるとす る新たな外部溢水評価

基準 （後のSSG－18） の最 終 ドラフ ト（DS417） を作成 した ところで

あ り（甲A第3号 証 ・340，341ペ ー ジ），そ の作成過 程 では 「IAE

A担 当者 か ら， （中略）特 に津波 に関 しては 日本における知見蓄積が多 く，

それ らは新基準の中に反映 したい との説明があ（る）」 （丙A第238号 証

・5－9ペ ー ジ）な ど していた し，実際 に，福 島第一発電所事故後の平成

23年11月 に公表 され たIAEAの 安 全 基 準 （SSG－18） にお い て

も，津波評価 技術 をIAEA基 準 に適 合す る基準 の例 と して参照 していた

（丙A第22号 証 ・同号証 の和訳部分1な い し3ペ ー ジ）。 この よ うに，津

波評価技術の考え方は，科学的に想定できる最大規模の津波 を評価す る方

法 として，同事故の前後を通 じて国際的にも高い評価を受けていた。

工 以上のとお り，津波評価技術の考え方 は，高度の安全性が求められ る原

子炉施設において津波 に対する安全性 を確保す るために，平成14年2月

時点 にお け る最新 の科 学的知見 に基づいて作成 された ものであ り，合理性

を有する地震学等の科学的根拠に基づいた津波評価手法であった。しかも，

津波評価技術の考え方は，具体的な根拠 を持った津波の発生可能性 を余す

ことなく取 り入れて設計上の想定津波 を推計す ることを目的として，「既

往津波」にとどま らず，「想定 し得 る最大規模 の津波」 をも決定論的安全

評価 に取 り込むことを可能 とした当時唯一の津波評価手法であ り，実際，

この考え方に基づいて算出 した津波の高 さは，平均で，既往津波の痕跡高
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の約2倍 となるな ど，安全寄 りの考 え方であった ことに加 え，国際的にも

高い評価 を受けていたことを併せ考慮す ると，津波評価技術 の考 え方は，

高度の安全性が求め られる原子炉施設の津波 に対する安全性 を評価する基

準 として合理的なものであったといえる。

そ して，原子力規制機 関は，津波評価技術の策定以降，想定津波に対す

る波源設定の安全性の審査又は判断の基準 として，事実上，津波評価技術

と同様の考 え方を採用 していたものである（丙B第31号 証 〔名 倉氏 陳述

書〕7ペ ー ジ，丙B第67号 証 〔川原 氏陳述書〕3ペ ー ジ， 甲A第1号 証

〔国会事故調査 報告書〕91ペ ー ジ）＊14。

2想 定津 波の波源設 定 に関す る津波評価技術の考え方の概要

（1）津波 評価技 術 は，そ の策 定 を主導 した首藤名誉教授が述べ るとお り， 「既

往最大津波のみな らず，地震学的知見に基づ き最大規模の地震か ら発生 しう

る津波の うち大きい方 を対象 とす ることに してお り，これに加 え，津波の不

確実性に対する安全裕度を担保す るためにパ ラメータスタディとい う計算を

取 り入れ ることに したもの」 （丙B第45号 証13，14ペ ー ジ）で あ る （図

表1参 照）。

＊14こ こでい う 「基準」は，行政手続法上の 「審査基準」（同法2条8号 ロ）とは異なり，より広く，

同一の行政 目的を実現するために行政指導を行 う際に設 ける確認基準等を含むものである。

その上で，被告国が基準 としていた 「津波評価技術と同様の考え方」 とい うときの 「津波評価

技術の考え方」とは，津波評価技術が平成14年2月 に示 した基準断層モデル及びその設定領域

の例そのものを意味するのではな く，特定の地点に到来 し得る津波を評価する際の評価手法 （本

件 で問題 となっている想定津波の波源モデルの設定との関係でいえば，①信頼性のある波源モデ

ル の構築が可能な既往津波について， これを波源 として取 り扱い，領域 ごとに基準断層モデルを

設定す る，②既往地震の発生領域だけでなく，地震地体構造に関する最新の知見も考慮して基準

断層モデル を設定す る， といった津波評価技術の波源の設定手法）を意味す るものである（甲A2

6号 証の2・1－23及 び1－31ペ ージ参照）。
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［図表1］

津 波 評 価 技 術 （甲A第26号証の・ないし3）
4省 庁報書，7省庁手引きの策定を受け，原発においても，既往最大にとらわれず「想

定し得る最大規模の津波」に対する対策を行うために策定
「概略的な把握」にとどまっていた4省 庁報告書よりも精緻な津波想定を行う手法

計函封象津波

こ精虐o良 い資料力噛 多く得弓

れる過去の津椴のう弓で

最×oもo、

⊂1地震地体構進鶴塔ζで想定さ

れる最大規搭の地震u発 生

しう6津 波、

θう弓、7∈きい方。

換言すれば，津波評価技術は，想定津波に関 し，地震地体構造の知見を踏

まえて基準断層モデルの断層パ ラメータを設定 し，数値シ ミュレーシ ョンを

多数回実施 （パラメータスタディ）し，その結果 として導かれ る設計上の想定

津波 と既往津波の水位を比較す ることにより，設計上の想定津波の保守性を

確認す るものであ り，津波評価技術の考え方に従って設計上の想定津波を検

討す る場合，⑦保守性を確認す る＊15ための既 往津 波 の波源 モデル と して どの

よ うなモデルが取 り入れ られ るのか，④地震学的根拠に基づいた想定津波の

波源 としてどのようなモデルが取 り入れ られ るのか，が大きな問題 となる（図

表2参 照）。

＊15津 波評 価技術 で は， 「設計想定津 波の妥 当性 の確認 」の語が用 い られ てい るが （甲A第26号 証

の2・1－7及 び1－9ペ ージ等），本文 で述 べた 「保 守性 を確認す る」 と同義で ある。
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［図表2］
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（甲A第26号 証 の2・

1－5，1－23，1－3

1ペ ー ジ ）

本訴訟で問題 となっている 「長期評価の見解」は，既往津波の発生履歴が

認 め られない福島県沖の 日本海溝沿いの領域を含 めて，明治三陸地震級の津

波地震が 日本海溝i寄りの領域 であれ ば南北 どこで も同様に発生 し得 るとす る

見解であ り，将来の発生が想定 され る津波についての地震学的根拠の有無及

びその程度が問題 となるため，前記④の問題 となる。

そ して，本訴訟では，想定津波に関して，「長期評価の見解」に基づいて，

三陸沖北部で発生 したこと等の地震像の全体が科学的根拠 によ り裏付 けられ

ている明治三陸地震の波源モデルを，過去の発生領域 と大きく異なる福 島県

沖の海溝寄 りの領域に設定 して数値 シミュレーションを行い，この結果 に対

す る津波対策 をすべきであったか どうかが問題 となっている。そのため，被

告国の津波対策に係 る作為義務を基礎づける予見可能性を判断す るに当たっ

ては，被告国が前記の各数値シ ミュレーシ ョンを事業者等に行わせ，その結

果に対する防護措置 を講 じさせなかったことが，想定津波に関 して被告国が

原子力規制において用いてきた審査又は判断の基準に照 らして不合理であっ
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たかが問題 となる。

（2）そ こで，津波評価 技術 にお ける想定津波の波源設定に関す る考え方につい

て見るに，津波評価技術では，福島第一発電所の立地を含む 「太平洋沿岸の

ようなプ レー ト境界型の地震が歴史上繰返 し発生 している沿岸地域について

は，各領域で想定される最大級の地震津波をすでに経験しているとも考えら

れるが，念のため，プ レー ト境界付近に将来発生す ることを否定できない地

震に伴 う津波を評価対象 とし，地震地体構造の知見を踏まえて波源を設定す

る」，「波源設定のための領域区分は，地震地体構造の知見＊16に基 づ くもの と

す る」 （甲A第26号 証 の2・1－31，1－32ペ ー ジ）との考 え方 が 示 さ

れてい る。

すなわち，津波評価技術では，図表3の とお り，① 具体 的な歴 史的 ・科学

的根拠を有する既往地震の波源モデルを全て構築 した上で，②その既往地震

が発生 した領域だけでなく，地震地体構造の知見に照 らして，その既往地震

が発生した領域 と近似性がある領域にもその波源モデルを設定 して津波の高

さを算出し，その中で特定のサイ トに最も影響を与える津波を想定津波とす

るとの考え方が採用 されている（丙B第30号 証 〔今村 教授意 見書〕6な い

し14ペ ー ジ ）。

＊16地 震地体構造の知見とは，地震の規模 と頻度の関係，震源深さの分布，震源モデルなどの地震

の起こ り方に共通性のある地域 ごとに区分 し，それ と地体構造 （テク トニクス）の関連性を明らか

にする研究分野 （地震地体構造論）に関す る知見のことである（甲A第340号 証2ペ ージ参照）。
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［図表3
⑦ 想定津波の波源モデルの設定方法について
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信頼性 のある波源 モデルの
構築が可能な既往津波が存
在する場 合，全て波源として
取扱い，領域 ごとに基準断層
モデルを設定する

既往津 波が存在 しない場合も，
地震地体構造 の知見を踏ま
えた場合 に，将 来，発生が否
定できないとする客観的かつ

合理 的根拠 があれ ば基準 断
層モデルを設定する
（甲A第26号 証の2・1－5，

1－31ペ ージ）

3想 定津 波 に関 して原 子力規制機 関が用いてきた波源設定の審査又は判断の基

準 （地震地体構造の知見 を考慮 して 「想定 し得る最大規模の津波」を評価す る

という考え方）は，科学的な合理性を有するものであった こと

前記2（2） の とお り，津波評 価技術 で は，地震地体構造の知見を考慮 して，

既往地震の発生領域以外の領域にも波源モデルを設定す ることで，「既往最大」

の津波ではな く，「想定 し得 る最大規模 の津波」 を評価す るとの考え方が採用

されているが，かかる考え方は，以下のとお り，科学的な合理性を有するもの

といえる。

（1）まず ，地震 学及び津波学 の分野では，少なくとも本件地震が発生するまで

の間，長 らく地震は過去に起きたものが繰 り返 し発生するとい う考え方が一

般的に受け入れ られていた（甲A第188号 証 ［佐竹教授 証人尋 問調書］・6

7及 び68ペ ー ジ，丙B第13号 証 〔津村博士意見書〕4ペ ー ジ）。

したが って，具体的 な歴史的 ・科学的根拠 を有する既往地震の波源モデル

を全て構築す るとい う前記2（2）① の考 え方 は，科学 的な合 理性がある。
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（2）ま た，地震 学 では，一般 に，近似す る地体構造 （プ レー トの沈み方，海底

構造，堆積物 など）を有す る領域では同様の地震 が発生す るとの考え方が受

け入れ られてお り，地震地体構造の知見 （地震の規模 と頻度の関係，震源深

さの分布，震源モデルな どの地震の起 こり方に共通性 のある地域ごとに区分

し，それ と地体構造 の関連性 を明 らかにす る研究分野に関す る知見）に基づ

いて波源 を設定することには，科学的な合理性がある。

この点については，佐竹教授 も，その意見書 （5）（丙B第100号 証）にお

いて， 「実際 の津波 評価 における波源設定に当たっては，既存 の地震地体構

造区分を参照 しつつ，地震発生状況等のほか，最新の地形 ・地質学的，地球

物理学的知見 を考慮 して，合理的な波源設定をす る必要がある。」 （同号証

2及 び3ペ ー ジ）， 「既 往 津波 の発 生履 歴が確認 できない領域 を含 めて，地

震地体構造の知見に基づいて波源の設定を検討することは，本件事故前後を

問わず，既往津波に とどまらず，安全寄 りに波源 を設定す る上で合理的な方

法である。む しろ，地震地体構造の知見を十分検討せず して，既往津波の発

生履歴が確認できない領域に合理的な波源を設定する方法はない と考えられ

る。」 （同号証3ペ ー ジ）と述 べ てい る とお りで ある。 また，今村教授 も，証

人尋問において，被告国指定代理人か ら，「既往 が存在 しない場所に新たな

波源 を設定 してい く場合，そ ういった地震地体構造の同一性 とかを見ないで，

えいっ と決めて しま う，これ とい うのは根拠 はあるんで しょ うか。」 と尋ね

られたのに対 し， 「なかなか難 しいと思います，はい。 まずは発生 してない

こと，また科学的な根拠，またそ うい う状況を踏まえないで仮定するとい う

ことはかな り乱暴なや り方になってしま うと思います。」 （丙B101号 証 の

1［ 今村教授 証人調書］・右 下部 のページ数で8及 び9ペ ー ジ）と述べ てい る。

さ らに，津波評価技術 の前記2（2） ② の考 え方 と異 な り，地震 地体構造の

知見を無視 して，別の領域区分における既往津波の断層モデルを機械 的に移

して数値解析をす る（波源 を設定す る）ことは，発生の蓋然性のある津波の解
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析 とはいえず，その結果 に大きな不確か さが伴 うため，これに基づいて津波

対策をす ることは，かえつて，原子炉施設の安全性を低減することにもつな

が りかねない。

この点は，佐竹教授 も，その意見書 （5）（丙B第100号 証 ）にお いて， 「地

体構 造 の同一性 ・共通性を根拠付 けるデータがないのに，別の領域区分にお

ける既往の断層モデル を単純に移 して数値解析を して も，精緻 な解析 とはな

らず，解析結果を原子力施設の対津波設計の基準に用いることはできない。」

（同号証3ペ ー ジ）と述べ るほか ，今村 教授 も，証人尋問において，不十分な

科学的知見を基に津波対策 として防潮堤を設置 した場合には，防潮堤が倒壊

した り，破壊 された防潮堤が漂流物になるなどして，施設の安全性が脅かさ

れ る危険があるほか，防潮堤が設置 されていることにより越流 した津波が排

水 されず，それによって施設の安全性 を脅か される危険がある旨証言 してい

るところである（丙B101号 証 の1［ 今村 教授証人調 書］・右 下部 のページ

数で26な い し28ペ ージ）。

した がって ，近 似す る地体構造 （プ レー トの沈み方，海底構造，堆積物な

ど）を有す る領域では同様の地震 が発生す るとの地震学の一般的な考え方に

基づき，既往地震が発生 した領域だけでなく，地震地体構造の知見に照 らし

て，その既往地震が発生 した領域 と近似性がある領域にもその波源モデルを

設定 して津波の高 さを算出 し，その中で特定のサイ トに最 も影響を与 える津

波 を想定津波 とするとの前記2（2） ② の考 え方 は，科 学的 な合理性 を有す る

考 え方 といえる。

（3）この よ うに，想 定津 波 に関す る津波評価技術の波源設定の考え方では，波

源の設定について地震地体構造の知見を考慮することになるため，津波評価

技術では，例 えば，第一種地震空 白域であるとの見解が有力に主張され るな

どしていた 日本海東縁部の領域については，地震地体構造の知見を踏まえた

議論がなされた結果，以下の図表4の とお り，過 去 の地震 の発 生履歴がある
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領域 と，それがない地震空白域 とを含めた全域が地震の活動域であるとされ，

この全域内で北海道南西沖地震クラス（Mw7．8） の地震 に よる津波 が発生

す る可能性があるもの として基準断層モデル の設定が されている（甲A第2

6号 証 の2・1－61ペ ー ジ）。 この よ うに，津波評価 技術の考え方は， 「既

往最大」ではなく，地震地体構造の知見に基づいて 「想定 し得る最大規模の

津波」を評価す るとい う安全寄 りのものとなっている。

（4）そ して，津波評価 技術 にお ける想定津波の波源 の位置やモデルの設定は，

［図表4］

津波 評 価 技 術 の 想 定が 安 全 寄 りであることの例 甲A第26号証の3・2－67ページ

津 波 評 価 技 術 に お け る 日 本 海 東 縁 部 の 取 扱 い2－7° ぺ一ジより

既往地震の断層モデル 基準断層モデルの想定領域
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として地震地体構造上の客観的かつ合理的根拠を伴うため，

往地 一が 言できない も めた全 で基s断 層モデル

津波評価部会において，福島県沖も含 めて，当時の最新の知見の レビュー結

果に基づいた専門家の議論 ・検討 を経た上でまとめられたものであった。

すなわち，津波評価部会では，津波評価技術の体系化に際 し，決定論的に

取 り扱 う地震津波の発生メカニズムや発生領域，規模等に関す る理学的知見
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をあ らか じめ網羅的に検討，整理 した上で，想定津波の波源の位置や断層モ

デルの設定方法等について当時第一線の専門研究者 を入れて議論 ・検討が行

われたが，佐竹教授が，当時の議論について振 り返 り，「知見の レビューの

内容や結果が想定津波の波源の設定を検討する上で不十分なものであれば，

当然にコメン トがされたはずであるが，そのよ うなコメン トがされた記憶は

ない し，少なくともプ レー ト境界付近に想定 され る地震 に伴 う津波の波源設

定を検討する上で必要 となる最新知見のレビューに不足があったとは考えて

いない。」 （丙B第100号 証 〔佐 竹氏 意 見書 （5）〕2ペ ー ジ）と述 べ てい る

とお り，津波評価技術 における想定津波の波源 の位置やモデルの設定は，福

島県沖も含めて，当時の最新の知見の レビュー結果に基づいた議論 ・検討を

経た上でま とめ られたものであった （丙B101号 証 の1［ 今村 教授 証人調

書］・右 下部 のページ数で47，75，88及 び89ペ ー ジ）。

4小 括

以上 の とお り，想 定津波 に関して，原子力規制機 関が津波 に対す る安全性 に

係 る審査又は判断の基準 として取 り入れていた津波評価技術の波源設定の考え

方 （地震地体構造の知見を考慮 して，既往地震の発生領域以外 の領域にも波源

モデルを設定す ることで， 「既往最大」の津波 ではな く，「想定 し得 る最大規

模 の津波」を評価す るとい う考 え方）は，審議会等の検証に耐え得 る程度の客

観的かつ合理的な科学的根拠に裏付けられた考 え方であっただけでなく，原子

力発電所が高度の安全性が求められ る施設であることを踏まえて，安全寄 りに

波源モデル を設定する考え方であった。

したがって，原子力規制機関が，想定津波に関 して，波源モデルの設定に係

る審査又は判断の基準 として，津波評価技術 の波源モデルの設定と同様の考え

方 を採用 していたことは合理的であったとい うべきである。

第3被 告国 が，「長 期評価 の見解 」は，波源設定に係 る審査又は判断の基準 との
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関係で，三陸沖の海溝寄 りの領域 と福島県沖の海溝寄 りの領域が近似性のある

領域であることを示す地震地体構造の知見 として審議会等の検証に耐え得 る程

度の客観的かつ合理的根拠に裏付 けられた知見 とはいえないと判断 していた こ

とが不合理とはいえないこと

1は じめに

（1）前記 第1章 の とお り，原子 力規 制機 関が設定 した審査又は判断の基準が不

合理であるか，又はその基準への適合性の判断が不合理であるといえない限

り，被告国に福島第一発電所の主要建屋の敷地高を超 える津波を予見する義

務があった とはいえない とい うべ きであるところ，前者の点 （基準設定の合

理性）について，原子力規制機 関が設定 していた，想定津波に関する波源モ

デルの設定に係 る審査又は判断の基準 （津波評価技術の考え方）が，科学的，

専門技術的なもの として合理性 を有するものであったことは，前記第2の と

お りであ る。

以 下 では，後者 の点，すなわち，被告国が，「長期評価 の見解」は，波源

設定に係 る審査又は判断の基準 との関係 で，三陸沖の海溝寄 りの領域 と福島

県沖の海溝寄 りの領域が近似性のある領域であることを示す地震地体構造の

知見 として審議会等の検証に耐え得る程度の客観的かつ合理的根拠に裏付け

られた知見 とはいえない と判断 していたことが不合理 とはいえないことを主

張す る。

（2）被告 国の主 張の要 旨は，以下の とお りである。

ア 平成14年 当時及び それ 以後 の福 島第一発 電所においては，津波評価技

術の考え方に基づいて，発生する可能性のある様々な津波の中から，津波

評価技術で示 された福 島県東方沖地震の波源モデルによる津波を代表事象

として選定 して津波高を算出 した結果，その津波の津波高 （O．P． ＋6．

1メ ー トル）が福 島第一発電所 の主要建屋の敷地高 （0．P． ＋10メ ー ト

ル ）を下回 ってい た こ とか ら，津波に対する安全性が確保 されていると評
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価 されていた（被告国第42準 備書面第6の1） 。

イ この点 ，被 告 国は， 「長期評価の見解」が公表 され るまでの科学的知見

の進展状況 も踏 まえて，「長期評価の見解」について適時適切 に調査 した

結果 ，「長期評価の見解」は審議会等 の検証 に耐 え得 る程度の客観的かつ

合理的根拠に裏付 け られ た科学的知見であるとの判断 に至 らなかったた

め， 「長期評価 の見解」が，福島第一発電所 の波源モデルの設定に係 る審

査又は判断の基準の適合性 を見直す必要性が生 じるよ うな科学的知見では

ない として，原子力規制に取 り込んでこなかったものである（後記2及 び

3）。

ウ また，原子力規制機 関が 「長期評価の見解」について適時適切に調査を

した結果， この 「長期評価の見解」は，三陸沖の海溝寄 りの領域 と福 島県

沖の海溝寄 りの領域が近似性のある領域であることを示す地震地体構造の

知見 として審議会等の検証に耐え得る程度の客観的かつ合理的根拠 に裏付

け られ た知見 とはい えない との判 断に至 ったものであ り，調査 を十分に

行 っていた とい うことができ，「長期評価の見解」が公表 された平成14

年7月 当時 の科学 的知 見 及 びそれ 以後 の科学的知見の進展状況か らす る

と，原子力規制機関の前記判断は合理性を有するものであったとい うこと

ができる（後記4な い し6） 。

エ なお ，被告 国 は， 「長 期評価の見解」を無視 していたわけではなく，同

見解 を確率論的安全評価の基礎資料 として用いていたものであるが，福島

第一発電所事故前の確率論的安全評価の知見によっても，福 島第一発電所

の津波に対する安全性 を見直す必要がある状況にはなかった （後記7） 。

オ そ うす る と， 「長期 評価 の見解」は，平成14年7月 当時 は も とよ り，

福 島第一発電所事故当時においても，三陸沖の海溝寄 りの領域 と福島県沖

の海溝寄 りの領域が近似性のある領域であることを示す地震地体構造の知

見 として審議会等での検証に耐 え得る程度の客観的かつ合理的根拠に裏付
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けられているとはいえないか ら，「長期評価の見解」を根拠に，被告国が，

福島第一発電所の主要建屋の敷地高を超 えて津波が到来す ることを予見す

る義務 を負っていた とい うことはできない （後記8） ＊17。

「長期 評価の見解 」が公表 され た平成14年 当時 ，明治三陸地震 が発生 した

三陸沖の海溝寄 りと福島県沖の海溝寄 りでは地震地体構造が同一であるという

知見は皆無であったこと（被告国第42準 備 書面第4の4）

（1）海溝 寄 りを含 む福 島県沖 の領 域においては，三陸沖の海溝寄 りとは異な り，

マグニチュー ド8ク ラスの大 地震が発生 す る可能性は低 いと考えられていた

こと

ア 平成14年 当時 を含む福 島第一発電所 事故前において，海溝寄 りを含む

福島県沖の領域において発生する地震については，最大で も塩屋埼沖で発

生 した福島県東方沖地震 （昭和13年 ）の よ うなM7．5ク ラスで ある とい

う考 え方 が支配 的であった。

この点については，同事故後の平成23年10月 に松澤教授 が公表 した

論 文 （松澤 暢 「なぜ東北 日本沈み込み帯でM9の 地震 が発生 しえた のか ？

＊17な お，被告国は，「長期評価の見解」の信頼性が全 くない とまで主張す るものではない。

被告国は，「長期評価の見解」を理学的に否定できない考え方 として公表 し，現在でもその確

率評価の考え方を維持 しているところであるが，被告国が本訴訟で問題 としているのは，各種長

期評価の作成 目的か らして，その中で示 された見解には，信頼性の高低に大きな幅があり，決定

論的な施設の設計に用いることが可能 となるような精度の高いものから，施設の設計に用いるこ

とはできないものの，確率表現をす ることにより国民の防災意識の高揚に用いる範囲では有用 と

いえるような精度が高 くないものまでが含まれている（「長期評価の見解」は後者に当たる。）と

い う点である。

すなわち，本訴訟で問題 とすべきは，「長期評価の見解」の信頼性が，決定論 ・確率論 を区別

することもなく，単純に零であるか百であるかとい う点ではな く，原子力発電所において決定論

的に行われる設計上の想定津波の波源設定に係 る審査又は判断の基準 との関係 で，三陸沖北部か

ら房総沖の海溝寄 りの領域 を一体 とみな し， どこでも明治三陸地震 と同様の津波地震が発生す る

とした 「長期評価の見解」が，審議会等の検証に耐え得る程度の客観的かつ合理的根拠に裏付け

られた地震地体構造の知見といえるか否かである。
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一われわれは どこで間違 えたのか ？」 〔丙B第7号 証〕 ）に端 的 に記 され

てお り，松澤教授は，その意見書において，海溝寄 りを含む福島県沖の領

域 においては，マグニチュー ド8ク ラス の大 地震 が発生す る可能性は低い

とい う考 え方が支配的であった旨述べている（丙B第23号 証6ペ ー ジ）。

イ 前記 アの松澤教授 の論文に記載 されている内容については，政府事故調

査最終報告書 （甲A第3号 証 ）におい て， 「当委員 会 において，複数の地震

学者に東北太平洋沖地震発生以前の地震 ・津波に関す る地震学者の考え方

等について ヒア リングした結果，以下の とお りおおむね一致 した見解が得

られた。 （中略）多 くの地震学者か ら 『比較沈み込み学』が受容 されるの と

同時に，地震は過去に発生 したものが繰 り返す ものであり，過去 に発生 し

なかった地震は将来 も起 こらない とす る考え方が一般的であった。そのた

め，福 島県沖で発生す る可能性のある地震については，陸寄 りの領域にお

いては，平成14年 頃 の時点で は，過 去約400年 間 の記録 に基づ き，最

大で も塩屋 崎沖で発生 した福島県東方沖地震 （昭和13年 ）の よ うなM7．

5ク ラス と され ていた。 平成20年 頃 か らは，貞観 地震 の波源 モデルが徐

々に明 らかにされつつ あったが，依然 として福 島県沿岸に貞観地震により

どの程度の津波が来襲 し，また，地震波源が どこまでの広が りを持つ もの

であったかは必ず しも明確でなかった。」 （同号証 ・303ペ ー ジ）と記 さ

れ てい るこ とか らも裏付けられている。

ウ このよ うに，海溝寄 りを含む福 島県沖の領域は，明治三陸地震が発生 し

た三陸沖の海溝寄 りとは異な り，マグニチュー ド8ク ラス の大地震 が発 生

す る可能性 は低い と考えられていた ものであ り，海溝寄 りを含む福 島県沖

の領域 と三陸沖の海溝寄 りが地震地体構造上近似 しているとは考 えられて

いなかった。

（2）平成14年 当時，津波地 震は特定の領 域や特定の条件下でのみ発生する極

めて特殊な地震であると考 えられてお り，明治三陸地震と同様の津波地震が
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福島県沖の海溝寄 りで発生する可能性があるとする見解は皆無であった こと

ア 津波地震 とは，地震の規模 の割に大きな津波を発生 させ る地震のことを

いい，後に，阿部氏は，津波マグニチュー ド（Mt）が表面 波マ グニチ ュー

ド（Ms） よ りも0．5以 上大 きい ものを津 波地 震 と定義づけている（丙B

第58号 証3ペ ー ジ）。

この点 ，金森博 雄氏 ，深尾 良夫氏，瀬野徹三氏のほか，谷岡教授や佐竹

証人，松澤教授な ど多 くの研究者が津波地震のメカニズムに関する研究を

行ってきたところ，谷岡教授 は，その意見書において，福島第一発電所事

故前の地震学 ・津波学の学術分野における研究の進展状況について説 明し

（同号証4な い し14ペ ー ジ）， 「総 じて，明治 三陸地 震のような津波地震

は，限 られた領域や特殊な条件が揃った場合にのみ発生 しうるとい うもの

が大勢 を占めていた と言えます。それは，それだけ明治三陸地震が他のプ

レー ト間地震 とは違 った異質なものであったため，そのメカニズムを解 明

す るための材料が少 なく，一般化が難 しいもの と理解 されてきたためで し

た。」 （同号証14ペ ー ジ）と述 べ てい る。

イ そ して，平成14年 当時にお ける津波 地震 に関す る支配的見解 も前記ア

のようなものであった ことについては，谷岡教授及び佐竹証人が平成8年

に公 表 した谷 岡 ・佐竹 論文 （谷岡勇市郎，佐竹健治 「津波地震 はどこで起

こるか 明治三陸津波から100年 」。丙B第21号 証）が多 くの支持 を集

めていた こ とからも裏付けられてお り，同論文においては，明治三陸地震

が発生 した場所付近の海底には凹凸があ り，へこんでいる部分 （地溝）には

堆積物が入る一方で，凸の部分 （地塁）には堆積物が溜ま らず，陸側のプ レ

ー トとより強 くカップ リング（固着）す るため，そのような場所では，海溝

付近でも地震が発生 し，津波地震 になる。他方，海底地形 に凹凸がないと

ころでは堆積物が一様 に入ってくるので，堆積物の下ではカ ップ リング（固

着）が弱 くなって地震 を起 こしに くい として，津波地震が特定の場所で発

87



生す るとい う見解が示 されていた （同号証581ペ ー ジ）。

ウ そ の よ うな 中で ，平成13年 に公表 され たJAMSTEC調 査結 果 （三

浦誠一 ほか 「日本海溝前弧域 （宮城沖）における地震学的探査一KY990

5航 海 一」〔丙B第18号 証〕）で は，「1999年7月 か ら8．月にかけて，

日本海 溝 ・宮城県 沖前弧域にて海底地震計 （OBS） とエアガ ンを用 いた深

部構 造探査 を実施 した」結果について，「探査概要 と取得 したデータの紹

介お よび暫定的な解析結果」の報告が されてお り（同号証145ペ ージ），

そ の 中で， 「日本海 溝 の南北である三陸沖お よび福島沖で詳細な構造探査

が行われ，海溝軸近傍およびプ レー ト境界部の低速度領域の存在，プ レー

トの沈み込み角度 な ど，南北での違いが明 らかになっている。」 （同号証

146ペ ー ジ）との指摘 が され ていた。 そのため，平成14年 当時 ，三陸

沖 の海溝 寄 りの領 域 と福 島県沖の海溝寄 りの領域 とでは，津波地震の発生

メカニズムに影響を与 えると考 えられていた海底の深部構造が異なってい

ることも明 らかにな りつつあった。 ちなみに，鶴論文 （丙B第19号 証 の

1及 び2） も，同 じくJAMSTECに よる構造 探査研究 の成 果物 である。

エ このように，平成14年 当時，津波地震 は，三陸沖 の海溝寄 りの領域の

よ うな，特殊な海底構造 を有す る領域でのみ発生する極めて特殊 な地震で

あるとい う考え方が支配的であったところ，福島県沖の海溝寄 りの領域に

ついてはそのような海底構造を有 していない ことが明 らかにな りっっあっ

たことか ら，三陸沖の海溝寄 りの領域 と福島県沖の海溝寄 りの領域が地震

地体構造上近似 しているとは考えられていなかった。

3津 波評価技 術では，その策 定 当時の科学的知見の集積 を踏まえて，客観的か

つ合理的根拠に裏付けられた科学的知見の評価を した結果，福島県沖の海溝寄

りの領域と三陸沖の海溝寄 りの領域では地震地体構造が異なると判断されてい

たこと（被告国第42準 備書面 第4の1（2） ウ）

（1）津波評価技術 では，津波 の評価についての考え方が示 されているだけでな
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く，当時の科学的知見の進展状況を踏まえて，その津波評価の考え方か ら導

かれ る各領域 の波源モデルの例 も示 されてい るところ（甲A第26号 証 の2

・1－59ペ ー ジ），そ の波源 モデ ル の例 は，前記2で 述 べ た地 震地体 構造

の最新 の知見を踏まえて作成 されたものであった。

すなわち，津波評価技術では，日本海溝沿いの地震地体構造の知見 として，

いわゆる萩原マ ップが参照 されてい るが （甲A第26号 証 の2・1－32ペ

ー ジ）， これ は，平成3年 に公表 され た もので あ り，津 波評価技術が公表 さ

れた平成14年 までの地震 地体構 造 の知 見が反 映 されていなかったため＊’8，

「（引用者注 ：萩 原マ ップの）地震地体構造区分図は，地形 ・地質学的あるい

は地球物理学的な量の共通性 をもとに した比較的大きな構造区分で とりま と

め られているが，過去の地震津波の発生状況をみると，各構造 区の中で一様

に特定の地震規模，発生様式の地震津波が発生 してい るわけではない。そこ

で，実際の想定津波の評価にあたっては，基準断層モデルの波源位置は，過

去の地震の発生状況等の地震学的知見等を踏まえ，合理的 と考えられ るさら

に詳細に区分 された位置 に津波の発生様式に応 じて設定することができるも

のとす る」 （同号証の2・1－32，1－33ペ ー ジ）として，津波評価 技術

策 定 当時の最新の地震地体構造の知見を踏まえて基準断層モデルの波源位置

を定めることを許容 していた。そのため，津波評価技術 は，萩原マ ップ公表

後に公表 された谷岡 ・佐竹論文などの最新の地震地体構造に関す る知見を反

＊18萩 原マ ップ によ る 日本海溝 沿いの 区分 が最新 の知見 を反映 してい なかった点 につ いて は，津 波

評価 技術策 定 の1年 後 に，地震 地体構 造 として最新 の知 見 を反映 させ たいわ ゆ る垣見マ ップ （丙

B第17号 証）が公表 され てい るこ とか らも明 らかで あ るほ か，佐竹教授 が ，別 件 同種訴 訟 の証

人尋 問 において ，津 波評価技術 におい て地震 地体構造 区分 に基づ くと しなが らも更に合理的 な理

由で詳 細に 区分す る とされ ている ことについて問 われ たのに対 し， 「それ は，地震地体構造 図が最

新 の もので はなか った か らとい うことだ と思います。」 と証 言 し（甲A第186号 証 ・23ペ ージ），

その詳 細 を意見書 （2）（丙B第100号 証 ・1，2ペ ージ）で指摘 して いる ことか らも裏付 け られて

い る。
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映させ て， 日本海溝沿いの波源モデルの例を作成 した。その結果，津波評価

技術では，前記2の とお り，福 島県沖 の海溝 寄 りの領域 と三陸沖の海溝寄 り

の領域の地震地体構造が同一であるとい う科学的知見は皆無であるとい う状

況を踏 まえ，図表5の とお り，福 島県沖 の海溝 寄 りの領域 に明治三陸地震の

波源モデルを設定 しなかったものであ り，かかる波源設定に関する考え方は，

前記2（2） ウの平成13年 に公表 され たJAMSTEC調 査結果 な どの最新

の科 学的知見 に よって も，その合理性が裏付 けられるものであった。

（2）この よ うに，津 波評価技術 では，策定当時の客観 的かつ合理的根拠に裏付

けられた最新の地震地体構造の知見を評価 して 日本海溝沿いの波源モデルの

例が作成 された結果，その波源モデルの例では，福島第一発電所に到来す る

と想定 され る最大規模の地震津波は，図表5に 示す とお り，福 島県東方 沖地

震 の領域で発生す るMw7．9の 規模 の地震 に よる津波＊19である とされ てい

た。

そ して，原子 力規制機関は，津波評価技術が発表 された平成14年2月 以

降， この よ うな津波評価 技術 の波源モデルの例の性質を踏まえて，この波源

モデルの例が，波源設定に係 る審査又は判断の基準に適合 した ものであると

判断 して，その波源モデルの例を前提に，福 島第一発電所の津波に対す る安

＊19か か る地震津波 が， 「既往 最大」 に とらわれず，科学 的根拠 に基づいて 「想 定 し得 る最 大規模 の

地震 津波」 であ るこ とにつ いて は，従前の既往最 大がチ リ地震 の際 に小名 浜港で確認 され た0．

P． ＋3．122メ ー トル の津波 であった のに対 し，津波評価技 術で想定 され る津波高 さが福 島

第 一発 電所事 故直前の時点 で0．P． ＋6．1メ ー トル となっていた こ とか ら裏付 け られ るほか，

既往 地震 として福島県東方 沖地震 の際に確認 され た津 波高 さが小名 浜港 で0．P． ＋1．07メ

ー トル とされ てお り， この点 との比較 か らも，津波評 価技術 に よって導 き出 された津波 が 「既往

最 大」 に とらわれ ない ものであ った ことは一層 明 らかで ある といえ る。ま た，津波評価技術 では，

基 準断層モデ ルの波源位置 は，萩原 マ ップ後 に示 され た最新 の知 見 を踏 まえ，合理的 と考 え られ

る更 に詳細 に区分 され た位 置 に津波 の発 生様式 に応 じて設定す るとされた ところ，福島県沖 の領

域 の 区分 は，後 に公表 され た垣見マ ップ （丙B第17号 証）とも整合 す るもので，最新の地震地体

構造 の区分 とも軌 を一 にす る ものであ った。
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全性 を評価 していた ものである（なお，後記4な い し6の とお り，その後 に

公表された 「長期評価の見解」は，被告国が同見解について適時適切に調査

［図表5］

平成14年2月 「潮 評価 術 （土木学会作成）

過去に津波を引き起こした地震を基準にしつつ，津波学・地震学の見地から，

地震地体構造を踏まえた領域ごとに基準断層モデルを設定し，最も影響が大

きくなる条件で想定津波を算出（パラメータスタディを行うことで算出結果は既

往津波の平均痕跡高の約2倍 となっている）

‖⊂嚥

1896年 明 治三 陸

地 震 （Mw8．3）

1938年 福 島県 東方

沖地 震 （Mw7．9）

津波評価技術では，本件原発

において最も影響が大きくなる

津波は，福島県東方沖地震の

領域で発生する可能性がある

Mw7．9の 規模の地震による

津波で，最終的な最大想定津

波の高さは6．1メ ートル （1～4

号機主要建屋の敷地高は10
メートル）

を行った結果，前記基準の適合性の判断を見直す必要を生じさせるような科

学的知見ではないと判断 され るものであった。）。

4推 進 本部 は，長期評価 を規制 に取 り込むか否かについて，規制機関の判断に

委ねる趣旨で長期評価を公表 している上，「長期評価の見解」は従前の科学的

知見からは導かれない新たな知見であった ことから，原子力規制機関と しては，

「長期評価の見解」を規制に取 り込むか否かを判断するため，同見解が客観的

かつ合理的根拠に裏付けられたものであるか否かについて調査をする必要が生

じたこと

91



（1）推進本部 は ，長期 評価の 中で示された各種見解を規制に取 り込むか否かに

ついて，規制機関等の受け手側の判断に委ねていること＊2°（被 告 国第42準

備書 面第6の2（1） 及び （2））

ア 推進 本部 が平成14年7月31日 に公 表 した，三陸沖 の海溝 寄 りの領域

か ら房総沖の海溝寄 りの領域 までを一体 とみなす 「長期評価の見解」は，

これを地震地体構造の科学的知見 と見れば，津波 に対す る安全性 の判断に

おいて依拠 していた津波評価技術 と同様の考 え方 との関係で，福島第一発

電所の安全基準の適合性判断に影響 を与え得 る知見であった。 しか しなが

ら，後記 （3）の とお り， 「長期 評価 の見解 」は，前記2及 び3で 詳 述 した

津波 地震 につい ての専門家間での一般的な見解からは導かれない新たな見

解であったため，原子力規制機 関としては， この 「長期評価の見解」をど

のように取 り扱 うべきかが問題 となった。

イ そ こで，原子力規制機関は，後記5の とお り， 「長 期評価 の見解 」を直

ちに原子力規制に取 り込むのではなく，それ を裏付 ける客観的かつ合理的

根拠の有無 ・程度を調査 した ものであるが，そのよ うな対応 をした理由を

正 しく理解するためには，その前提 として，推進本部 自身が，長期評価の

中で示 された各種見解 を裏付ける科学的根拠の有無 ・程度 を踏まえて，受

け手側がその取扱いを十分に検討することを想定 として各種長期評価 を公

表 していたものであり，三陸沖の海溝寄 りの領域か ら房総沖の海溝寄 りの

領域までを一体 とみなす 「長期評価の見解」を含む長期評価の内容 は，そ

もそも直ちに規制や防災対策 に取 り込まれるべきとの趣旨で公表 した もの

ではない， とい うことを踏まえることが肝要である。

すなわち，推進本部では，総合基本施策を公表 した平成11年4月 以 降，

＊20念 のため付言す るが，推進本部事務局は，文部科学省研究開発局地震 ・防災研究課 に設置 され

た機 関であることから，被告国は，長期評価の趣 旨等に関する主張をするに当たっては，当然の

ことなが ら，同事務局の確認 を経た上で主張しているところである。

一92



当面推進すべき地震調査研究の筆頭 に掲げた 「全国を概観 した地震動予測

地図」 （丙A第227号 証 の1な い し3） を作成 す るた め，長期評価及び強

震動評価 を実施 していたところ，「国民の防災意識の高揚」との観点か ら，

本邦のいずれかの地点に被害をもた らし得 る全ての地震 の長期的な発生可

能性 を，確率を示 して評価す ることを余儀iなくされ たた め，発 生可能性 が

科学的根拠をもって否定できないだけで，積極的な裏付けを伴わない知見

も全て評価の基礎 として取 り入れることになった。そのため，長期評価 の

中には，単に可能性があるとの判断のみが示 されているにすぎず，直ちに

規制やハー ド面での防災対策 に取 り込むことができない知見 も含まれてい

るが，推進本部は，そのことを認識 していたがゆえに，受け手側 において，

長期評価 の中で示 された各種見解について，これを裏付ける科学的根拠の

有無 ・程度等を踏まえてその取扱いを決めることを前提 として，長期評価

を公表 していた。

このよ うに，三陸沖の海溝寄 りの領域か ら房総沖の海溝寄 りの領域まで

を一体 とみなす 「長期評価の見解」を含む長期評価の内容は，その目的及

び評価手法の独 自性か ら，それを裏付 ける科学的根拠の有無 ・程度を検討

す ることな しに原子力規制に取 り込む ことができない科学的知見であっ

た。実際，三陸沖か ら房総沖にかけての海溝寄二り領域を一体 とみなす 「長

期評価の見解」について見る と，後記 （2）の とお り，公表 直後 にその重要

部分に対 して疑義が呈 され，地震動予測地図に反映 させることは危険であ

るとの指摘がな されたほか，後記6の とお り，その後 も 「長期評 価 の見解」

とは整合 しない科学的根拠が積み重なっていったものである。

（2）原子 力規制機 関 において も，長期評価の目的や評価手法等の独 自性か ら，

長期評価で示された知見は，科学的根拠の有無 ・程度を検討することな しに

原子力規制に取 り込む ことはできないもの と認識 されていたこと（被告国第

42準 備書面 第6の4（3） ）
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前記 （1）で は，長期評 価 の公 表主 体 である推進本部 における公表 の趣 旨と

い う観点か ら述べたが，長期評価の受 け手の一つである原子力規制機 関にお

いても，長期評価は， 「理学的に否定できない」知見 にとどまるもの も含ん

だものであって，そ こで示 された知見 を裏付ける科学的根拠の有無 ・程度に

よっては原子力規制に取 り込 まなくてもよい場合があると認識 されていたも

のである。

すなわち，原子力安全委員会は，平成13年6月 以降，耐震設計 審査指針

の改 定 に着手 していた ところ，平成15年3月20日 ， 同指針 の改 定 に向け

た審議会 の一つである原子力安全基準部会耐震指針検討分科会第7回 地震 ・

地震動 ワー キング グル ープにおいて，同分科会主査代理の大竹名誉教授が，

科学的根拠の有無 ・程度が様々な理学的知見が推進本部か ら公表 された場合

に，原子力安全規制の分野で行 う規制判断に支障を来すのではないかとの懸

念 を表明す るや， これに引き続いて，地震学や地震工学， リスク評価 といっ

た原子力安全に関する規制判断をする際に必要 となる様々な分野の専門家か

ら， 「（引用者注 ：推進本部の）目的としては，やは り全 国を概観す る地震動

予測地図 とい うことで，概観するとい うことに重点を置いてお りま して，詳

細に，ある地域がある地点，例 えば，ある建物をここに建てよ うとい うとき

に，そこのいわゆる耐震性，そこまでや るとい うことではないわけですね。」，

「（引用者注 ：推進本部の長期評価等）は，全国を概観す るとい う大きな 目標

があるために，かな り苦 しいことをや っている感 じがす るんです よね。です

か ら，勿論，個々には技術的に参考になることがあると思いますけれ ども，

これが直ちにあるサイ トでの地震動の評価に，これを非常に強 く念頭に置 く

とい うのはちょっと一般論 としてはまず くて，十分慎重に検討すべきだ と思

いま した。」 などと，推進本部の長期評価一般 を規制判断を行 う際の前提 と

して取 り扱 うことへの異論 に同調する意見が多数述べ られている（丙A第1

75号 証15枚 目）。

94



また，前記指針 の改定作業が大詰めを迎えた平成18年8月8日 ，第46

回原 子力安全基 準 ・指針 専 門部会耐震指針検討分科会において，原子力安全

委員会が同指針の改定に際 して実施 した公衆審査に寄せ られた公衆意見に対

す る回答 内容を議論 した際には，地質学の専門家である衣笠善博委員が，「推

本 とい うのはある 目的のために既存の資料に基づいて理学的に否定できない

よ うな事象はすべて起 きるんだとい うことで評価をしているので，原子力の

耐震安全性のためのとい う目的， しかも既存の資料ばか りではなくて， 自ら

調査 をやって，その資料 に基づいて判断するとい うことも含めて，性格が全

然異なるので，推本の結果を明示的に採用す るとい う文章は （引用者注 ：指

針及び解説に）入れない方がいい」， 「推本の活断層に関す る評価結果 とい う

のは， 目的や，使ってい るデータ，評価方法が原子力 とは異な りますので，

推本の評価結果 も参考にしなさい とい うことを明示的に書 くとかえって混乱

を生 じると思います。 しか し，推本の評価結果 を無視 しろと言っているわけ

ではなくて，推本の評価結果 も参考に して，かつ，既往の評価結果 と異なる

結果を得た場合は，その根拠を明示 しなければいけない とい うことに してお

りますので，推本 の使ったデータよりも上回るデータに基づいて，異なる評

価結果が生 じるのは当た り前のこととい うふ うに私は理解 してお ります。」

（丙B第85号 証57な い し59ペ ー ジ。 ただ し下線 は引用者。）として，推

進本部の長期評価の 目的，評価手法及びデータの質が独 自であるため，原子

力規制が逐一評価の前提 に置かねばならないものではない と明快に述べてい

る。 さらに，原子力工学 （システム安全， リスク評価等）を専門とす る平野光

將委員 は，「推本のことが出たので。私のよ うな この分野の専門でない人間

が今ごろ意見を言 うのは何んだと言われそ うなんです けれ ども，パブコメに

出ていたので言わせていただきました。私は推本のやつを採用 しろと言った

のではなくて，既存の資料の一つの代表例 として推本の名前を出 した らどう

かなと。 （中略）最終的には既往の研究成果等 も含 めて総合的に検討す るとい
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うのは当然です し，既往の研究があま りよくないのであれば，それをちゃん

と否定できるような調査 ・分析を してくだ さいとい う意味で出 しました。私

は専門ではありませんが，推本 とい うのはかな り有名 です し， 目的は確かに

違 うんで しょうけれ ども，国を挙げたプロジェク トとしてもやっていると。

私の よ うに原子力 を長 くやって きた人間か ら例 えば北陸電力の志賀の裁判

（引用者注 ：志賀原子力発電所2号 機建 設差止 請 求事件 の ことで あ り，金沢

おう ち がた

地方裁判所第二部 〔井戸謙一裁判長〕が，平成18年3月 ，推進本 部の 邑知潟

断層帯 につい ての長期評価に依拠 して考慮すべき邑知潟断層帯による地震を

北陸電力株式会社が考慮 していないなどとし，差止請求を認容 したもの。た

だ し，平成21年3月 ，名 古屋 高裁金 沢支部第1部 〔渡辺修 明裁 判長〕 は，

北陸電力株式会社が前記長期評価 と異なる評価 をした ことを妥当として一審

判決を取 り消 し，請求を棄却 した 〔丙B第86号 証 。上告棄却 に よ り確定。〕）

を見ます と，これはまだ一審です し，技術的にどうこ うとい うのは結論がつ

いているわけではあ りませんが，裁判官は推本を非常に勉強 して，推本のこ

とをいろいろ取 り出 してやっているわけですね。それ に対 して十分な反論が

されなかったのか，裁判官の判断が間違っていたのか分か りませんが，それ

が重要視 されているところを見ると， しかも先ほど申し上げましたように国

の大きなプロジェク トなので，これも一つの参考資料 として使ってほ しい と。

私の言いたいのは，推本 を超える調査 ・分析をや って くださいよとい う意味

で，あえてこ うい うものを取 り出 した らどうかなと思いま した。 （中略）こう

い うある種の権威 のある， 目的が違 うとい うことは私 もよく知っているつ も

りですが，これで従えとい うのではなくて，一つの例 として上げて，これを

超 える調査 ・分析 をしてください とい う意味で書いた らどうかなとい うこと

であ ります。」 （丙B第85号 証58ペ ー ジ）として，推進 本部 が国 の機 関で

あることを踏まえて長期評価を既存の資料の一つの代表例 として参照す るよ

う求められることはあ り得ても，これに従 うことを求め られるべきではな く，
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他の研究成果 との総合的な検討を経て結論 を判断すべ きことは当然であると

述べてい る。 さらに，機 械工学の専門家である柴 田碧委員 は，「現実的に推

本 と中央防災会議 といろいろなことで，これは必要があってか もしれませ ん

けれ ども，違 うデータが決定 される。 これは研究結果 としての決定 とは若干

異なるものもあるので，あま りそれに振 り回 されると，原子力の立場 と違 う

立場の決定を，すべて安全側だ といって，エ ンベ ロップをとる（引用者注 ：

包絡線をとる）ようなことが起きないか；それ を心配 しているわけです。」（同

号証60ペ ー ジ）と して，原 子炉 施設 を念頭 としない公表結果であっても単

に安全側であることを理由に全て原子力規制に採用すべ きと評価 されること

への危惧を述べている。

それ らの議論を踏まえて，原子力安全委員会は，公衆意見に対 して， 「地

震調査研究推進本部の活断層調査結果等については， 目的 ・評価方法 ・デー

タが異なることから，直接それ らを取 り入れることは求めていません （中略）。

（引用者注 ：推進本部の評価結果は，）『既往 の研究成果』及び 『既往 の資料

等』 として，安全審査において，総合的な検討を行 う際に参照 され ることに

な ります。」 （丙B第87号 証38枚 目 〔整 理 番 号EO20の 公 衆 意見 に対

す る対応方針 案〕）と回答 し，推進本部の評価結果は 「それ らの精度に対す

る十分な考慮」 （丙B第88号 証11ペ ージ）を行 った上で安全審査 の 中で参

照 されることが求められ るに とどま り，必ず しも推進本部の評価結果に従わ

なければならないものではないことを明らかに してい る。

このように，原子力規制機関においても，長期評価の 目的や評価手法等の

独 自性か ら，長期評価で示 された知見は，科学的根拠の有無 ・程度を検討す

ることなしに原子力規制に取 り込むことはできないものと認識 されていたも

のである。

（3） 「長期評価の見解 」は， それ までの科学的知見か らは導かれない新たな考

え方であったにもかかわ らず，その考え方を採用 した科学的根拠を記載 して
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いなか ったこと（被告国第42準 備書 面第6の2（2） ）

ア 「長期評 価 の見解」 は，図表6の とお り，三 陸沖北部 か ら房総 沖の海溝

寄 りの どこで も明治三陸地震 と同様の津波地震 （Mt8．2前 後 の津 波地

震 ）が発 生す る とい う見解であ り，福 島県沖の海溝寄 りで も明治三陸地震

と同様の津波地震 （Mt8．2前 後 の津波 地震）が発 生 し得 る とい う考え方

で あ る。

［図表6］

丙A第119号 証10及 び16ペ ージより

平成14年7月 「 期評価の見解」（推進本部）

「国民の防災意識の高揚」を図ること等を目的とした全国地震動予測地図地震の作

成を目指し，本邦のいずれかの地点に被害をもたらし得る地震が生じる可能性を余す
ことなく評価するために策定されたもの

”礼 ヤ

ξい＼粥i

／∴講ノ

涯＿ 亮 已

㌻㌶息

1896年 明治 三陸地

震の領域 （Mw8．3）

地震地体構造上，同一の領域と見なされていな

かった三陸沖北部から房総沖の海溝寄りをまと

めた領域を一体として取り扱った上で，過去40

0年 に明治三陸，慶長三陸，延宝房総の津波地

震（後者2つ は不確定）が発生したと考えられる
ことを根拠に，場所は特定できないが，当該領

域内のどこかで明治三陸地震と同様の津波地

震（Mt8．2程 度）の津波地震が30年 内に20％ ，
50年 内に30％ 程度の確率で発生すると算出

※ この確率はボアソン過程によるもので確率論的津
波ハザード解析手法で用いる確率とは異なる

1677年 延 宝房 総沖

地震 （不確 定）の領域

（Mw8．2）

この 「長期評価の見解」の科学的知見 としての要点を整理すると，その

主たる内容は，①三陸沖北部から房総沖にかけての日本海溝寄り全長約8

00キ ロメー トル の領 域 を 「同 じ構 造 をもつプ レー ト境界の海溝付近」（丙

A第119号 証19ペ ー ジ）と して一 つ に ま とめ ， そ こで は過 去 約400
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年間に3回 の津波 地震 が発 生 した と判 断 したこと，その上で，② この領域

では津波地震が将来 どこでも 「同様に発生す る可能性がある」 （同ページ）

と判断 した こと，③将来発生す る津波地震が谷 岡 ・佐竹論文 （丙B第21

号 証）に ある 「『明治 三 陸地震』 についてのモデル」＊21を「参考 に し」 （丙

A第119号 証10ペ ー ジ）てモ デル化 で き る と判 断 した ことの3点 で あ

る。

イ しか しなが ら，前記①については，佐竹教授が 「長期評価 でい う 『同じ

構造をもつプ レー ト境界』 とは，海溝軸から陸寄 りに向けて どこでも徐々

に沈み込んでいるとい う大局的な構造や海溝軸か らの距離を指すのであっ

て，それ以上詳細な地形 ・地質 ・地下構造 を意味 していない。」 （丙B第

14号 証 の2・3ペ ー ジ）と述 べ る とお り，三 陸沖 も福島県沖 も房総沖も

日本海溝沿いの海溝軸寄 りの領域であるとい うこと以上の意味はなく，こ

の領域が地震地体構造上一体であることを意味す るものではなかった。

また，過去約400年 間 に この領域 内で津波地震 が3回 起 きた としてい

るこ とにつ いて も，明治三陸地震については， これが津波地震であること

やその領域がおおむね明 らか となっていたが，慶長三陸地震及び延宝房総

沖地震については，当時，津波地震であるか否かが明 らかになっていなかっ

ただけでなく，その震源がどこであったのかも明 らかではなかった。その

＊21長 期評 価 には， 「『明治三 陸地震』 について のモデル」 （丙A第119号 証10ペ ー ジ）の引用文

献 と して， 「TaniokaandSatake，1996」 （す なわ ち，谷 岡教授及 び佐竹証 人 による 「Faultparam

etersofthe1896Sanrikutsunamiearthquakeestimatedfrom・ ヒsunaminumericalmoderlin

g」 と題す る英文 の論 文。 同号証35ペ ージ参照）が挙げ られて いるが， 当該 論文 で論 じられてい

る明治三 陸地震 の波源 モデル は，谷岡 ・佐竹 論文 （丙B第21号 証）で論 じられて いる もの と同 じ

であ る。

上記の英文 の論文 は， 明治 三陸地震 のモ デル化 を主題 とした もの であ るが， 当該論 文で論 じら

れ てい る波 源モデル を基礎 として，更 に， 日本海溝 沿いの浅い領域 の地体構造 を検討 したのが，

谷 岡 ・佐 竹論文 （同号証）であ る。
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ため，慶長三陸地震及び延宝房総沖地震を 日本海溝沿いで発生 した津波地

震であると断定 し，この3つ の地震 をま とめて評価 をす る こと＊22は，従 前

にない新 しい見解 であったが，長期評価 において，そのよ うな見解を採用

した科学的根拠は明示 されていない。

ウ さらに，前記2で 詳述 した とお り，平成14年 当時は，津波地震 は特定

の領 域や特定の条件下でのみ発生す る極めて特殊 な地震であるとい う考え

方が支配的であっただけでなく，三陸沖の海溝寄 りの領域 と福 島県沖の海

溝寄 りの領域では津波地震の発生メカニズムに影響 を与えると考えられて

いた海底構造が異なっているとい う事実関係 も明らかになりつつ あるなど

していた状況に加 え，「長期評価の見解」が公表 されるまでの間，明治三

陸地震クラスの津波地震が福島県沖で発生す る可能性がある旨を指摘す る

論文 も存在 していなかった ことか ら，前記②及び③の点においても， 「長

期評価 の見解」は，従前の科学的知見 とは異なる新 しい見解であったが，

＊223つ の地震 をま とめ た理 由につ いて，佐竹 教授 は， 「そ この津 波の数 を減 らす と確 率が小 さ く

な って しまい ます ので， 防災的 に警告 に意味 がな くな って しま うとい うこ とで， これ は科学 的 と

い うよ りは防災行政 的な意 味の発言だ った とい うふ うに記憶 してお ります。」 （甲A第186号 証

39ペ ー ジ）と述べ ，第12回 海溝型分科会 の論 点メモ （甲A192号 証 の5・5枚 目）にも 「次 善

の策 として三陸 に押 し付 けた。 あ ま り減 ると確率が小 さくなって警告の意 がな くなって，正 しく

反 映 しないのでは ないか， とい う恐 れ もある。」 と記載 されて いる ところ， これ らは，「地 震調査

研 究の推進 について」 （甲A第191号 証）にお いて， 「地震動予測地 図は， その作成 当初において

は ，全国 を大 まか に概観 した もの とな る と考 え られ，そ の活 用 は主 として国民 の地震防災意識 の

高揚 のために用 い られ るもの となろ う。」 （同号証15ペ ー ジ）と記載 されてい る とお り，推進本 部

が作成 を 目指 していた地震 動予測地 図及 びそ の基礎 資料で あ る長期評価 が，純然 たる地震学的知

見か ら導 かれた もので はな く， 当初，国 民の防災意識 の高揚 を図 る とい う防災行政 的な 目的の た

め に作成 された もので あって，他 の機 関 に よる規制活動 に用 い られ るこ とを 目的 として策 定 され

た ものではなかった ことを裏 付 けてい る。

なお，前記論点 メモに ある発 言の主が 島崎氏 であ ったこ とが，被告東電 の元役員 に係 る刑 事事

件 の証拠 に よ り明 らか にな っている （丙B第103号 証の2・ 右 下部のペー ジ数で158な い し1

61ペ ー ジ， 同号証 の3・282な い し294ペ ー ジ）。

100一



長期評価 には，そのよ うな見解 を採用 した科学的根拠は示 されていない。

エ しかも，推進本部 は，平成15年3月24日 に公表 した 「プ レー トの沈

み込 み に伴 う大地震 に関す る長期評価の信頼度について」 （丙A第25号

証）において， 「長期 評価 の見解」を 「発生領域の評価の信頼度」及び 「発

生確率の評価の信頼度」が 「C」 （やや低 い）の知見 と評価 していた もので

あ り（被告 国第42準 備書 面第6の2（2） オ），特 に，発 生領 域 の評価の信

頼度がCで ある こ とは，推進本 部 自身 が，福島県沖を含めた三陸沖北部か

ら房総沖にかけての 日本海溝寄 りの領域 を一体の領域 区分 とす ることにつ

いて裏付けとなる科学的根拠が乏 しいことを自認す るものであった。

オ このよ うに，三陸沖の海溝寄 りの領域か ら房総沖の海溝寄 りの領域まで

を一体 とみなす 「長期評価の見解」は，様 々な点において新たな知見であっ

たにもかかわらず，当該長期評価には，同見解を採用 した科学的根拠がほ

とん ど記載 されていないばか りか，推進本部 自身がその科学的根拠が乏 し

いことを自認 していたため，長期評価の記載だけではその見解が審議会等

の検証に耐え得 る程度に客観的かつ合理的根拠に裏付 けられたものである

と判断できるものではなかった。

（4）保 安院 は， 「長期 評価 の見 解」が客観的かつ合理的根拠に裏付け られた知

見であるかについて調査検討をする必要が生 じたこと

これまで述べてきた とお り，長期評価 は，「地震防災対策の強化 を図」る

（地震防災対策特別措置法1条 ）こ とを 目的 として設置 され た推進本部によっ

て発表 された，将来の地震発生可能性を確率によって示す とい う新 しい考え

方に基づ く知見であ り， これ を地震地体構造の知見と見た場合には，福島第

一発電所の津波に対する安全性の基準該当性 に係る従前の評価 を覆 し得 る知

見であったが，前記 （1）及 び （2）の とお り，そ の 目的や評 価方法の独 自性か ら，

その知見を裏付ける科学的根拠の有無 ・程度を調査す ることな しに原子力規

制に取 り込む ことはできないもの と原子力規制機関において認識 されていた
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ことに加 え，前記 （3）の とお り，長期 評価 の記載 だ けでは， 「長期評価の見

解」が客観的かつ合理的根拠に裏付け られた知見であると判断できるもので

はなかったことか らす ると，保安院は，推進本部が 「長期評価の見解」を公

表 したことによって，「長期評価の見解」が審議会等の検証に耐 え得 る程度

に客観的かつ合理的根拠 に裏付けられた地震地体構造の知見であるのか否か

とい う点について調査す る必要が生 じた と考えることができる。

5被 告 国が ， 「長期 評価 の 見解 」が公表 された直後の平成14年8月 に， 「長

期 評価 の見解 」の科 学 的根拠について調査 をしたところ，「長期評価の見解」

が客観的かつ合理的根拠に裏付けられた知見であるとは認められなかったこと

（1）被告国 は，被 告東 電か ら 「長期評価の見解」の科学的根拠について ヒア リ

ング した結果，「長期評価の見解」が客観 的かつ合理的根拠に裏付けられた

もの とは認め られ ないと判断 したこと（被告国第42準 備書 面第6の4（2）

ア）

ア 保安 院 は，後 記6（6） ア （ア）で も述べ る とお り， 「長期評価の見解」が公

表 され る以前か ら，原子力施設の耐震安全性に係 る新たな科学的知見の調

査検討を して，客観的かつ合理的根拠に裏付け られた科学的知見について

は耐震安全評価 に反映 させていたところ，平成14年7月31日 に 「長 期

評価 の見解 」が公表 された ことを受 け，保安院の原子力発電安全審査課耐

震班は，同年8月5日 ま での間 に， 「長 期評価 の 見解」 に対す る対応方針

等に関 し，被告東電に対す るヒア リングを行 った （丙B第67号 証2な い

し7ペ ー ジ及 び資料① ）。

イ これ に対 し，被告東電は，同 日，保安院に対 し，福島県沖では有史以来，

津波地震が発生 してお らず，また，谷岡 ・佐竹論文によると，津波地震は

プ レー ト境界面の結合の強 さや滑 らか さ，沈み込んだ堆積物の状況が影響

するなど，特定の領域や特定の条件下でのみ発生する極めて特殊な地震で

あるとい う考え方が示 されていることか ら， 「長期評価の見解」は，客観
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的かつ合理的根拠に裏付 けられるまでに至っていない 旨を説明 し，保安院

は，かかる説明に理解 を示 したものの，推進本部が どのような根拠に基づ

いて 「長期評価 の見解」を示 したものであるかを確認す るよ う指示 した （同

号証5な い し7ペ ー ジ及 び資料①）。

ウ そ こで，被告東電は，同月7日 ，第一線 の津波 地震 の研 究者 であ り，津

波評価技術及び 「長期評価 の見解」の双方の策定に関与す るとともに，谷

岡 ・佐竹論文の共著者 である佐竹教授 に対 し，「長期評価の見解」の科学

的根拠 の有無 ・程度 について問い合わせ るなどした上で （同号証8，9ペ

ー ジ， 資料③ ない し資料 ⑤ ），同月22日 ，保 安院 に対 し， 「長 期 評価 の

見解」は，理学的に否定できない知見ではあるものの，客観的かつ合理的

根拠が示 されてお らず，地震地体構造及び津波地震 に関す る新たな知見で

はない との事実が確認 されたなどとして，「長期評価の見解」 を決定論的

安全評価には取 り入れず，確率論的安全評価の中で取 り入れてい く方針で

ある旨報告 し，保安院 もこのよ うな被告東電の方針を了解 した（同号証9

ない し12ペ ー ジ，資料 ⑥）。

（2） 「長期評価 の見解」 を裏 付 ける科学的根拠が存在 していなかった ことに照

らす と，前記 （1）の調査 をも って，被告 国は その時点における調査 を十分に

行 った と評価 されるべきであること（被告国第42準 備書面第6の3）

ア この よ うに，被 告 国は， 「長期評価の見解」が公表 された直後の平成1

4年8月 に，被告東 電 を通 じて， 「長期評価の見解」 を裏付 ける科学的根

拠 の有無 ・程度を調査 した ものであるが，「長期評価の見解」を裏付ける

科学的根拠が存在 していなかったことを踏まえると，この時点における調

査を十分に行 った と評価 されるべ きである。

イ す なわち， 「長期評価 の見解」は，全国地震動予測地図における確率的

評価を可能 にするとの独 自の 目的に基づいて，科学的根拠をもって発生可

能性を否定できない地震 を全て評価対象に取 り込んで実施 された長期評価
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においてのみ示 された知見である上，従前の科学的知見か らは導かれない

知見であったにもかかわ らず，その知見を裏付 ける科学的根拠 も示 されて

いなかったのであるか ら，審議会等 を設置 してその科学的根拠 の有無 ・程

度 を検討 しなくとも，審議会等の検証に耐 え得 る程度に客観的かつ合理的

根拠に裏付 けられた科学的知見ではないことが明 らかであった。

このことは， 「長期評価の見解」について，以下の とお り，佐竹教授 の

みならず，当時の推進本部地震調査委員会委員長の津村博士を含む地震学，

津波学，津波工学の専門家が，それぞれの専門分野の専門技術的知見を踏

まえつつ，一様の見解 を示 していることによっても裏付け られている。

（ア）津村博士

a津 村博 士 は，平成14年 に推進 本部 が 「長期評価 の見解」を含む長

期評価を公表 した当時の推進本部地震調査委員会委員長の職 （すなわ

ち推進本部が長期評価の中で 「長期評価の見解」 をどのよ うな位置づ

けで公表 したのかを正確に述べ得る立場）にあった地震学者である（丙

B第13号 証1，2ペ ー ジ）。

b津 村博 士 は， 「長 期評 価 の見 解」 について，「長期評価 の考 え方 に

は，かな りの問題があ り，成熟 した知見 とか，地震 ・津波の学者たち

の統一的見解 とか，最大公約数的見解 とは言い難いものでした。です

か ら，私は，長期評価の考え方 は，福島県沖 日本海溝沿い等における

津波地震の発生可能性については，確信 をもって肯定できるほどの評

価内容には達成 してお らず，『そ うい う考え方はできなくもない』程

度の評価であると受け止めま した。」（同号証4ペ ー ジ）と評 してお り，

長期 評価部会の報告を受けた際，そのような前提の下で推進本部地震

調査委員会 として了 としたものであると述べている。

また，津村博士は，前記の ような評価に至った理由について， 「地

震は，同じ場所で同じような規模で繰 り返す とい う性質を有すると考
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えられているため，過去の地震の研究を行 うことが重要であるところ，

過去の地震の研究にあたっては，津波堆積物調査や海岸地形の調査な

どのほか，可能な限 り，データに基づいて，過去の地震の活動履歴を

検証す るとともに，歴史資料を検討することで，震源域や発生周期や

発生状況を把握 してい く必要があ ります。ですか ら，過去のデータや

歴史資料が重要で，これが多ければ多いほど，精度の高い知見が得 ら

れ，少なければ，精度の高い知見が得 られない とい う関係にあります。

この点，南海 トラフな どの領域では，過去にほぼ同規模の地震が繰 り

返 し発生してお り，過去の地震の発生回数などのデータも豊富であっ

たのに対 し，三陸沖か ら房総沖の 日本海溝寄 りの領域では，過去の地

震の活動履歴 として確認できるデータが極めて乏 しいもので した。ま

た，南海地震，東南海地震，東海地震な どについては，数百年以上前

に発生 した地震で あっても，地震 ・津波 に関す る歴史資料が数多 く

残 っていま したが，三陸沖か ら房総沖にかけて過去に発生 した地震に

ついては，この地域では文字で記録 を残す文化が発達す るのが遅れた

ことも原 因だ と思いますが，『日本三代実録』 と呼ばれ る記録 ぐらい

しか，地震に伴 う津波による浸水域や被害状況な どを把握す る歴史資

料が乏 しいとい う問題点もあ りました。過去の地震のデータや歴史資

料が乏 しいとい う重大な問題点があったにもかかわ らず，過去に津波

地震の発生が確認 されていない福島県沖や茨城県沖の 日本海溝沿いも

含 めた 日本海溝沿いの領域が単に陸側のプ レー トに太平洋プレー トが

沈み込んでいる点で構造が同じであるとい う極めておお ざっぱな根拠

で，三陸沖から房総沖までの広大な 日本海溝沿いの領域を一括 りに し

て，津波地震が発生す る可能性があると評価 したので した。 このよう

な評価 は，地震学の基本的な考え方からす ると，異質であると思いま

す。」 （同号証3，4ペ ー ジ）として，高度 の専 門的知識 に裏付 けされ
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た理学的知見に基づき， 「長期評価 の見解」の理学的根拠が乏 しい も

のであったことを具体的に述べている。

（イ）松澤教授

a松 澤 教授 は， 「長期 評価 の見解 」の策定後，推進本部地震調査委員

会委員等を歴任 してきた地震学者である（丙B第23号 証1，2ペ ー

ジ）。

b松 澤教 授 も， 「長 期評 価 の見解 」について， 「調査委見解は，不十

分なデータを基に したものであ り，それは信頼度がCで あ るこ とや ，

長 期評価本文 の記載からも明 らかで したので，少なくとも私は，その

調査委見解が出たからと言って，これを新たな知見 として取 り入れて，

切迫性 をもって対策を講 じるべき とまでは考 えていませんで した。」

（同号証18ペ ー ジ）と評 して い る。

そ して，松 澤教授 も，前記の評価 に至った理由について，「地震学

における知見でも，データの量や 当該知見の検証の頻度に差があ り，

信頼度が高いもの と，信頼度が高い とはいえないものがあることに十

分留意す る必要がある」 （同号証5ペ ー ジ）と述 べた上，津波 地震のメ

カニズムが未解明であった ことや三陸沖 ・宮城沖 と福島沖以南の海底

地形が異なっていると考え られていたこと，「長期評価の見解」が前

提にしている三つの津波地震の うち，1611年 の慶長 三陸沖地震 と

1677年 の延 宝房総 沖地震 につ いて は，そ もそも津波地震か どうか

も明らかになっていないことなど，地震学における当時の知見を指摘

しつつ具体的な理 由を述べている （同号証12な い し20ペ ー ジ）ほ

か ，平成15年 に は，松澤 教授 自身 も津波地震 に関 して，「鶴哲郎氏

らの 日本海溝沿いの構造の調査結果 を踏 まえた上で，三陸沖以外 にお

いては，巨大低周波地震が発生 しても，津波地震 には至 らないかもし

れない」 旨の論文 （丙B第1号 証）を発表 した と説 明 してい る（丙B第
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23号 証24ペ ー ジ）。

（ウ） 今村教授

a今 村教授 は，現在 ，推進本部地震調査委員会津波評価部会部会長を

務めている津波工学者である（丙B第30号 証1な い し3ペ ー ジ）。

b今 村教授 も 「長期 評価 の見解 」 について， 「私 は，津波工学者 とし

て，歴史的 ・理学的知見が十分に定まってお らず，逆に三陸沖 と福島

沖 ・茨城沖 との違いを示唆す る理学的知見が存在 した津波地震につい

て，既往津波地震 について考慮する以外 に，それを超 えて 日本海溝沿

いの どの地域でも発生す ると取 り扱 うべきとはとても考えられません

で した し，多 くの専 門家 も同様 に考 えていま した。」 （同号証20ペ

ー ジ）と評 してい る。

そ して，今村教授 も，前記の評価に至った理由について，松澤教授

の前記 （イ）の意見 と同旨の論拠 を示 しつつ （同号証16な い し34ペ ー

ジ），三 陸 沖 と福 島沖 の違 い について， 「同 じ日本海溝 沿い とはいえ

三陸沖はプレー ト問の固着が強いため，大きな地震 自体が起 きやす く，

谷岡先生や佐竹先生が提唱 していた津波地震の発生に影響を及ぼす と

する海溝沿いの堆積物の量が多い一方，福島沖 ・茨城沖はプ レー ト間

の固着が弱いため，大きな地震 自体が起きにくく，谷岡先生や佐竹先

生が提唱 していた津波地震の発生に影響を及ぼす とする海溝沿いの堆

積物の量 も少ない とい う理学的な根拠 に基づ く違いがあ りました。」

（同号証19，20ペ ー ジ）， 「その よ うな状 況 下で，長期評価は， 日

本海溝付近のどこでも津波地震が起きる可能性があるとい うことにっ

いて，従来なかった新たな理学的知見を提示するものではな く，メカ

ニズム的に否定できない とい う以上の理学的根拠を示 していませんで

した し，津波地震が起きるとしても，その規模 としてなぜ明治三陸地

震 と同程度のものが起こ りうるのか とい うことについては何 らの具体
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的根拠 も示 していませんで した。」 （同号証20ペ ー ジ）， 「これ らの

こ とか ら，私 は，津波工学者 として，歴史的 ・理学的知見が十分に定

まってお らず，逆に三陸沖 と福島沖 ・茨城沖との違いを示唆する理学

的知見が存在 した津波地震 について，既往津波地震について考慮す る

以外に，それを超 えて 日本海溝沿いの どの地域で も発生す ると取 り扱

うべきとは とても考 えられませんで した し，多 くの専門家も同様に考

えていま した。つま り，福島沖 ・茨城沖でも三陸沖や房総沖 と同様の

津波地震の発生が否定できないとい うのは，発生を うかがわせる科学

的なコンセンサスは得 られてお らず，単に理学的根拠をもって発生 を

否定す ることができないだけの津波であって，理学的根拠か ら発生が

うかがわれるとい う科学的なコンセンサスが得 られている津波である

とは考え られていなかったのです。」 （同号証20，21ペ ー ジ）と し

て ，高度 の専 門的知識 に裏付けされた理学的知見に基づき，「長期評

価の見解」の理学的根拠が乏 しいものであった ことを具体的に述べて

いる。

また，今村教授 は， 「長期評価 の見解」が福島沖 ・茨城沖を三陸沖

や房総沖 と「同 じ構造をもつプ レー ト境界の海溝付近」として取 り扱 っ

ていることについて，福島第一発電所事故前の地震地体構造の知見 と

異なってい ることにも言及 し（同号証21な い し23ペ ー ジ），かか る

観 点か らも 「長 期評価の見解」の理学的根拠の乏 しさを指摘 している。

（エ）首藤名誉教授

a首 藤名誉教授 は，津波 工学の第一人者 として，我が国の津波防災基

準等の策定に長年 関与 してきた工学者 である（丙B第45号 証1な い

し3ペ ー ジ）。

b首 藤 名誉 教授 にお いて も， 「当時の福島沖に関す る長期評価の見解

は専門家の間でもコンセ ンサスが得 られていなかったものですので，
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この見解 は確定論 に取 り入れ，直ちに対策 を取 らせ るよ うな説得力の

ある見解 とは考えられていませんで した。」 （同号証23ペ ー ジ）と し

て，工学者 の立場 か らも 「長期評価の見解」が研究者の見解を最大公

約数的にま とめたもので も多数的見解でもな く，多数の専門家か ら十

分な理学的根拠を伴わないもの として懐疑的な評価がされていた旨を

述べている。

（オ）谷岡教授

a谷 岡教授 は，長年 ，津波地震 の研究を し，中央防災会議 日本海溝二・

千島海溝調査会北海道ワーキンググループの委員や推進本部地震調査

委員会委員 を歴任す るなどしてきた地震学者 である（丙B第58号 証

1，2ペ ー ジ）。

b谷 岡教 授 も 「長期 評価 の見解 」 に対 し，「私 自身，いつ，この見解

が出されたことを知 ったのかははっき り覚 えていませんが，私は，今

現在，地震調査研究推進本部地震調査委員会で委員を していますか ら，

当然にこの見解の存在 は知っています し，地震調査委員会の立場 とし

てこの見解 を出 したこと自体は理解できます。 なぜな ら， （中略）地震

学の分野では津波地震のメカニズムを含め，多 くの事項が未解明です

ので，明治三陸地震のよ うな津波地震についても 『この地域で地震は

起 きない。』 と断言することはできません し，可能性が否定できない

以上，地震調査委員会の立場ではひ とまず防災行政的な警告をするた

めにも，明治三陸地震 と同様の地震が，三陸沖北部から房総沖の海溝

寄 りの領域 内のどこでも発生す る可能性があるとい う見解 を出す意義

はあると思 うか らです。」 と述べる一方， 「もっ とも，そのよ うな見

解があるとしても，中央防災会議な どで実際にこの見解に依拠 した防

災対策 をさせるべ きか と聞かれれば，十分な理学的根拠があるのかを

検証 した上で判断 してい く必要があると思いますので，実際の防災対

109



策 をしてい く上で，明治三陸地震 と同 じよ うな津波地震が福島県沖で

発生す ると考えることには少 し無理があるのではないかと考えます。」

（同号証18，19ペ ージ）との評価 を してい る。

そ して，谷岡教授の前記意見 も，長年，明治三陸地震を始 めとする

津波地震の研究を行ってきた知見に基づ くものであり，中央防災会議

日本海溝 ・千島海溝調査会北海道 ワーキンググループの委員 として，

「長期評価の見解」 と同様の考え方 を前提に防災対策を考 えるべきか

否かについて審議等を行 った経験 を踏まえ，「本件地震前，私は，理

学的根拠に基づいて考えた場合，明治三陸地震のよ うな津波地震は，

限 られた領域でのみ発生す る可能性が高い もので，このような地震が

福島県沖でも発生するとは正直全 く思えませんで した し，本件地震 自

体 も，明治三陸地震のような津波地震が福 島県沖で発生 したものでは

あ りませんので，現在でも，明治三陸地震 のような津波地震が福島県

沖で発生す る可能性 が高い とは思 っていません。」 （同号証18ペ ー

ジ）と述べ るもので あ る。

（カ）笠原名誉教授

a笠 原名誉教授 は ，推進本部 地震調査委員会委員や，中央防災会議泪

本海溝 ・千島海溝調 査会委員，同調査会北海道 ワーキンググループ座

長な どを歴任 してきた地震学者である（丙B第59号 証2ペ ージ）。

b笠 原 名誉教授 は，「長期評価 の見解」について，「これは地震本部 （引

用者注 ：推進本部）が理学的知見 を基に議論 した結果 として 『理学的

に否定できない』ものとして出 された見解であると認識 しています。1

（同号証6ペ ー ジ）と述べ た上，北海道 ワーキンググループでの議論 を

踏まえ， 「地震本部 （引用者注 ：推進本部）が示 した津波地震 に関す る

見解 は，『理学的に否定できない』 とい うものであることに間違いは

ないものの，それ以上の具体的な根拠があるものとい う意見は出され
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ませんで した。」 （同号証9ペ ージ）と述べ てい る。

この よ うな笠原名誉教授の意見は，地震学者 として高度の専門的知

見に裏打ちされたものであることはもとより，推進本部 と中央防災会

議の役割の違いを踏まえ，中央防災会議 日本海溝 ・千島海溝調査会委

員及び同調査会北海道 ワーキンググループの座長 として， 「長期評価

の見解」な どの理学的知見の高低 を判断す るための議論 を主宰 した経

験に基づいて述べ られた ものである。

（キ）佐竹教授

a佐 竹教授 は，現在 ，推進本部 地震調査委員会長期評価部会部会長 を

務めている地震学者である（甲A第185号 証1な い し3ペ ージ）。

b佐 竹教 授 にお いて も， 「長期 評価の見解」に対 しては，別件同種訴

訟の証人尋問において，「都司氏や島崎氏は，長期評価 の見解に従 え

ば，明治三陸地震 と同様の津波地震が福島沖を含む 日本海溝寄 りの ど

こでも起こるとい うふ うに述べて られてお りますけれ ども，東北地方

太平洋沖地震前において，そのよ うな見解は地震学者の間で統一的な

見解 であった と言 えるんで しょうか」 との問いに対 し， 「統一的な見

解ではなかった と思います」 と証言 し（甲A第186号 証 ［佐竹教 授

主尋 問調 書 ］33ペ ー ジ）， これ が研 究者 の見解 を最大公約数的にま

とめたものでも多数的見解でもなかったことを明言 している。

また，佐竹教授は，「長期評価の見解」が示 された経緯 についても，

「結果 として， どこでも起こ り得 るとい うふ うに長期評価ではなって

お ります。ただ，それは理由がございま して，長期評価は過去に起き

た3回 の地震 に基づ いて津波地震 の発生確率 とい うのを計算 したんで

すね。」， 「それで当時はまず，固有地震的なものであるか， どこで起

きたか分からないかとい うことを議論いた しま した。それで，固有地

震的なものであれば，BPTと い う繰 り返 し起 き る とい う方 法を使っ
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て確率をするんです。ただ， どこで起きたか分からなかったためにそ

れができないので， どこでも起きるとい うボア ソン的な過程を用いた

とい うことです。ボア ソンで確率で計算すると，その前提 として， ど

こでも起きるとい うことを仮定 しなければできない とい うことでござ

います」 （甲A第188号 証 ［佐竹 教授 反対尋 問調 書］24，25ペ

ー ジ）と証言 し，松澤教授 が述 べ るように，慶長三陸地震及び延宝房

総沖地震の震源域が明らかでなく，これ らを固有地震 として扱 うこと

ができなかったため，ボアソン過程 を用いて確率計算をす る必要があ

り，その前提 として津波地震が 日本海溝沿いのどこでも起 こり得ると

整理す る必要があった旨指摘 している。その上で，佐竹教授 は， 「長

期評価の見解」の前提 となる確率計算について， 「この3回 とい うと

ころが結構 問題 で ，先ほ どのよ うに慶長は三陸でない可能性や 日本海

溝でない可能性 もある，あるいは延宝も違 う可能性 もあるとい うこと

です。ですか ら， この400年 間に3回 とV）うこ とで確率 を出 したん

です けれ ども，それが例 えば2回 とか1回 だ と確 率 の値 は大 き く変

わ って しまいます。そのよ うに確率あるいは評価 とい うのは，かな り

の不確定性 があるものだ とい うふ うに感 じま した」 （甲A第186号

証 ［佐 竹 教授 主尋 問調 書］39ペ ー ジ）とも証言 してお り， 高度の専

門的知識 に裏付 けされた理学的知見に基づき， 「長期評価 の見解」の

理学的根拠が乏 しいものであったことを具体的に述べている。

ウ このよ うに，「長期評価の見解」は，平成14年8月 当時 にお いて ，そ

の知見 の趣 旨 ・目的等に照 らして，原子力規制機関が規制に取 り入れるこ

とを前提 とした対応を執 らなければな らない状況になかったことは明らか

であったか ら，被告国が，北海道南西沖地震の発生後や4省 庁報 告書 （案）

の公表後 の対応 （後記6（6） ア （ア））とは異 な り，被告 東電に対す るヒア リン

グを直 ちに行い， 自主的検討や専門家か らの意見聴取を求めた上で，被告
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東電が，その検討結果を踏 まえて，「長期評価の見解」を無視す ることな

く，当時，安全性 向上を 目指 して研究 ・開発が進んでいた確率論的安全評

価の基礎資料に取 り入れ るとの方針 を確認するとの対応をしたことは，「長

期評価 の見解」の科学的根拠の有無 ・程度等の明確 さに応 じて適時適切な

調査 を十分に行 った もの と評価 され るべきである。

エ なお， この点については，被告東電が事情聴取 をした相手が佐竹教授の

みであったか否かにより結論が左右 されるものではない。佐竹教授 は，当

時か ら第一線 の津波地震の研究者であった上，推進本部地震調査委員会長

期評価部会及び土木学会原子力土木委員会津波評価部会の双方で委員を務

め，何よ り 「長期評価の見解」がその判断を示す際にほぼ唯一の根拠 とし

て取 り上げた論文の共著者で もあったのであるか ら，長期評価の趣 旨 ・目

的はもとより，決定論的安全評価に取 り入れ られ るべき知見に求められ る

科学的根拠の有無 ・程度についても理解 していた専門家 として，正に聴取

対象 として適任であった。 このように述べると，仮に被告東電が 「長期評

価の見解」 を支持 していた島崎氏に対するヒア リングを行っていた ら結論

が違っていたはずである旨の反論が予想 されるが，た とえ同氏が被告東電

に対 して 「長期評価の見解」を 「決定論的安全評価 に取 り入れるべきであ

る」旨述べた としても，同氏が津波の専門家でも原子力の専門家でもなく，

安全評価についての知見を有 していないことからすれば，直ちに 「長期評

価の見解」に沿 う規制判断をなすべきとはならないのは当然であるし，原

子力規制においては特定の専門家の個人的見解に依拠 して規制権限を行使

するのではな く，必要に応 じて審議会の設置等 を行 って当該知見を吟味 し

て検討を尽 くすこととなるところ，前記のとお り多 くの地震学，津波学，

津波工学の専門家が 「長期評価の見解」に対 して一様に否定的見解 を示 し

ていることか ら，結果的にも，「長期評価 の見解」を原子力規制に取 り入

れることにな らなかったであろ うことは明らかである。
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6平 成14年8月 以 降 も， 「長期 評価 の見解」 を裏付 ける客観的かつ合理的根

拠は発表 されていなかったため，保安院は，調査を十分に行った結果，規制権

限を行使するとの判断に至 らなか った こと

（1）「長期 評価の見解 」公表後 も，同見解に整合 しない論文ばか りが公表され，

「長期評価の見解」に客観的かつ合理的根拠 を与えるよ うな知見が公表され

なか ったこと

保安院は，前記5の とお り， 「長 期評 価 の見解」 が公表 された直後の平成

14年8月 に調査 を行 った結果 ， 同見解 は，客観 的かつ合理的根拠に裏付け

られた科学的知見であるとは確認できなかったため，同見解は，直ちに規制

に取 り入れるべ きもの とは判断されなかった。

また，「長期評価の見解」については，以下のアない しエの とお り，同見

解の公表後 も，同見解 に客観的かつ合理的根拠を与 えるような知見は公表 さ

れず，む しろ， 「長期評価の見解」に整合 しない論文あるいは 「長期評価の

見解」の整理が客観的かつ合理的根拠に裏付けられていない旨指摘する見解

が公表 されていた。

ア 平成15年 に地震地体構 造の最新 の知見 と して公表 されたいわゆる垣見

マ ップ （垣見俊弘ほか 「日本列島 と周辺海域の地震地体構造区分」〔丙B

第17号 証 〕）は， そ もそ も 「長期 評価 の見解」を新たな地震地体構造論

上の知見 とみなしてもいない上，仮に 「長期評価の見解」を地震地体構造

論上の知見と取 り扱 うに しても，垣見マ ップにおける福島県沖の地震地体

構造区分は，「長期評価の見解」の領域区分 とは異なるものであった こと

（被告国第42準 備書 面第4の1（2） ウ）

前記 第2の2で 詳述 した とお り，津波評価技術は，波源 を設定するべ き

領域区分を地震地体構造などの科学的根拠 を踏まえて行 うとい う考え方を

示 していた ところ，「長期評価の見解」が公表 された後の平成15年 には，

地震 地体構造 の最新 の知見 として垣見マ ップ（丙B第17号 証）が発表 され
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た。この垣見マ ップは，「長期評価の見解」を参考文献にも掲げてお らず，

福島県沖の津波地震発生可能性 に関す る 「長期評価の見解」について地震

地体構造論上の学術的意義 を認 めていなかった。また，垣見マ ップは，図

表7の とお り，萩原マ ップでG2か らG3と 大 き く2つ に区分 していた箇

所 につ い て，8A1か ら8A4ま での4つ に 区分 した上 （同号 証391ペ

ー ジ），福 島県沖 に相 当す る8A3の 領 域 にお け る地震 の例 と して津波評

価技術 と同 じく1938年 の福 島県東方 沖地震 を挙 げ， 明治三陸地震 を代

表格に挙げている三陸沖 （8A2） や ，延 宝房総沖 地震 等 を例 に挙 げている

房総沖 （8A4） とは異 な る区分 を していた （同号証394，395ペ ー ジ）。

なお ，前記 図表4で 示 した 日本海東縁部 の領 域 は，垣見マ ップでも地震地

体構造 として同一区分 とされ，当該領域 における地震の例 としても北海道

南西沖地震が挙げられている。
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丙A第119号 証 ・16ペ ージより

丙B第17号 証3枚 目より

「長期評価の見解」後に公表された最新の地震地体構造区分図との違い

「長期評価の見解」の区分 最新の地震地体構造区分図（平成15年 公表）

AX・／ ｛ノ よ
・、v

明治三陸地震発生の

構造区（三陸沖）

聡W、e
福島県東方沖

地震発生の

構造区（常磐沖）

延宝房総沖地震（不確

実）の構造区（房総沖）

灘 ダ ！A

そ して， この垣見マ ップは，地震地体構造論上の区分図 としては，福島

第一発電所事故当時はもとより，同事故後の原子炉再稼働の可否を検討す

る新規制基準に基づ く適合性審査においても，最新の知見 として取 り上げ

られているものである（丙A第237号 証43な い し55ペ ー ジ）。

この よ うに， 「長期 評価の見解」が公表 された後に示 された地震地体構

造の最新の知見は， 「長期評価の見解」を地震地体構造上の知見 として取

り扱っていない上，その内容 も，三陸沖の海溝寄 りか ら房総沖の海溝寄 り

までを一体 とみなす 「長期評価の見解」の領域 区分 とは異なるものであっ

たか ら，同見解の領域 区分に客観的かつ合理的根拠を与えるようなもので

はなかった。
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なお，平成14年7月 の長 期評価 に は， 「同 じ構造 を もつプ レー ト境界

の海溝付近 に，同様に発生する可能性があるとし，場所は特定できないと

した」（甲A第24号 証 の2・19ペ ー ジ）との記 載 があ るが，この記載が，

三陸沖北部か ら房総沖にかけての海溝寄 りの領域 を地震地体構造上一体で

あることを認 める意味を含 まないことについては，佐竹証人が本訴訟で行

われた書面尋問の際に 「長期評価でい う 『同 じ構造をもつプ レー ト境界』

とは，海溝軸か ら陸寄 りに向けて どこで も徐々に沈み込んでいるとい う大

局的な構造や海溝軸か らの距離を指すのであって，それ以上詳細な地形 ・

地質 ・地下構造 を意味 していない。」 （丙B第14号 証 の2・3ペ ー ジ）と

明確 に回答 してい るとお りである。

イ 平成14年12月 に 日本海溝沿 いの海底地 形 ・地 質に関する最新の知見

と して公表された鶴論文 （鶴哲郎ほか 「日本海溝域におけるプレー ト境界

の弧沿い構造変化 ：プ レー ト間カ ップ リングの意味」〔丙B第19号 証の

1，2〕 ）は ，津波地 震の発 生領 域及 びメカニズムに関する谷岡 ・佐竹論

文に客観的な裏付けを与えるものである一方，「長期評価の見解」 とは整

合 しないものであったこと（被告国第42準 備書面第4の4（1） ない し（3））

（ア）前記2（2） で詳述 した とお り，平成14年 当時 ，谷 岡 ・佐竹論文 （丙B

第21号 証）の考 え方 が多 くの支持 を集 めてお り，津波地震は特定の領

域や特定の条件下でのみ発生する極めて特殊 な地震であるとい う考え方

が支配的であったため，明治三陸地震クラスの津波地震が福島県沖で発

生する可能性がある とす る見解は皆無であった。また，前記2（2） ウの

平 成13年 に公表 され たJAMSTEC調 査 結果 （丙B第18号 証）に

よって，三 陸沖 と福 島県 沖の海溝軸沿いを含 めた海底地形 ・地質のデー

タが集積 され，津波地震の特性 （揺れの強 さに比 して津波高 さが高いこ

と）を合理的に説明する付加体 と呼ばれる軟性堆積物の厚み等が異なっ

ていることが判明 しつつあった。
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（イ） しかるところ，鶴論文は，図表8の とお り，津 波地震 の発 生場 所 とし

て知 られ る海溝軸付近の堆積物の形状等 を観測 した結果，「北部の海溝

軸 に平行す る等間隔の地形的隆起がある」， 「対照的に南部では，海洋

プ レー トに等間隔の地形的特徴は無い」 （丙B第19号 証 の2・7ペ ー

ジ）と した上 で， 「3．2． 北 部 の地 質構 造」 として 「大 陸プ レー トの

海側端で相対的に低速 （2－3km／sP波 速度）な模形 堆積ユ ニ ッ トを

示 している」 （同ページ）とす る一方， 「3．3． 南部 の地質 構造 」 とし

て 「対照 的に南部では，模形構造は見 られない。約3－4km／sのP

波速度 の層 （括 弧 内略）が，海溝軸 と垂直な地震線のプレー ト境界に分布

している」 （同号証の2・9ペ ー ジ）と して，北部 の海溝軸 付近では堆積

物が厚 く積み上がっているのに対 し，南部ではプ レー ト内の奥まで堆積

物が広が り，北部のよ うに厚い堆積物が見つかっていないことを明らか

に している。
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［図表8］

平成14年12月 に公表された地震地体構造に関連する最新の調査結果

津波地震の発生と規模に大きな影響を及ぼすと考えられていた海底地形・

堆積物の観測結果が三陸沖と福島県沖で異なっている

爬
．9

枠 原，

八

1896年 明 治三 陸地 震

の領域 （Mw8．3）
堆積物が海溝軸寄り
にくさび形に集積

凹凸が少ない

（ウ）すなわち，「長期評価の見解」の公表後に示された，津波地震に影響

があると考えられていた海底地形及び海溝軸付近の堆積物の形状等に関

する最新の調査結果は，津波地震は特定の領域や特定の条件下でのみ発

生する極めて特殊な地震であるという考え方を補強するとともに，明治

三陸地震クラスの津波地震が福島県沖で発生する可能性について否定的

に働くものであって，「長期評価の見解」に客観的かつ合理的根拠を与

えるようなものではなかったのである。

ウ 平成15年 に低周波地震と津波地震について公表された松澤 ・内田論文

（松澤暢，内田直希 「地震観測から見た東北地方太平洋下における津波地

震発生の可能性」〔丙B第1号 証〕）は，最新の調査結果等を踏まえれば

福島県沖で低周波地震が発生 しても津波地震に至る可能性が低い旨指摘し
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てお り，「長期評価の見解」 と整合 しないものであった こと（被告国第4

2準 備書面 第4の4（4） ）

（ア） 松澤 ・内田論 文 は， 「長期評価 の見解」の公表後の平成15年 に松澤

教授 らが公表 した もので あるが，1896年 に発 生 した明治 三陸地震 を

「津波 地震」 と位置づける とともに （丙B第1号 証370，372ペ ー

ジ）， 「津波 地震 につ い ては ，巨大な低周波地震であるとの考 え方が多

くの研究者によってなされている」 （同号証370ペ ー ジ）と した上 で，

「福 島県 沖～茨城県沖にかけての領域においても大規模な低周波地震が

発生する可能性がある」 ものの， 日本海溝沿いの構造の調査結果か らす

ると，「福島県沖の海溝近傍では，三陸沖のような厚い堆積物 は見つかっ

てお らず，もし，大規模な低周波地震が起きても，海底の大規模な上下

変動は生 じにくく，結果 として大きな津波は引き起こさないかもしれな

い」 （同号証373ペ ー ジ）として，三 陸沖以外 においては巨大低周波地

震 は発生 しても津波地震 には至 らないか もしれ ない と結論づけている

（同論文冒頭の要約）。

（イ）すなわち，同論文は，津波地震の前提 となる低周波地震の発生領域が

限定されるものではないが，低周波地震が津波地震に至るためには，谷

岡 ・佐竹論文が示すよ うに，特定の領域や特定の条件が組み合わさるこ

とが必要であるところ，鶴論文によれば堆積物等が異なることから，福

島県沖で明治三陸地震クラスの津波地震が発生する可能性が低い旨を指

摘 しているのであって， 「長期評価の見解」に客観的かつ合理的根拠 を

与えるよ うなものではなかった。

工 平成14年 の 「長期 評価の見解 」の公表後 ，地震学分野から 「長期評価

の見解」において前提 とされた津波地震の整理が客観的かつ合理的根拠に

裏付けられていない旨の指摘が示されたこと

（ア）は じめに
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「長期評価の見解」は，前記4（3） の とお り，慶長 三陸地 震及 び延宝

房総沖地震を 日本海溝沿いで発生 した津波地震 と考えることを前提 とす

る見解であるところ， この前提について，地震学分野には多 くの異論も

あった。そのため，以下の とお り， 「長期評価の見解」の公表後，地震

学分野か ら 「長期評価の見解」において前提 とされた津波地震の整理が

客観的かつ合理的根拠に裏付 けられていない旨の指摘が示 された り，不

確実性の高い評価結果が地震動予測地図に反映 された場合に社会 に悪影

響 を及ぼすことへの懸念が表明 され るな どしていたのであって，かかる

事実は，「長期評価 の見解」が科学的根拠の不十分な知見であったこと

を如実に物語 るものである。

（イ）平成14年 当時の地震学 会会長兼地 震予知連絡会会長であった大竹名

誉教授が，推進本部に 「長期評価の見解」は極めて不確実性が高 いもの

である旨の意見書 を送 り，対応を求めたこと（被告国第42準 備 書面第

6の2（2） エ）

「長期評価 の見解 」 の公表直後である平成14年8月8日 ，当時地震

学会会長兼地震 予知連絡会会長の要職にあった大竹名誉教授は，当時の

推進本部地震調査委員会委員長 であった津村博士に対 し，意見書 （丙A

第236号 証3ペ ー ジ）を送付 し，⑦ 地震調 査委員会が慶長三陸地震 （1

611年 ）を正断層 型 の地震 で はな く，津波地震であると判断 した根拠

の有無 ・内容 を問いただす とともに，④ 「今回の評価について，『…評

価結果である地震発生確率や予想 され る次の地震の規模の数値には誤差

を含んでお り，…』 と述べ られているが，誤差を含むのは当然であ り，

この記述は何の意味ももたない。む しろ，宮城県沖地震及び南海 トラフ

の地震の長期評価に比べて，格段に高い不確実性をもつことを明記すべ

きではないか。」 （同ページ）と述べ て，「長期評価の見解」が示 された

平成14年7月 の長 期評価 が他 の長期評価 に比べて格段に高い不確実性
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を持つ と明記す るよ うに求め， さらに，⑰ 「上記のように相当の不確実

さをもつ評価結果を，そのまま地震動予測地図に反映するのは危険であ

る。わからない ところは，わか らない として残すべきではないか。地震

調査委員会の評価及びそれ に基づ く地震動予測は，一研究論文 とは比較

にならない重み と社会的影響力をもつものであ り，例え経年的に改定 さ

れ るとして も，十分 に慎重な検討 を望みたい。」 （同ページ）とし， 「長

期評価の見解」のよ うに理学的根拠に疑義があ り，不確実性の高い長期

評価結果をそのまま地震動予測地図に反映 させ るのは危険であると警鐘

を鳴 らした。

これに対 し，推進本部地震調査委員会は，平成14年8月21日 付 け

で大竹名誉教授 に対 して回答書 （同号証5な い し7ペ ー ジ）を送付 し，そ

の中で，前記⑦については，地震調査委員会が慶長三陸地震 を津波地震

であると認定 した根拠である歴史資料の要 旨をもって回答 し，前記④ に

ついては，「長期評価結果に含 まれ る不確実性については，地震調査委

員会 としてもその問題点を認識 してお り，今後その取 り扱い方や表現方

法について検討する予定である。」 （同号証7ペ ー ジ）と回答 し，前記 ⑰

につい ては， 「3の 回答 （引用者 注 ：前記④ につ いての回答）でも述べた

とお り，長期評価結果に含まれ る不確実性 についての問題点については

認識 している。今後，不確実性の高い評価結果の地震動予測地図への取

り込み方については，技術的な検討 も含 めた課題 ととらえ，検討 してい

きたい。」 （同ページ）などと回答 した。

しか し，大竹名誉教授 は， 「なお不分明な点が残」 る（同号証4ペ ー

ジ）と して ，平成14年8月26日 付 けで再度意 見書 を送付 し，前記⑦

について，1611年12月2日 に発 生 した 地震 が午 前 と午後 の2回

あった とした上で， この うちの後者を津波地震 と判断 した とい う地震調

査委員会の判断過程が長期評価の説明文か らは読み取れないため，その
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よ うな判断であるのな らば説明文を修正す る必要がある旨の意見 を述

べ，また，前記④及び⑰ について，「今後 も逐次長期評価が公表 される

な らば，基本的な方向は早期に定め，長期評価に反映すべきであろう。

『意見』では，地震動予測地図に関連 して，『わか らない ところは，わ

か らない として残すべ きではないか。』 と述べたが，今後の長期評価に

おいて， この考え方を採用す る考えはないか。」 （同ページ）とし，長期

評価結果の不確実性に対する具体的な対処を，地震動予測地図への取 り

込み とい う段階ではなく，その前提 として実施 される長期評価 の段階で

検討す る必要がある旨の意見を述べた。

これを受けて，推進本部は，大竹名誉教授に対 し，平成14年9月2

日付 けで回答 書 （同号証8，9ペ ー ジ）を送付 し，そ の中で，前記⑦につ

いては，大竹名誉教授の指摘を踏まえ，慶長三陸地震を津波地震である

と判断 した評価文を一部修正すること，前記④及び⑰については， 「不

確実な評価結果の取 り扱いについて」 として，「不確実性 についての取

り扱いについては，長期評価部会等で既に議論 を始めたところである。

また，前回の回答で述べた 『検討』 （引用者注 ：同号証7ペ ー ジにあ る

地震動 予測 地 図へ の取 り込み方についての 「検討」の こと。）の中で，

ご指摘の 『わか らない ところは，わか らないとして残す』 ことも選択肢

の一つ として議論 していきたい。」 （同号証9ペ ー ジ）と回答 し， ほぼ同

時期 に政策委員会での議論を契機に始められていた長期評価の信頼度に
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関す る議論＊23を引き合い に出 しつつ ，飽 くまで も長期評価の不確実性 に

対す る更なる対処については，地震動予測地図への取 り込み方に関す る

課題であると整理 した上で，同月11目 ，正式 に，前記⑦ に係 る長期評

価 の評価文の一部 を追加修正＊24するに とどめた （同号 証10及 び11ペ

ー ジ）。

（ウ）平成15年 に公表 された石橋 克彦 「史料地 震学で探る1677年 延宝

房総 沖津 波地震 」 （丙B第3号 証）に お いて ，「長期 評価 の見解」が延宝

房総沖地震を取 り込んだ ことについて異論が述べ られていること（被告

国第42準 備書面第4の4（5） ）

同論文 は，延宝房総 沖地震 について，同地震 による各地の津波の状況

や震度分布 に基づき，同地震の規模 を 「気象庁マグニチュー ドに相当す

るMは ， （中略）6．5程 度 か も しれ ない」 と し， 「地震調査研究推進本

部地震調査委員会 （2002） の見解 （この地震 は房 総沖 の海溝i寄 りで発

生 したM8ク ラスのプ レー ト間地震 ）は疑 問である」 （丙B第3号 証38

＊23被 告 国第42準 備書 面第6の2（2） オ （72，73ペ ージ）の とお り，長期 評価 の信頼度 につ いて

は，平成14年8月 開催 の第21回 政策 委員会 におい て，防災機 関が長 期評価 の利 用 につ いての

検討 を行 う際には，そ の精粗 に関す る情報が必 要で ある との意見が 出た こ とを契機 に検討 が始 ま

り，平成15年3月 以 降に公 表 され る長 期評価 か ら信頼度 が付 され る こと とな り，後 に，過 去の

もの にも遡 って信 頼度 が付 され るに至っ た との経緯 が あった （丙A第125号 証，第180な い

し第182号 証）。

この点 につ いては，政策委員会 において ，長 年，各種委員や 部会長職 を歴任 して きた東北 大学

名誉 教授長谷川 昭氏 も，その意見 書 （丙B第71号 証）において，政策委 員会 にお ける長期評価 に

関す る議論状 況につい て述べた上 で，長 期評価 にお ける各 種見解 につ いて 「公表 内容の信頼性 に

は差が あ りますので，公 表 され る情報 の受 け手側 が， その公表 内容 を防災対策 に取 り入れ るに当

た って は， その信頼性 の程 度 を踏 まえた上で ， どの よ うな対策 に結び付 け るか を独 自に検討す る

こ とにな ります。」， 「信頼度 の高低 に応 じた使 い方 の幅 はあ ります 」 （同号証10ペ ー ジ）な どと

述 べてい るところで ある。

＊24追 加 部分 は， 丙A第119号 証21ペ ー ジの （3）の直前4行 「都 司 （1994）， …」か ら直 前1行

「…津波地震 と考 え られ る。」までの記載 である。
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7ペ ー ジ）と した上 ， 「本地 震 を1611年 三 陸沖 地震 （引用者 注 ：慶長

三 陸地震）・1896年 明治 三 陸津波 地震 と一括 して 『三陸沖北部か ら

房総沖の海溝寄 りのプレー ト間大地震 （津波地震）』 とい うグループを設

定 し，その活動の長期評価 をお こなった地震調査研究推進本部地震調査

委員会 （2002） の作 業は適切 ではない か も しれ ず，津波防災上まだ大

きな問題 が残 っている。」 （同号証387，388ペ ー ジ）と 「長 期評価

の見解」 に異 を唱えている。

（エ）平成15年 に公表 され た都 司嘉宣 「慶長16年 （1611） 三陸津波 の

特異性」（丙B第2号 証）では，慶長 三陸地震 につ いて 「長期評価の見解」

と異 なる考 え方が示 され ていること（被告国第42準 備 書 面第4の4

（6））

同論 文 では， 「慶長 三陸津波 の原因が地震であった とす るならば，そ

れは明治三陸津波の地震 と同 じよ うな，地震揺れの小 さく感 じられる『津

波地震』であったことになろう。 （中略）しか し，この見解は（中略）少々

不 自然である。」 （丙B第2号 証380ペ ー ジ）とした上 ，1998年 に

パ プア ニューギニア 国で発 生 した地震及びその後の津波に関す る海洋科

学技術セ ンターによる海底調査の結果に基づき発表 された 「津波発生の

直接原 因が，地震 によるものではなく，地震発生後遅れて発生 した海底

地滑 りによるものである」 （同号証381ペ ー ジ）とす る見解 な どを根 拠

と して， 「慶長三陸津波の発生原 因もまた，地震 によって誘発 された大

規模な海底地滑 りである可能性が高い。」 （同ページ）としている。

この論文で示 された見解は，「長期評価の見解」が1611年 に発 生

した慶長 三 陸津波 を 「津波地震」 （「長期評価 の見解」の定義では 「断

層が通常 よりゆっくりとずれて，人が感 じる揺れが小 さくても，発生す

る津波の規模が大きくなるような地震」）と位置づけていること（丙A第

119号 証3ペ ージ）とは異 な る見解 を示す ものである。
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（2）平成17年 に推進本 部が公 表 した 「全 国 を概観 した地震動予測地図」にお

いても，「長期評価の見解」は科学的根拠が乏 しいため，決定論的ハザー ド

解析の基礎資料 として取 り扱われなか った こと（被告国第42準 備書面 第6

の2（3） ア）

ア 推進 本部 では，総合基本施策 を公表 した平成11年4月 以 降，当面推進

すべ き地震調査研 究の筆頭に掲げた 「全国を概観 した地震動予測地図」を

作成するために，長期評価及び強震動評価 を実施 していたところであるが，

推進本部地震調査委員会は，平成17年3月 ， それ まで に実施 した長期評

価 （地震学者を主な委員 とす る長期評価部会で検討 したもの）及び強震動評

価 （地震工学等の専門家 を含めた委員か ら成 る強震動評価部会で検討 した

もの）を総合的に取 りま とめて， 「全国を概観 した地震動予測地図」 （丙A

第227号 証 の1な い し3） を公表 した。

イ 「全 国 を概 観 した地震動予測地図」は，「震源断層 を特定 した地震動予

測地図」 （決定論的地震動予測地図）と 「確率論的地震動予測地図」の二種

類 の地図か ら成 るところ， この うち， 「震源 断層 を特定 した地震動予測地

図」は，対象 とする地震 を特定 した上で，その地震 の将来の発生確率の大

小を考慮せず，あらか じめ想定 された形で地震が起きた場合 に， どのよう

な地震動が生 じるかを予測計算 し，その計算結果 を地図上に表示 したもの

である。つま り，「震源断層 を特定 した地震動予測地図」は，決定論的地

震ハザー ド解析の実施結果を地図上に表示 したものである。そのため，こ

の地図は，「決定論的地震動予測地図」 とも呼ばれ る。

この 「震源断層を特定 した地震動予測地図」は，平成17年3月 に公表

され た もの であ るが，それまでの長期評価の対象 となった地震の中から，

発生確率の高 さ及び評価に用い られた科学的デー タの充足性等を考慮 し

て，強震動評価部会及びその下の強震動予測手法検討分科会等での議論を

経て選定 された全12個 の地震 に対 して実施 され た強震 動評価 （決定論的
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評価）を取 りまとめたものである。そ して，その12の 地震 の 中に含 まれ

た海溝i型地震 は，科学 的デー タの量や質が良好であった宮城県沖の地震及

び三陸沖北部の地震のみであ り，「長期評価の見解」が示 した 日本海溝沿

いの津波地震は，それ らに比べて科学的データが少ない上，震源断層を特

定す るに足 りる知見がない として，強震動評価の検討対象地震 には含まれ

ず，それゆえ， 「震源断層を特定 した地震動予測地図」の基礎資料には さ

れなかった （丙A第227号 証 の1・2・54ペ ー ジ， 同号証 の3・17

4，221ペ ー ジ）。

ウ これ に対 し， 「確 率 論的地震動予測地 図」は，ある一定期間内に，ある

地域が強い揺れに見舞われる可能性 を確率論的手法を用いて評価 し，地図

上に確率で表示 したものであるところ，同地図を作成す る際に基礎資料 と

して用い られる地震は，発生可能性があると考 えることができる全ての地

震であ り，長期評価の対象 となった地震はもとより，あらか じめ震源断層

を特定 しに くい地震な ど，いわゆる 「科学的に否定できない知見」に基づ

く地震 も広 く計算対象 に含 まれ る。

このよ うに， 「確率論的地震動予測地図」の作成の際に基礎資料 として

用い られた地震は， 「科学的に否定できない知見」に基づ く地震 を含む発

生可能性があると考え られる全ての地震であったため，「長期評価の見解」

が示 した津波地震の発生可能性に関する知見 も，科学的に否定できないも

の として前記地図の作成の際の基礎資料 として取 り込まれ ることとなっ

た。具体的には，前記津波地震は，震源域の位置について，領域内にプ レ

ー ト境界 に沿って長 さ200キ ロメー トル，幅50キ ロメー トルの断層面

を南北7列 ，東西2列 に並べ て，そのいずれ かで等確率で地震が発生す る

と仮定 してモデル化 された （丙A第227号 証 の2・55，70ペ ー ジ）上

で ，各 地点 ご とに実施 される確率論的地震ハザー ド解析に用い られている。

エ このように，推進本部によって公表 された各種長期評価で示 された様々
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な科学的知見は，推進本部内において も，その知見に伴 う科学的根拠の有

無 ・程度に合わせた取扱いが されていた。すなわち，推進本部では，各種

長期評価で示 された様々な科学的知見の うち，十分な科学的根拠に裏付け

られている知見については， 「確率論的地震動予測地図」の基礎資料 とし

て取 り扱われ るだけでなく，決定論的な 「震源断層 を特定 した地震動予測

地図」の基礎資料 としても取 り扱われ る一方で，科学的根拠が乏 しい知見

については，「確率論的地震動予測地図」の基礎資料 としてのみ取 り扱わ

れている。そ して，本訴訟で問題 となってい る 「長期評価の見解」は，推

進本部内においても，科学的根拠の乏 しい知見 として， 「確率論的地震動

予測地図」の基礎資料 としてのみ取 り扱われていた （推進本部は，平成1

7年 以 降 も長期 評価及 び強震動評価 の追加 ・見直 しを行い；それ らを踏ま

えて 「震源断層を特定 した地震動予測地図」 を改訂 して公表 しているが，

「長期評価の見解」が示 した 日本海溝沿いの津波地震が強震動評価の対象

とされたことはない。）。

そ して，この 「長期評価の見解」を確率論 との関係でのみ取 り扱 うこと

とした推進本部の対応 は，前記5で 述べ た，平成14年8月 に保安 院が了

承 した一審被告東 電の方針 と軌を一にするものである。

（3）平成18年 に公表 された 中央防災会議報告 （日本海溝 ・千島海溝報告書）の

策定に当た り，中央防災会議において，地震学のみならず，津波学や工学等

の専門家か ら成る専門調査会で 「長期評価の見解」について検討 した結果，

「長期評価の見解」は将来の地震の発生可能性が客観的かつ合理的根拠に裏

付 けられた見解ではないと判断 された こと（被告国第42準 備書 面第6の4

（1））

ア 被 告 国は，平成13年1月 の省 庁再編以 降， 中央 防災会議 において，特

に切迫性が指摘 されていた東南海，南海地震等の地震防災対策や防災に関

連する情報の共有化等の課題 に取 り組み，各専門調査会 にて検討を してい
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た ところ，平成15年 の宮城 県沖地震 の発 生等 に よ り東北 ・北海道地方の

地震防災対策強化の必要性が高まったのを契機 に，同年7月 ， 中央防災会

議 に 日本海溝 ・千 島海溝専門調査会を設置することを決定 し，北海道及び

東北地方を中心 とする地域に影響を及ぼす地震の うち，特に 日本海溝 ・千

島海溝周辺海溝型地震に着 目して，防災対策の対象 とすべき地震 を選定 し

た上，地震の揺れの強 さや津波の高 さ等を推計す るなどし，平成18年 に

その結果 を 中央 防災会議報 告 （日本海溝 ・千島海溝報告書。乙A第9号 証）

に取 りま とめて公表 した。 なお， 「長期評価 の見解」は前記調査会の設置

前 に公表 されたものであるが，内閣府は，同見解が持つ不確実性 と，これ

を防災対策の検討 などに用いる際に別途検討すべ き問題点があることにつ

いて既 に認識 してお り， 「長期評価の見解」の発表当 日，その 旨を防災機

関対応方針 として公表 している（丙B第89号 証）。

ところで ， 中央 防災会議 は，「長期評価の見解」が福 島県沖における発

生可能性に関す る具体的な根拠 も断層モデルも示 さず，単に発生確率を示

したのみであったことから，このままでは 「行政行為を行 うに足る説得力」

（甲A第3号 証307ペ ー ジ）がない，つま り規制権 限の根拠た り得ない と

判断 し，その検討の過程において，「長期評価の見解」及びその後 に得 ら

れた科学的知見をも検討対象 に加え，次に述べる北海道 ワーキンググルー

プにおいて改めて断層モデルの検討を行 ったものであるが，結論 として，

三陸沖北部の地震，宮城県沖の地震，明治三陸タイプの地震 （明治三陸地

震 の震源域の領域で発生す る津波地震）等を検討対象地震 とす る一方で，

福 島県沖海溝沿いの領域における津波地震 については検討対象 として採用

しなかった。つま り， 「長期評価の見解」は採用 されていないのである。

そ して，その結果，中央防災会議報告において防災対策の検討対象 とし

た地震による海岸での津波高 さの最大値は，福島第一発電所がある福島県

双葉郡大熊町において5メ ー トル （T．P． 基 準）を超 えない もの と判 断さ
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れ，その周辺 自治体の津波高 さも最大で5メ ー トル 前後 と判断 され た ので

あ る（乙A第9号 証65ペ ー ジ）。

イ しか る ところ，前記 アの中央防災会議報告における結論は，谷岡教授及

び笠原名誉教授 が，「最終的に中央防災会議 『日本海溝 ・千島海溝周辺海

溝型地震に関す る専門調査会』で出された結論は，北海道WGの 議 論や結

論 を踏 ま えて 出 され た ものにな ります。」 （丙B第58号 証 〔谷 岡教授意 見

書〕15ペ ー ジ）， 「北海道WGに つ いて は， （中略）専 門調査 会か らの付託

事項 についての検討 を行ったもので，その中では，三陸から房総まで入れ

て，特に大きな津波をもた らしたプレー ト間地震等の検討 もされていると

ころ，そこで明治三陸地震のよ うな津波地震をどのよ うに考 えるべきかに

ついて も議論が されま した。 （中略）津波地震 としての明治三陸地震にっい

ては，慶長三陸地震 との繰 り返 し性を前提に三陸沖の領域でモデル を置き，

防災対策 として取 り入れた報告をしている一方，他の領域において明治三

陸地震 と同様の津波地震が発生 しうる見解 に沿った防災対策は提唱 され る

に至っていませんが， これは先のような北海道WGで の検討 を踏 ま えて報

告 され た もの でした。」 （丙B第59号 証 〔笠原教授意 見書 〕8な い し10

ペ ー ジ）と述 べ てい る とお り， 日本海溝 ・千島海溝専門調査会が北海道 ワ

ーキンググループに検討 を委託 し，同ワーキンググループが専門技術的検

討 を行った結果 を踏まえて出されたものである。

ウ そ して，谷岡教授及び笠原名誉教授が，「北海道WGは ， 中央 防災会議

が防 災対策 の対象 とすべ き地震を検討するために設置 されたワーキンググ

ループで したので，その中で，福島県沖や茨城県沖などの他の領域で も過

去に明治三陸地震のよ うな津波地震が発生 してきたのであれば，当然，防

災対策の対象 とすべきと考えることになるのですが，明治三陸地震のよ う

な津波地震 については， （中略）そのメカニズムが解明 されるに至っていま

せんで した し， （中略）私 を含む多 くの地震学者が津波地震を研究 し，様々
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な仮説 を提唱 してきたものの，これ らの多 くは，明治三陸地震 のような津

波地震は，限 られた領域や特殊な条件が揃った場合にのみ発生する可能性

が高いとい うもので した。ですか ら，私は，地震学者 として，第2回 会合

では， （中略）同 じよ うな説明を しま した。私は，この説明の中で，瀬野博

士の論文にも言及 しま したし，議論の中では，確 か，佐竹博士か ら，鶴博

士の論文だったかははっき り覚えていないものの，ホルス ト・グラベ ン構

造について，三陸沖と福 島県沖の比較に関す る最新の知見についても言及

があるなどした ものと記憶 しています。そ して，北海道WGで は，明治三

陸地震 の よ うな津波 地震は，限られた領域や特殊 な条件が揃 った場合にの

み発生す る可能性が高い とい う方向性 に異論は出 されませんで した。その

結果，北海道WGで は， （中略）明治 三陸地震 については三陸沖北部か ら三

陸沖中部の海溝軸 付近のプ レー ト間地震 としてのみ考慮 され，明治三陸地

震のような津波地震を福 島県沖や茨城県沖などでも発生す る可能性がある

ものとして取 り扱 うべ きとはされませんでした。ただ し，千葉県沖にっい

ては1677年 延 宝房 総沖地震 が発 生 してお り，この地震については震源

過程が特定できていないものの，留意事項 としての記述を残すべきとしま

した。」 （丙B第58号 証 〔谷 岡教授 意見書〕15な い し17ペ ー ジ）， 「北

海道WGで ，谷 岡先 生が津波地震 に関す る当時の地震学分野における知見

の集積状況について説明 し，その後，審議がされています。 （中略）その際

は，谷岡先生か ら，津波地震に関す る知見の説明があった後，委員の間で，

三陸沖 とその他の 日本海溝給 いの領域 におけるホルス トグラベ ン構造や堆

積物の集積モデルの違いや，近年の観測結果についての言及があり，明治

三陸地震のよ うな津波地震は，限られた領域や特殊 な条件下でのみ発生す

る可能性が高いのではないか とい う方向性 での意見が出て，その方向性に

異論が出ていなかった と記憶 しています。」 （丙B第59号 証 〔笠原教授意

見書〕9ペ ー ジ）と述べ る とお り，北海道 ワーキンググループでは，谷岡
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・佐竹論文の内容や， 「長期評価 の見解」の公表後に示 された海底地形及

び海溝軸 付近の堆積物の形状等に関す る最新の調査結果が，津波地震は特

定の領域や特定の条件下でのみ発生する極めて特殊 な地震であるとい う考

え方を補強するものであり，かつ，明治三陸地震 クラスの津波地震が福島

県沖で発生す る可能性について否定的に働 くものであった こと（前記 （1）

イ）な どを踏 ま えた議論 が行 われてお り，その結果 として，平成18年 時

点 にお いて も， 「長期評 価 の見解」は地震地体構造の知見 として客観的か

つ合理的根拠に裏付 けられたものではない と判断 されていたのである。

（4）平 成21年 の推進 本部 に よる長期評価 の 一部改訂においても，「長期評価

の見解」について，客観的かつ合理的根拠 を与えるような新たな記載がされ

ていないこと（被告国第42準 備書面第6の2（3） イ）

推進 本部地震調 査委員会 は，地震に関す る最新の情報を提供す るため，平

成20年5． 月8日 に発生 した茨城県 沖地震 に よ り得 られた新たな科学的知見

を取 り入れ るとともに，平成14年 の長 期評価公表 時点 か ら時間が経過 した

こと等 を踏まえ，平成21年3月 に長 期評 価 の一部 改訂 を行 っている（乙A

第13号 証 ）。 しか る ところ，改訂 後 の長期評価 では，新たな科学的知見の

集積 があった茨城県沖については新たな記述や評価 が加 え られているほか

（同号証12及 び14ペ ー ジ等），三陸沖北部 のプ レー ト間大地震など，科学

的根拠が豊富でBPT分 布 に よる確 率評価 が可能 であった地震については，

時間の経過 に伴 う発生確率の更新等が行 われてい るが （同号証13ペ ー ジ表

4－1参 照）， 「長期 評価 の見解 」 に関す る記載は，平成14年 の策 定 当初

とほ ぼ同一 のままで あるほか （同号証9ペ ー ジ等），ボア ソン分布 に よる確率

評価のままであることから，発生確率の更新 も行われていない。

つま り， 「長期評価 の見解」については，平成14年 の公表 当時 か らこれ

を裏付 け る新たな科学的知見の集積がなかったが故に，新たな記述や評価が

加 えられてお らず，確率評価手法にも変更がなかったのであ り，かかる事実
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経過は， 「長期評価の見解」が，平成21年 時点 におい て もなお 「理学 的に

否 定できない見解」のままで，三陸沖北部か ら房総沖にかけての領域を一体

とみなす ことについて，地震地体構造上，客観的かつ合理的根拠 を与えるよ

うな新たな科学的知見が公表 されていない状況であったことを裏付けている

ものである。

（5）平成21年 度か ら平成23年 度 にか けて開催 され た土木学会の第4期 津波

評価部会 で は 「長期 評価の見解」を踏まえた波源モデル設定に関す る検討が

行われたところ，同見解が客観的かつ合理的根拠に裏付けられた知見である

とは判断されなか った こと（明治三陸地震の波源モデルを福島県沖の海溝寄

りに移す という考 え方が否定 されたこと）（被告国第42準 備書 面第6の4

（6））

ア 第4期 土木 学会原子 力土木委員会 津波評価部会では，被告東電の委託＊24

を受 けて：津波評 価技術 の改訂 に向けた議論をす る中で，福島県沖の海溝寄

りを津波地震の発生領域に含 めるとした場合に設定すべ き基準断層モデル

の検討が された。その中では，「長期評価の見解」のほか，三陸沖の海溝

寄 りの領域 と福 島県沖の海溝寄 りの領域では海底地形 ・地質が異なってい

ることや，確率論的津波ハザー ド解析の開発途上に実施 した平成20年 度

＊24な お，被告国第42準 備 書面第6の4（5） の とお り，被告東 電は，平成20年10月16日 か ら

同年12月10日 にかけて，首藤名 誉教授，佐竹証 人，高橋教授 ，今村教授及 び阿部教授 に対 し，

東 電津波 対応方 針 （土木学会 に研 究 を委託 した上 で，耐震バ ックチ ェックまで に研 究が間 に合 わ

ないの であれ ば，耐震バ ックチ ェ ックには既存 の津波評価技術 に基づ く津 波評価 で対応す るが，

研 究 の結 果 として必要 と され る対 策 につ いては被告 東電 が確 実 に行 うとい う方針 ）を説明 し，意

見 を聴取 したが，各 専門家 は，東電津波対応 方針 につ いて了承 す るか， 明確 な異論 を唱えず，少

な くとも， 「長 期評価 の見解 」 を直 ちに決 定論的 に取 り扱 うべ き との意見 を述べ るこ とはなか っ

た （丙B第114号 証 の4［ 高尾 証言資料資料142な い し145及 び154］ ・右 下部のペー ジ

数 で589な い し594及 び608ペ ージ）。
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アンケー トの結果な どの最新の知見を考慮 した上で，三陸沖北部 と福島県

沖 とで地震地体構造区分が同 じとみなすことはできない として，明治三陸

地震の波源モデル を三陸沖北部か ら福島県沖の海溝寄 りの基準断層モデル

とするとの考え方 を否定す る方向で議論が進んでいた。

イ また，第4期 土木学会原子 力土木委員会津 波評価部会では，平成19年

以降，延宝房総 沖地震 に関す る知見の進展等があったため，事業者側の 自

主的な取組 として，延宝房総沖地震の波源モデルを 「参考」にしつつ，福

島県沖を含む 日本海溝沿いの津波地震に関す る新たな波源モデルを構築 す

るとい う方向で検討が進 められていたが，福 島第一発電所事故の時点では，

波源モデル を構築するには至っていなかった。そのような状況において，

福島第一発電所事故が発生 したことから，土木学会では，平成23年 度以

降，東北地 方太平洋沖 地震 に関する検討等を優先せ ざるを得なくな り，新

たな波源モデルの構築を中止することとした。そのため，現時点において

も，福島県沖を含む 日本海溝二沿いの津波地震 に関する新たな波源モデルは

示 されていない （丙B第77号 証 の1［ 今村 教授証 人調 書］34，35，

86な い し88ペ ー ジ）。

ウ この よ うに，福 島第 一発電所事故直前の平成21年 度 か ら平成23年 度

にかけて開催 され た第4期 土木学会原子 力土木委員会津 波評価部会では，

正に， 「長期評価の見解」が地震地体構造の知見 として客観的かつ合理的

根拠に裏付 けられた科学的知見かどうかが検討 されていたが，その検討に

おいては，同見解はそのまま規制に取 り込める程度に客観的かつ合理的根

拠に裏付 けられた科学的知見であるとは判断 されなかったものである。

（6）保安院 内 にお ける調査 の過 程 において も，「長期評価の見解」が客観 的か

つ合理的根拠 に裏付けられた科学的知見 として評価 され ることがなかったこ

と
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ア は じめに

（ア）保安院においては，耐震安全性に関わる新たな知見を継続的に収集す

るな どの調査検討を行い，規制に取 り入れるべき知見を収集 した場合に

は，その科学的知見を裏付 ける科学的根拠の程度に応 じて，新設炉に対

する安全審査 に用い る指針類 の改定等に反映 させ るな どしてきたほか，

既設炉に対 しても，最新の知見に照 らし合わせた安全性の維持 向上のた

め，新たな指針i類へ の適 合性 や 当該 知 見 に照 ら した安全性の再確認 （い

わゆるバ ックチェック）を実施するな どして（丙B第90号 証 の1，2及

び第91号 証1ペ ー ジ），新 た な知 見 に対す る調査検討結果 を踏 まえて

適時適切に規制権限の発動の要否 ・可否を判断 してきた。津波に対す る

安全性評価の関係 でいえば，通産省が，平成5年 に，北海道 南西沖地震

（平成5年 ）の発生 を踏 ま えて，電気 事業連合会 （電事連）に対 し，全ての

原子力発電所の津波に対する安全性 を評価 （数値計算）して報告するよう

に求めた り（丙A第20号 証， 甲A第27号 証），平成9年 か ら平成10

年 にかけて，4省 庁報 告 （案 ）を踏 ま えて，電事連に対 し，改めて全ての

原子力発電所の津波に対する安全性 を評価 （数値計算結果）して報告す る

よ うに求めた り（丙B第92な い し第94号 証）す るな どして きた。

（イ）本件で問題 となっている地震及び津波の科学的知見についていえば，

保安院は，以下のとお り，財団法人原子力発電技術機構i（NUPEC） や

JNESを 通 じて地震 や津波 に関す る科学 的知見を収集す る仕組みを構

築す るだけでなく，溢水勉強会や平成18年 に指示 した既設 炉 に対す る

耐震バ ックチェックを通 じて，地震や津波に対す る科学的知見を収集 し

ていた。 しか しなが ら，三陸沖の海溝寄 りの領域か ら房総沖の海溝寄 り

の領域 までを一体 とみなす 「長期評価 の見解」については，前記5（1）

の とお り，保 安院 が，平成14年8月 に，科学 的根 拠 に裏付 け られた科

学的知見であるとはいえない と判断 して以降も，その正当性を裏付 ける
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科学的知見や科学的根拠が発表 されていない状況であったため，以下の

とお り，前記のような知見の収集の仕組みの中で，直ちに規制に取 り入

れ られ るべ き科学的知見 として取 り扱 われ るこ とはなかった ものであ

る。

このような保安院の調査状況か らすれば，被告国は，平成14年8月

以 降 も， 「長 期評価 の見解 」 に対す る調査 を十分に行った と評価 され る

べきである。以下詳述す る。

イNUPECや 安全情報検討会 に よる情報 収集 において「長期評価の見解」

が取 り上げ られていなか った こと（被告国第42準 備書 面第6の4（2） イ）

保安 院 は，平成15年11． 月まで ，外 部組 織 （NUPEC） に委託 して，

地震及 び津波 に関す る新たな知見の収集検討事業を行 っていたところ，同

月か らは，同事業が同年10月 に設立 されたJNESの 事業 となったた め，

保安 院 は，JNESと 連携 して科学 的知 見 を収集 し，必要な規制上の対応

を行 うために，同年11月6日 に 「安 全情報検討会 」 を立 ち上げて，新知

見についての調査 を行 うこととした （丙B第95号 証 ，丙A第199号 証

184，185ペ ー ジ，丙C第1号 証43ペ ー ジ，丙A第204号 証 の2

・9ペ ー ジ，第203号 証241，242ペ ージ）。 そ して，保安 院 は，

平成16年12月 に発 生 したスマ トラ沖地震 に伴 う津波によりイン ドの原

子力発電所で溢水事故が起きたことを受け，原子力発電所 における津波対

策の現状を改めて整理 した上で，平成17年6月 の第33回 安全情報検討

会 か ら外部溢 水 問題 について本格的な検討を開始 し（丙A第29号 証4ペ

ー ジ），福 島第 一発 電所事故 直前である平成23年1月 の第129回 安 全

情報検討 会 まで情報 収集 に努めた （丙B第96号 証 の1及 び2） 。

しか しなが ら， このNUPECや 安全情 報検討 会 を通 じた情報収集にお

いて，「長期評価 の見解」が取 り上げられることはなかった。

ウ 溢水勉強会において 「長期評価の見解」が取 り上げられていなかったこ
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と（被告国第42準 備書面 第6の4（2） ウ）

保 安院 は，平成18年1月 に，事 業者 に働 きかけて 「溢水勉強会」を立

ち上げ（丙A第30号 証 の2） ，平成19年4月 に報告 書 をま とめ るまでの

間，10回 にわた って ，外部溢 水対策 についての情報収集を行ったが，そ

の中で， 「長期評価の見解」が取 り上げ られ ることはなかった （丙A第3

5号 証の1・1，3枚 目，第35号 証 の2， 甲A第39号 証 の2・1ペ ー

ジ）。

工 福 島第 一 発電 所事 故前の耐震バ ックチ ェック報告書の審議等の過程で

も，専門家から 「長期評価の見解」に基づ く津波対策の必要性 を示唆する

意見が述べ られ ることはなかった こと

被告国は，平成18年9月 に改定 された耐震設計審 査指針 に津波に対す

る安全性評価が盛 り込まれたのに伴い，既設炉に対す るバ ックチェックを

行い，事業者の設計上の想定が最新の知見を十分反映 したものとなってい

るか，事業者に報告 させた上で，有識者か ら成る審議会にて検討すること

になった。 そのため，溢水勉強会 では，外部溢水 については耐震バ ック

チェックの中で見てい くことになると整理 され，耐震バ ックチェックこそ

が外部溢水についての科学的知見に客観的かつ合理的根拠があるか否かを

審理する場 とされた。

しか しながら，以下の（ア）ない し（ウ）の とお り，JNES及 び東 北電力 は，

この耐震 バ ックチ ェックで波源モデルの位置 を検討す るに当たって，「長

期評価の見解」の領域 区分を採用 しなかったものであるし，福島第一発電

所の耐震バ ックチェックにおいても，専門家か ら，「長期評価の見解」の

領域 区分に基づいて津波の解析 ・評価をす る必要があるとの意見が表明さ

れ ることはなかった。

（ア）JNESは ，平成21年5月 の 時点において，三 陸沖北部 と福島県沖

を一体とみなす 「長期評価の見解」の領域区分を採用 しなかったこと（被
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告国第42準 備書面 第6の4（4） ア）

保 安院 は，事業者 か ら津波に対する安全性 を内容に含むバ ックチェッ

ク（最終）報告書が提出 された後に，様々な分野の専門家の集 う審議会に

おいて同報告書について議論 し，その妥当性 を確認す ることとしていた

ところ，その審議に先立ち，技術支援機関であるJNESに お いて，津

波 に対す る安全性 に関するクロスチェック解析の準備 として，平成21

年5月 までに，既往 津波や海 底活断層 に関する文献 を調査 して整理 させ

た上で， これを考慮 して検討すべき津波波源及び解析条件を整備 させて

いた （丙B第97号 証liペ ー ジ）。

しか しなが ら，JNESは ，前記調査 に関す る報告書 にお いて，既往

津波に関す る文献調査の整理の過程では 「長期評価の見解」に言及 して

いるものの（同号証3－4及 び3－7ペ ー ジ），具 体的 な波源 モデルの設

定及び解析結果を示すに当たっては，中央防災会議等の波源モデル及び

領域区分 を採用 し（同号証4－8及 び6－1ペ ー ジ），三陸沖 北部 と福 島

県沖 を一体 とみなす 「長期評価の見解」の領域 区分を採用 しなかった（同

号証5－47ペ ー ジ等 〔ただ し，同ペ ー ジ等 の 「東北」は 「東京」の誤

記，5－57ペ ー ジの 「1856」 は 「1896」 の誤記。〕）。

（イ）東北 電力及びJNESは ，平成22年11月 の時点 でも，三陸沖北部

か ら福 島県沖を一体 とみなす 「長期評価の見解」の領域区分 を採用 しな

か ったこと（被告国第42準 備書 面第6の4（4） イ）

また，JNESは ，保 安院 の指 示 を受 けて，平成22年4月 か ら，福

島第一 発電所 と同 じく東北地方太平洋岸 に位置する女川発電所につき，

東北電力がバ ックチェック最終報告書に盛 り込んで提出を予定 していた

津波評価の内容をあらか じめ入手 した上で，これに対するクロスチェッ

クを実施 して，最終報告書の審議 に備 えた準備 を進 めていた （丙B第9

8号 証 ）。
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そ して，JNESは ，平成22年11月 に 当該 ク ロスチ ェック解析 を

終 えて報告書 を作成 したが（丙B第98号 証）， 同報告書 において ，東北

電力もJNESも 「長期評価 の見解 」 の領域 区分 を採用 していない。

すなわち，東北電力は，図表9の とお り， 日本海溝 沿いで発生す る津

波地震 を対象 とする津波評価について，明治三陸地震による津波の痕跡

高を再現す る断層モデルを基準断層モデルに設定 した上でパラメータス

タディを実施 しているが，その断層位置 を，「長期評価の見解」ではな

く，津波評価技術の領域 区分に従 って，「領域3」 の範 囲 内で南北 にず

らして数値計算 をしている。その上で，東北電力は，保安院に対す る最

終報告書において，断層位置 を 「領域3」 の最南端 に設 定 した ケー ス を

最 大水位上昇ケース として報告する予定であった （同号証16ペ ー ジ，

19ペ ー ジ図5．2，20ペ ー ジ図5．3（1） 及び付録1・4ペ ー ジ）。

他 方，JNESは ，東 北電力が実施 した前 記パ ラメータスタディが適

切か どうかを確認するために，東北電力の最大水位上昇ケースについて，

断層位置，傾斜角，すべ り角を変更 した断層モデルを用いて解析 してい

るところ，その際も，断層位置 を前記の 「領域3」 の最 南端 よ りも更 に

南方 にず ら したパ ラメー・タスタディは実施 していない （同号証16ペ ー

ジ及び20ペ ー ジ図5．3（1） ）。 そ の上 で，JNESは ，津波地震 の発

生領域 にお ける東 北電力の波源設定には異議 をとどめることなく， 「事

業者の結果はJNESの 解析結果 とほぼ一致 してお り，事業者 の解析結

果は妥当であると判断 され る」（同号証42ペ ー ジ）と結論 づ けてい る。
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［図表9］ 丙B第98号証19，20ページより

平成22年11月 の 東 北電 力の津 波 想 定とJNESに よる専 門 技 術的 検 討結 果

H14津 波評価技術

領域1： ：ン〔、

1896年 明 治 三 陸

地 震 （Mw8．3）

．ば

叫 ．

も

（領域3：1896年明治三箇の規模唱当）

（領域4’1611年慶長三薩の規槙相当）

0

地震地体構造上の

同一性がある領域3

の範囲内でのみ波

源想定を行い，異な

る領域に明治三陸モ

デルの波源を移して
いない

さらに，図表10の とお り，JNESが ク ロスチ ェ ック解析 の際 に実

s施 したパ ラメー タス タデ ィの実施結果 （丙B98号 証31ペ ー ジ図6 ．

2及 び32ペ ー ジ表6．2〔 次ペ ージ図6．3（a） 〕）に よれ ば，明治三

陸地震 の波源モデル を前記 「領域3」 の最南端 に位 置づ けた事 業者最大

水位上昇ケース （JSCEO1＿High） は， 明治 三陸地震 の波源 モデ

ル の断層位置を北方に20キ ロメー トル移 動 させ た ケース （JSCEO

2）を上 回 る最大 遡上 高 とな り，JNESに よ る解 析 で も最 大水位 上昇

ケース となっている。そのため，このことか ら単純に推測すれば，仮に，

「長期評価の見解」に従って，明治三陸地震の波源モデル を前記の 「領
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域3」 の最南端 よ り更 に南方 にず らし，女川発電所 に沖合で正対するよ

うな位置に設定 して津波評価を行 った場合には，前記JSCEO1＿H

ighを 更 に上 回 る最大津波水位 が推計 され る可能性は否定できないと

考 えられる。

それ にもかかわ らず，東北電力及びJNESが ， 明治 三陸地震 の波源

モデル を前記の 「領域3」 の最 南端 よ り更 に南方 にず ら して津波評価 を

せず，津波評価技術の領域区分 に従って津波評価 を行っているのは，更

に断層位置を南に動かせば最大津波水位 を上回る可能性があると推測で

きた としても，それを示唆す る知見 （すなわち 「長期評価の見解」）の科

学的根拠が不十分であり，単にそ うなる可能性があることを科学的根拠

をもって否定できない とい う程度 にすぎないのであれば，科学的な合理

性 をもって策定された津波評価技術における領域区分を超 えて波源を設

定 し，改めて数値解析を実施すべき工学上の必要性はない と判断 したか

らにほかならない。
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［図表10］ 丙B第98号 証20，31ページより

平 成22年11月 の 東 北 電 力 の 津 波 想 定 とJNESに よる専 門 技 術 的 検 討 結 果

領域3の 最南端 ｛」SCEO1＿High）より

更 に南 に波源 を移せ ば，想定遡

① 上高 が上昇する可能性 があるが ，

＄
地震地体構造上の同一性がなく，

波源を移すための科学的根拠が
③ あるとは判断されていない
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以上か ら明らかなように，JNES及 び東北 電力 は，平成22年 当時 ，

「長期評 価 の見解」 に対する調査検討の結果 として，三陸沖北部 と福島

県沖を一体に見る 「長期評価の見解」を，科学的根拠をもって否定でき

ないとい うレベルの知見 と位置づけていたのである。

（ウ）被告東電が保安院に提出 した福島第一発電所の耐震バ ックチェック中

間報告書の妥当性を巡る審議会での議論においても，「長期評価の見解」

に基づ く地震動評価又は津波評価 を実施する必要がある旨の意見が表明

されなかった こと（被告国第42準 備書面第6の4（2） エ）

さ らに，保安 院は，福 島第一発電所事故前，同発電所について，被告

東電が提 出した耐震バ ックチェック中間報告書の妥当性を多様な分野の

専門家を入れた審議会 （合同ワーキンググループ等）にて審議 し，評価書

142



を公表 していた ところであるが，平成21年6月24日 の第32回 合 同

WG及 び 同年7月13日 の第33回 合 同WGに お いて，産業技術総合研

究所活 断層 ・地震研究センター長 （当時）の岡村委員から，貞観地震 ・津

波について，津波堆積物調査結果を中心 とす る新たな知見の進展が見 ら

れていたことを踏まえて，基準地震動を策定す る際にその知見を考慮す

べきである旨の指摘がされたため，後に提出される耐震バ ックチェック

最終報告書の内容を審議する際には，貞観地震の知見の成熟度やその知

見に基づいた津波評価等 も審議す ることとした （丙B第83号 証 〔名 倉

氏 の証人尋 問調書〕12，14及 び19ペ ー ジ，丙A第37号 証24ペ

ー ジ）。

他方 で，前記 の審議 を通 じて，基準地震動又は後の津波の評価に当た

り，「長期評価の見解」に基づいて福島県沖の海溝寄 りの領域でMt8．

2前 後 の津波 地震 が発 生す る ことを想定 して解析 ・評価を実施する必要

があるとい う意見は，専門家の誰か らも表明され ることはなかった。

このように，保安院は，平成21年 当時，福 島第一発電所 の津波 に対

する評価 を行 うに当たっては，被告東電か らバ ックチェック最終報告書

の提出を受けた上でJNESに よる クロスチ ェ ック解析 を実施 し，両者

を突き合わせ るなどして専門家を入れた審議会において議論 を行い，そ

の評価の妥当性 を審議す ることとしていた ところであるが，その過程で，

貞観津波について，新たに集積 されつつあった津波堆積物調査等の科学

的知見を踏まえ，必要に応 じて適切な対応 を採 らせ る方針 としていた一

方で，三陸沖北部 と福島県沖を一体に見る 「長期評価 の見解」について

同様の方針 を採 っていなかったのは，「長期評価 の見解」が，貞観津波

とは異な り，その公表後 も裏付けとなる科学的知見が上積み され ること

はな く，専門家か らも同見解 に基づいて波源の位置設定をすべきとの意

見が表明されなかった ことによるものである。
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オ 保安院の科学的知見の収集及び評価においても，「長期評価の見解」は

直ちに規制に取 り込むべ き知見とはされなか ったこと（被告国第42準 備

書面第6の4（2） オ）

保 安院 は，事 業者 及 びJNESか ら地震 や津波 な どの科学 的知 見 を収集

する新たな仕組みを再構築するため，平成22年12月16日 付 け 「原子

力施 設 の耐震安全性 に係 る新たな科学的 ・技術的知見の継続的な収集及び

評価への反映等のための取組 について（平成21年 度）」と題す る報告書 （丙

B第34号 証）を取 りま とめ，地震及 び津 波についての情報収集の仕組み

を再構築 した。そ して，同報告書では，長期評価等の集大成 として平成1

7年3月 に公表 され，以後 毎年 改訂 され ていた推進本部の 「全国地震動予

測地図」の原子力規制における位置づ けが，専門家の審議を踏まえて，「新

知 見情報」ではな く， 「新知見関連情報」 と位置づ けられたほか （同号証

11ペ ー ジ），平成21年9月 に改訂 され た 「長期 評価 の見解 」を含む長

期評価 に至っては， 「参考情報」に位置づけ られるに とどま り（同号証付

録8ペ ー ジ）， 「長期 評価 の見解 」 を規制に直ちに反映する必要がある と

は判断 されなかった。

力 小括

このよ うに，保安院は，地震及び津波 についての科学的知見を収集す る

仕組みを設けていたものの，平成14年8月 に 「長期 評価 の見解 」 は審議

会等 の検証に耐 え得る程度に客観的かつ合理的根拠に裏付けられた科学的

知見であるとはいえないと判断 して以降も，その正 当性 を裏付ける科学的

知見や科学的根拠が発表 されていない状況であったため，そのような知見

の収集の仕組みの中で，「長期評価の見解」が規制 に取 り入れ られ るべき

科学的知見 として取 り上げ られることはなかった。 このような保安院の調

査の状況からすれば，福島第一発電所事故以前において，保安院に 「長期

評価の見解」についての調査が不十分であった とは到底いえない。
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（7）ま とめ

前記 （1）ない し（6）の とお り，三陸沖 の海溝 寄 りの領域か ら房総沖の海溝寄

りの領域までを一体 とみなす 「長期評価の見解」については，保安院が審議

会等の検証に耐 え得 る程度に客観的かつ合理的根拠に裏付けられた地震地体

構造の知見ではない と判断 した平成14年8月 以 降 も， 「長期評 価 の見解」

を裏付ける科学的知見や科学的根拠が発表 されていなかったばか りか，これ

と矛盾す る科学的知見や科学的根拠ばか りが発表 されていた状況にあったた

め，推進本部，中央防災会議及び土木学会における様々な専門家の議論 にお

いても， 「長期評価の見解」が科学的根拠に裏付け られた科学的知見である

とは評価 されていなかったものである。そのため，保安院は，平成14年8

月以 降 も，JNESや 耐震バ ックチ ェ ックな どを通 じて継続的に地震や津波

に対す る科学的知見を調査 していたものの， 「長期評価の見解」が規制 に取

り入れ られるべき科学的知見 として取 り上げ られていない状況に照 らして，

「長期評価 の見解」は規制に取 り入れ るだけの客観的かつ合理的根拠に裏付

けられた知見ではない との状況に変化 は生 じていない と評価 し続けていたも

のである。

そ うする と，保安院は， 「長期評価 の見解」 について調査 を十分 に行 った

結果， 「長期評価 の見解」は規制に取 り入れ るだけの客観的かつ合理的根拠

に裏付け られていると評価 される状況 に至っていない と判断 していたもので

あ り，その判断は当時の科学的知見の進展状況に照 らして合理的であった と

い うことができるから，保安院が，福島第一発電所 について，津波に対す る

安全性の審査又は判断の基準の適合性に変化は生 じていないと評価 して規制

権 限を行使 しなかったことが著 しく不合理であると評価 され る余地はないと

い うべきである。

なお，原告 らは，「長期評価の見解」が想定 してい る明治三陸地震以外の

地震の波源モデルであっても，当該モデル を福島県沖の 日本海溝沿いの領域
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にそのまま移 して想定津波を決めるべ きであったとも主張しているよ うであ

る（2020（ 令和2） 年3．月12日 付 け原 告 ら準備 書 面 （78） 第3， 第4・

14な い し70ペ ー ジ）。 しか しなが ら，想 定津 波の波源を設定す るために

は，設定す る波源モデルの地震の発生領域 と福島県沖の 日本海溝沿いの領域

との間に 「地震地体構造の同一性」が認め られ る必要があるところ， 「長期

評価の見解」が，明治三陸地震 とともに，「三陸沖北部から房総沖の海溝寄

り」にかけての 「津波地震」 と 「判断」 した延宝房総沖地震及び慶長三陸地

震 （丙A第119号 証10ペ ー ジ）が発 生 した各領域 と福 島県沖の 日本海溝1沿

いの領 域 との間 に， いず れ も 「地震地体構造の同一性」が認め られない状況

であった ことは，被告国第32準 備書 面第2（10な い し29ペ ー ジ）で述べ

た とお りであ る （被告国第42準 備書 面第6の5） ＊25。

7福 島第一発 電所 における確率論 的津波ハザー ド解析手法の進展状況か らして

も，保安院が同発電所の津波対策について規制権限を行使する状況にはなか っ

たこと（被告国第42準 備書 面第7）

（1）保 安院 は，前記5の とお り，平成14年8． 月に 「長 期評価 の見解」 につ い

て調査検討を行 った結果 として，被告東電がこれを決定論的安全評価に取 り

入れない一方，確率論的安全評価には取 り入れていく方針を示 した ことを是

とした ものであるが，津波評価技術が策定 された平成14年2月 当時 ，既 に

原子力安全委員 会 において耐震設計審査指針の全面改定に向けた抜本的な議

論 （平成13年6月 開始）が行 われ ていた 中で，確 率論的安全評価 を前記指針

にどのよ うに取 り込むかに関す る議論が行 われていた上 （丙A第206号

＊25念 のため付言す るに，本件 地震 は， 「長期評価 の見解 」 にい う 「津波地震 」 （そ の意 義にっい て

は丙A第119号 証3ペ ー ジの脚 注2参 照）には該 当 しない。実 際，推進 本部 が平成31年2月

26日 に策 定 した 「日本海 溝沿 いの地 震活動 の長 期評価」 において は，本 件地震 は 「津波地震 の

定義 か ら外 れ る」 とされ てい る（丙B第224号 証 ・7ペ ー ジ）。
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証），将来的に，津波 に対す る安全性評価に確率論的手法が採用 され ること

も見込まれ る状況にあった（丙A第207号 証1ペ ー ジ 〔8枚 目〕）。

そ こで，土木 学会で は，平成14年2月 の津波評価 技術 の策 定 に引き続 き，
＼

平成15年6月 か ら平成17年9月 まで及び平成19年1月 か ら平成21年

3月 まで の2期 の間，津波評価 の更 な る高度化を図るため，確率論的津波ハ

ザー ド解析手法の研究開発を進 めることとなり，保安院においても，土木学

会に委員を派遣 していたことか ら，その後の確率論的津波ハザー ド解析手法

の実用化に向けた動向を把握 してお り（丙A第206号 証），将来 的に，津波

に対す る安全性評価に確率論的手法が採用 され ることも見込 まれる状況 に

あった （丙A第207号 証1ペ ー ジ 〔8枚 目〕）。

（2）また，保安 院は，JNESと ともに，被告東電等 の事業者 をオブザーバー

として参加 させた上で，「原子力発電所の津波評価及び設計においては，『原

子力発電所の津波評価技術』 （平成14年 ・土木 学会）に基づ き，過去最大の

津波はもとより発生の可能性が否定できない より大きな津波 を想定 している

ことか ら，津波に対す る発電所の安全性 は十分に確保 されているものと考 え

ている。今回，この想定を大きく上回る津波水位に対 して，あ くまでも仮定

‘ とい う位置づけで
，想定外津波に対するプラン トの耐力について検討を実施

した。」 （丙A第35号 証 の2・1枚 目）との趣 旨で，平成18年1月 か ら溢

水勉強会 を開催 していた ところ，この溢水勉強会では，前記の とお り念のた

めの影響評価 を行 った上で， 「引き続き津波PSAに つい て，適 宜，調査 検

討 を進 めてい くこと」 （甲A第39号 証 の2・1ペ ー ジ）とされ ，外部溢水 に

関 して，確率論的安全評価手法の確立に向けた調査検討を進めてい くとの結

論が採用 されるなどしていた。

このように，被告国は，土木学会 に参加 した り，溢水勉強会 を開催するな

どして，事業者や学協会 における津波に関す る確率論的安全評価手法の進展

状況の把握 に努めていた （もとよ り，原子力規制 にお ける津波に対する安全
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審査は，福 島第一発電所事故当時において も，決定論的安全評価に基づいて

行われてお り，その時点でいまだ手法が確立 していなかった確率論的安全評

価は，直ちにこれに依拠 して規制上の判断 を行 うことができるものではな

かった。）。

（3）その よ うな中，被 告東電 は，平成18年 に，確 率論 的津波 ハザー ド解析手

法の研究過程 においてマイア ミ論文 （甲A第41号 証 の1及 び2） を公表す る

な ど してい るほか，福島第一発電所1な い し6号 機 にお ける確 率論的津波ハ

ザー ド解析を実施 している（丙B第60号 証）。

そ こで は，津波の波源設置の 「不確 かさ」がロジックツリーの分岐に設 け

られているところ， 日本海溝沿いの津波地震発生に関 しては，津波地震が特

定の領域でのみ発生するとの見解 と，「長期評価の見解」を踏まえて三陸沖

か ら房総沖の海溝寄 りのどこでも津波地震が発生する との見解 とを前提 とし

た分岐を設 けた上でジ専門家意見のばらつ きを再現す るために専門家による

重み付けアンケー トが実施 されている＊26。

そ のア ンケー トの結果 を踏 ま えた計算結果では，図表11の とお り，福 島

第一発電所1号 機 にお いて，0．P． ＋10メ ー トル を超 える津波 が発 生す

る年 超過確 率は，10”5を 下 回 り10－6と の 間，つ ま り，10万 年 か ら1

00万 年 に1回 程度 の超過確 率 であ る と推 計 されている。この数値は，原子

力安全委員会安全 目標専門部会が平成18年4月 に同委員会 に報告 した性能

目標 の うち，原子炉施設のシビアアクシデン トの発生頻度の目安 となる炉心

＊26か かる検討で用い られた専門家意見のばらつきをロジックツリーの分岐 とその重み付けで再現

す るとい う手法は，福島第一発電所事故後 に公表 された 「確率論的津波ハザー ド解析の方法」

（丙A第209号 証），「津波PRA標 準」 （丙A第210号 証）及び 「津波評価技術2016」 （丙

A第213号 証）並びにこれ らを参照 しつつ行われている現行の基準適合性審査のいずれにおい

ても，その合理性が認 められているものであ り，確率論的津波ハザー ド解析結果が規制上の 「参

考情報 としての活用」に供 されるようになった現時点においてもなお通用する，合理的な手法に

より行われたものであると認められる。
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損傷頻度 （CDF）10－4／ 年程 度 （甲A第114号 証5，13及 び26ペ ー

ジ）を下回 る もので あ る ところ，原子力工学及び リスク評価 を専門 とす る山

口教授がその意見書 （丙B第12号 証12ペ ー ジ）で述べ るとお り，敷 地高さ

を超 える津波が到来 して も100パ ーセ ン ト炉 心損傷 に至 るわ けではないた

め，その ような津波の年超過確率が10－4／ 年 を下 回っ ていれ ば，炉 心損

傷頻度は更に低 くなる可能性 も指摘 されている。

［図表11］

確率論的津波ハザード解析手法の研究例

ヨ

甲A第41号 証の2・3ないし6ページより

丙B第60号 証別添資料1枚 目より

上昇側でO．P． 十

10メートルを超 える

津 波の年 超過確率

は10万 年か ら100

万年に1回 の確 率

（4）しか る ところ， 当該結果 は，それ 自体か ら直ちに津波対策の見直 しの要否

等 に関する工学的な判断を行 うことができる段階にはなかったものであるが

（丙B第60号 証8，9ペ ー ジ，丙B第66号 証13，14ペ ー ジ），山 口教
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授 が，その意見書 （2）（丙B第66号 証）にお いて 「原 子力安 全委員 会が20

06（ 平成18） 年 に公表 した性能 目標 にある炉 心損傷頻度は 『1．OE－0

4』 です か ら，上 のハ ザー ド曲線 におけるO．P． ＋10．Omの 津波 高 さ

を超 える津波 の発 生す る年超過確率は，この性能 目標 に適合 していると言え

ます。そ して，仮に本件事故前，東電の経営層が，長期評価の見解がロジッ

クツリーの分岐 として考慮 されてこのよ うな津波ハザー ド曲線 となった と担

当者か ら説明を受けたとして も，他の外的事象におけるハザー ド評価す ら見

ず に，地震や火災 と同程度又はそれ以上の優先度 を津波に与 えて， このハザ

ー ド曲線を根拠にO ．P． ＋10．Omの 敷地 が浸 水す る ことを想定 した施

設 ・設備め設計見直 しをするとの経営判断を行 うのは，常識的には難 しかっ

たろ うと思います。」 （同号証13，14ペ ー ジ）と述 べ てい る とお り，少な

くとも，福島第一発電所事故前の時点において行われた 「長期評価の見解」

についての専門家による重み付けアンケー トに基づいて得 られた リスク情報

の結果は，福島第一発電所の津波に対す る安全性に関 し，規制権限の行使が

検討 され るきっかけとなるよ うなものでもなかった。

（5）ちなみ に，確 率論 的ハザ ー ド解析手法 における年超過確率 と， 「長期評価

の見解」が示 した地震の発生確率 とは，その確率の意味及び有用性が大 きく

異なるものであるから，それ らの数値 を見る上では，その点について注意す

る必要がある。

すなわち，確率論的津波ハザー ド解析手法における年超過確率は，特定の

地点において敷地高を超 える津波が到来する頻度を推定す るものであるのに

対 し，「長期評価の見解」が示 した地震の発生確率は，示 された領域 内で特

定の地震が発生する確率を示 したものであって，特定の地点において敷地高

を超える津波が到来す る頻度 を推定 したものではないか ら，原子炉施設の津

波対策の安全性 を評価す る数値 とはな り得ないものである。

また，確率論的ハザー ド解析手法における年超過確率は，地震の発生領域
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や規模等の不確実 さを考慮 した上で多数回にわた り津波の伝播過程の計算を

行 うな ど多段の計算過程を経て，特定地点で敷地高を超 える津波が到来する

確率を推定す るものであるのに対 し，「長期評価の見解」が示 した地震 の発

生確率は，確率計算の前提 として用いたデータが不十分であったことか ら，

歪みエネルギーの蓄積 と解放の繰 り返 しとい う地震発生の基本メカニズムと

整合 しない，地震 が時間的 ・場所的に全 く偶然に起きると仮定 したモデル （ボ

アソン過程）で計算せ ざるを得 なかったものである上 （丙A第230号 証6，

19ペ ー ジ，丙A第119号 証 ・長期 評価7枚 目），推進 本部 地震調 査委員

会 が有力な異論のある中で認定 した 「400年 に3回 」 とい う過 去の地震発

生 回数 のみに基づいて，平均発生間隔を 「約133．3年 」 （400÷3＝

133．3） と し， これ を以下 の単純 な計算式に当てはめて約20パ

ーセ ン ト（特 定の領 域 に限れ ば更に4分 の1の 約6パ ーセ ン ト）と算 出 したに

す ぎないものであ り，確率論的津波ハザー ド解析手法における年超過確率 と

「長期評価の見解」における地震の発生確率は用いる科学的知見の多寡や計

算の精緻性が大きく異なるのであるか ら，計算結果 の有用性等の点で大きく

異なるものである＊27（丙B第99号 証7，8ペ ー ジ参照）。

この よ うに，確 率論的津波ハザー ド解析手法における年超過確率 と 「長期

評価の見解」における地震 の発生確率は，その確率の意味及び有用性が大 き

く異なることか ら， 「長期評価 の見解」の示 した地震の発生確率は，原子力

規制において津波対策の安全性を評価する上で重視すべき数値ではなかった

＊27佐 竹 証人 が，その意 見書 （甲A第185号 証19な い し21ペ ー ジ）で述べ るとお り， 「長期評価

の見解」 にお ける地震 の発生確 率は，仮 に過 去の地震 が400年 間に2回 発生 した と仮定すれ ば

約14パ ー セ ン ト（福 島県沖 に限れ ば4分 の1の 約3．5パ ーセ ン ト）に減少 し，1回 発生 した と

の仮 定 であれば7パ ーセ ン ト（福 島県沖 に限れ ば2パ ーセ ン ト）を下回 るこ とになる とい うよ うに，

過 去の地震発 生履歴 を どの よ うに認 定す るか とい う唯一 の事情 に よ り大幅 に数値 が変わ るもので

あ るた め， これ を国 民の防災意識 の高揚 とい う用途 を超 え，既存構 造物の設計変 更を命 じる動機

づ けや根拠 に用 いる ことはで きない ものであ る。
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ものである。

（計算式）

1－ ｛1－ （1回 ／133．3年 ）｝30＝ 約0．202

8「 長期 評価 の見解 」 についての まとめ

以上の とお り，原子力規制機関は，従前の支配的見解か らは導かれない新た

な科学的知見である 「長期評価の見解」について，同見解が福島第一発電所の

津波に対す る安全性 の審査又は判断の基準への適合性判断に影響 を及ぼし得 る

知見であるか否か との観点か ら適時適切に調査を したものの，同見解が，三陸

沖の海溝寄 りの領域 と福島県沖の海溝寄 りの領域が近似性のある領域であるこ

とを示す地震地体構造の知見 として審議会等の検証に耐え得 る程度の客観的か

つ合理的根拠に裏付けられた知見 とは評価することができず， したがって，同

発電所の前記基準への適合性 の判断に影響を与 える知見ではない と評価 して，

被告東電 に対 して規制権限を行使 してこなかったものである＊28。そ して， この

原 子力 規制機 関の判 断は， 「長期評価 の見解」が公表 された平成14年7月 当

時の科学 的知 見及び それ 以後 の科学的知見の進展状況に照 らして十分合理性 を

有す るものであった。そ うす ると，被告国が，「長期評価の見解」を根拠 とし

て，福島第一発電所の主要建屋の敷地高を超えて津波が到来することを予見す

る義務を負 っていたとい うことはできない。

＊28原 子力規制機関は，適時適切に規制権限を行使す るため，科学的知見の進展状況にっいて適時

適切に調査する必要があり，少な くとも，防災に関す る被告国の機関が，自然災害に対す る安全

性 の審査基準の見直しを迫るような科学的知見や，ある原子炉施設の自然災害に対する安全性 に

係 る審査基準適合性についての従前の評価 を覆すような科学的知見を公表 したものの，当該科学

的知見が審議会等の検証に耐 え得る程度の客観的かつ合理的根拠に裏付けられているかどうかが

明 らかではないよ うな場合には，その科学的知見に基づいて規制権限を行使するか否かを判断す

るために，当該科学的知見が審議会等の検証に耐え得 る程度の客観的かつ合理的根拠に裏付けら

れたものであるか否かを調査することになると考えられるところ，本文で述べた ところからすれ

ば，原子力規制機関は，かかる調査を十分に行った というべ きである。
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第4予 見可能性に関するまとめ

本件における被告国の作為義務の前提となる津波の予見可能性は，津波に対

する安全性の審査又は判断の基準の設定の合理性と当該基準への適合性の判断

の合理性の二段階で審理されるべきである（前記第1章 ）。

しかるところ，福島第一発電所事故前の津波に対する安全性の審査又は判断

の基準（想定津波の波源設定に関する考え方）は，基準として合理性を有 してい

たものであった（前記第2） 。

また，原子力規制機関は，従前の支配的な見解からは導かれない新たな科学

的知見である 「長期評価の見解」について，同見解が福島第一発電所の前記審

査又は判断の基準への適合性判断に影響を及ぼし得る知見であるか否かとの観

点から調査を行ったものの，同見解を裏付ける科学的根拠が存在しなかったこ

とから，審議会等の検証に耐え得る程度の客観的かつ合理的根拠に裏付けられ

た地震地体構造の知見とは評価できず，したがって，同発電所の前記基準への

適合性の判断に影響を与える知見ではないと評価 して，被告東電に対 して規制

権限を行使 してこなかったところ，かかる原子力規制機関の判断は，福島第一

発電所事故以前の地震及び津波の科学的知見の状況に照 らして十分な合理性を

有するものであった（前記第3）。

そ うすると，被告国には，同発電所に主要建屋の敷地高を超える津波が到来

することについて，作為義務の発生を基礎づける程度の予見可能性はなかった

というべきであるから，規制権限の不行使が許容 される限度を逸脱 して著しく

合理性を欠くとは到底いえず，本件において，被告国が規制権限を行使 しなかっ

たことが国賠法上違法と評価される余地はないとい うべきである。
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第3章 結果 回避 可能性 について

これ まで述べてきたとお り，本件で被告国に予見可能性がなかったことは

明 らかであるか ら，結果回避可能性について論 じるまでもな く，被告国の規

制権限不行使が著 しく不合理 とはいえない。

もっとも，結果回避が可能であった との原告 らの主張に鑑み，以下，本件

で結果回避可能性 が認め られないことについて，念のため論 じることとする。

第1判 断枠組み 等

被 告 国第30準 備 書面第2（13，14ペ ー ジ）で述べ た とお り，本件 におけ

る結果回避可能性 は，福島第一発電所事故前において，想定され る津波に対 し，

当時の科学技術水準に照 らした科学的，専門技術的見地から相当程度の確実性

を もって原子炉施設の安全性 を確保 できるといい得 る対策 がいかなるもので

あったのかを検討 した上で，当該対策をもって，本件津波により福 島第一発電

所が全交流電源 を喪失 し，福 島第一発電所事故が発生する事態を回避できたか

否かが検討 されなければな らない。

第2福 島第 一発 電所の主要建 屋等が存在す る10m盤 に敷地高 を超 え る津波 が到

来す る ことが想定される場合，原子炉施設の安全性 を確保するために講 じるべ

きであった対策は，防潮堤 ・防波堤等の設置によって ドライサイ トを維持す る

ことであったこと（被告国第42準 備書面 第8の1及 び2）

1防 潮堤 ・防波堤等の設置 に よる ドライサイ トの維持は，合理的で信頼性が高

く，確実性の高い基本的な津波対策であること

津波により原子炉施設に重大事故が発生するリスクは，正に福島第一発電所

事故がそ うであったよ うに，津波によって主要建屋内や重要機器等が被水 し，

機能喪失す ることによ り，原子炉を冷温停止 に導 くことができなくなるリスク

である。
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そして，津波が主要建屋の敷地に浸入す ることがなければ，前記の リスクは

確実に回避 され るか ら，想定津波に対 して ドライサイ トを維持することが，津

波に対 して原子炉施設 の安全性 を確保す るための最 も合理的で信頼性が高 く，

確実性のある対策であることは明 らかである6

しか る ところ，仮 に，試 算津波 を想定津波 とした場合，同試算により敷地高

さを超 える津波が想定 され るのは，敷地北側 におけるO．P． ＋13．695

メー トル と，敷地南側 にお ける0．P． ＋15．707メ ー トルのみ であ り（甲

A第216号 証7ペ ー ジ）， これ らの箇所 か らの津波の浸入を防止 し得る防潮

堤 ・防波堤等 を設置することにより ドライサイ トが維持 され （乙A第60号 証

10ペ ー ジ），原 子 炉施設 の安全性 を確保す ることができるのであって， この

ような対策は合理的なものである。

2防 潮堤 ・防波堤等の設置 によって ドライサイ トを維持するという考え方は，

専門家による審議等によっても合理的なものであると評価 されていた こと

（1）防潮 堤 ・防波 堤等 の設 置 に よ って ドライサイ トを維持す るという考え方

は，多 くの工学の専門家等により合理的なものと評価 されていた こと

福島第一発電所事故前において，規制機関は， ドライサイ トを維持す るこ

とを津波防護策の基本 としてお り，この考 え方は，工学の専門家等において

も合理的なものと評価 されていた。

すなわち，今村教授，阿部博士，山口教授及び岡本教授 といった専門家は，

「本件事故 （引用者注 ：福島第一発電所事故）を経験す るまでは，防災関係者

一般の認識 として，原子炉施設における津波防護 は，主要機器 のある地盤高

を設計想定津波の高 さよ り高くす ることで必要十分であると考えられてきま

した。」 （丙B第30号 証 〔今 村教授 意 見書〕・38ペ ー ジ）， 「工学的知 見が

十分集 積 してお らず，また未整理であった本件事故前の時点で，長期評価 を

前提 とした2008（ 平成20） 年 の東電試算 に基づい て具体的 な津波対策を

講 じると仮定 した場合を考えます。この場合，信頼のおける試算によって津
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波の想定が変わったことになるのですから，それ に応 じて防潮堤 ・防潮壁 を

設置す ることにより，それまでどお り主要地盤への津波の越流を防ぐとい う

対策 を講 じると判断す ることには，合理性が認 められたはずです。」 （同号

証39ペ ー ジ）， 「福 島第 一事 故以 前 の安全審査 においては，敷地高 さが想

定 される津波の高 さ以上にあることをもって津波の影響が生 じない こと（い

わゆる 『ドライサイ ト』）が基本設計での想定だった」 （丙B第29号 証 〔阿

部博 士意 見書〕・44ペ ー ジ）， 「本件 事故前 の知 見 は，主要機器の設置 され

た敷地に浸水す るとい うこと自体があってはな らない非常事態で したので，

事業者 も規制当局 も，水を入れない とい う対策 を考えるはずで，浸水 を前提

に対策を講 じさせ るとい う知見はあ りませんで した」 （丙B第12号 証 〔山

口教授 意 見書〕・6，7ペ ー ジ）， 「工学 的な見地 か ら言 えば，その試算 の水

位に対応 した設計に基づき浸水を防 ぐことができる対策 （ドライサイ トを維

持す る対策）を とってい るのであれば，一概に合理性 を否定できるものでは

あ りません」 （丙B第11号 証 〔岡本教 授意 見書〕・14ペ ー ジ）な ど と評 し

てい る ところである。

（2）東通 発電所 の設 置許可 も，津波の浸入が想定される箇所に防潮堤 ・防波堤

等を設置することにより ドライサイ トを維持する対策の合理性 を裏付けるも

のであること

被告東電は，平成18年9月 ，東通発 電所1号 機 の設 置許 可 申請 書 におい

て，敷地高を超 える想定津波につき，当該津波水位を上回る高さの防潮堤を

設置することにより津波の影響 を受けない設計 とす ることとしたところ，同

設計は，審議会における多数の審議において，想定津波 により原子炉施設の

安全機能が重大な影響を受けることはない妥当なものと判断 され，これ を踏

まえ，経済産業大臣は，平成22年12月 に同申請 を許 可 した ものであ る。

この ことは，福 島第一発電所事故前の科学技術水準に照 らし，科学的，専

門技術的判断として導かれ る敷地高を超 える想定津波への対策が防潮堤 ・防

156



波堤等の設置による ドライサイ トの維持であったことを端的に示すものであ

る。

（3）福 島第一発 電所事故 を踏 ま えて策定 された新規制基準においても ドライサ

イ トを維持するという考え方が採 られていること

福島第一発電所事故を踏まえて原子力規制委員会が策定 した新規制基準に

おいても，津波対策の第一段階 として，防潮堤 ・防波堤等によって基準津波

による遡上波を地上部か ら敷地内へ到達又は流入 させないこと，及び，津波

を取水路又は放水路等の経路か ら敷地内へ流入 させないこと（外郭防護1） を

基本 と し， ドライ サイ トの維持 を求めてい る。

このことは，敷地高を超える想定津波に対 しては，防潮堤 ・防波堤等の設

置による ドライサイ トの維持により対策するとの同事故前における規制機 関

の方針が妥当であったことを示すものである。

第3「 長期評価 の見解」 を前 提 と した想定津波に対 し，防潮堤 ・防波堤等の設置

によって ドライサイ トを維持する対策を採った としても，福島第一発電所事故

を回避することはできなかった こと（被告国第42準 備書面第8の3）

1試 算津波 と本 件津波の違 い

（1）マ グニチ ュー ドが1大 き くな る と，地震 のエネル ギーは約30倍 とな る と

ころ，試算津 波の前提 となる地震の地震エネル ギーがMw8．3で あ るのに

対 し，本件地震 はMw9．0と ，約11倍 大 きな もので あった。

また，試 算津波が前提 としている地震 によって動 くとされた断層領域は，

南北の長 さが210キ ロメー トル ，東 西の幅 が50キ ロメー トル で あるのに

対 し，本件 地震 によって動いた断層領域は南北の長 さ400キ ロメー トル以

上，東西 の幅が200キ ロメー トル以上 と，南北 に約2倍 ，東西 に約4倍 広

い ものであ った。

さ らに，津波は，海底の隆起又は沈降によりその海域の海水が持 ち上げ ら
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れた り沈み込んだ りす ることによって発生す るため，断層のすべ り量が大き

いほど津波 も大きくなるとい う関係 に立つ ところ，試算津波が前提 としてい

る地震の断層すべ り量は9．7メ ー トル であ った のに対 し，本件地震の断層

すべ り量は50メ ー トル以上 と，5倍 以上 も大 きなものであった。

（2）津波 の遡上方 向 を見 る と，試算津波は，福島第一発電所の南東方向に置か

れた波源か らの津波であることか ら，南側か らのものが大きなもの とな り，

主要建屋が存在す る10m盤 に津波 が流入 して くるのは南側 か らのみになる

一方
，本件津波は南北に広範な領域で断層が動いていることから，波源 も三

陸沖か ら房総沖の広範囲に及んでいるため，北側，東側，南側の全ての方向

から襲来 してお り，南側 のみならず，東側か らも10m盤 を超 えて津波 が流

入 している。

1な い し4号 機 の主要建屋付近 の浸水深 を見ると，試算津波は，越流地点

である敷地南側に最 も近い4号 機 原子 炉建屋 付近 が2．604メ ー トル ，タ

ー ビン建屋付近 が2 ．026メ ー トル で最 も浸水深 が大 き くな っているが，

1号 機 付近 では1メ ー トル未満 の浸水深 となっている一方，本件津波では総

じて2な い し5メ ー トル程度 の浸水深 とな っているな ど大きな違いがある。

特に2号 機 ター ビン建屋 の大物搬入 口付近では，前者が約1メ ー トル程度 で

あ るのに対 し，後者が4な い し5メ ー トル に及 ぶな ど顕著 な違いが出ている。

津波の継続時間を見ると，試算津波では，1な い し4号 機 の取水 口前 面の

水位 が0メ ー トルか らお よそ6メ ー トル程度 に達 した後 に，再び0メ ー トル

に低 下す るまで の時 間 は，いずれ の号機 においてもお よそ10分 弱程 度 と

な ってい ることが読み取れ る（甲A第216号 証17ペ ー ジ）。 一方，被告東

電が行 った本件津波の再現計算においては，港湾内の検潮所位置付近におけ

る水位の時間経過が示 されているが，水位 が5メ ー トル を超 えて最大13．

1メ ー トル に達 した後 に，0メ ー トル まで低 下す るまで の時間のみでもお よ

そ17分 程度 （水位 が0メ ー トル か ら上昇 し，再 び0メ ー トル に低 下す るま
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での場合は約30分 程度 ）であ る こ とが読 み取れ るなどの点に も大きな違い

が認め られる（甲A第234号 証 の2・2ペ ー ジ）。

（3）この よ うに，試算津 波がそ の試算の前提 としている地震 と本件地震 とでは，

地震エネルギーの大きさ，動いた断層領域の広 さ，断層すべ り量などが大幅

に異なっていたため，試算津波 と本件津波についても，その規模 （継続時間

の違いを前提 にした水量，水圧 ，浸水域，浸水域 ごとの浸水深，津波の遡上

方向等）は全 く異なるものであった（以下の図表12及 び 図表13下 図参 照）。
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［図 表12］

乙A第60号 証8及 び9ペ ージより
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本件原発に襲来する津波の方向も規模もまったく違う
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2「 長期評価の見解 」 を前提 と した想定津波に対 し，防潮堤 ・防波堤等の設置

によって ドライサイ トであることを維持する対策 を講 じたとしても，福島第一

発電所事故を回避できなかったこと

そ して，試算津波で高い波高が予測 される場所に防潮堤を設置 して ドライサ
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イ トを維持す る対策 を講 じた場合＊29，被告東電 が行 った シ ミュ レー シ ョンの結

果は以下の図表14の とお りとな り，試算津波 で あれ ば10m盤 へ の流 入 を完

全 に阻止 でき るが，本件津波の場合，東側か ら10m盤 へ の津波 の流入 を防 ぐ

こ とはで きず，1な い し4号 機 の主要建屋付近 の浸水深 は，福島第一発電所事

故時の現実の浸水深 と比べ，ほ とん ど変化がない （以下の図表15） 。

＊29か か る対策が合理性 を有す るこ とについて は，今村教授 も，そ の意 見書 （2）におい て， 「この場

合 （引用者注 ：平成20年 試 算 によ る試 算津波 を前提 に津波対 策 を検討 した場合），1～4号 機 前

面 に防潮堤 を設置す る根拠 が ない ことにな りますか ら，南 北にのみ防潮 堤 を設置す る方針 を採 用

して も，工学上 の判断 と して合 理的 です。」 （丙B第78号 証3ペ ー ジ）と述べ ，刑 事事件 にお け

る再度 の証 人尋問 にお いて も，弁護 人か ら 「この よ うな計算 の結果 （引用者 注 ：平成20年 試算）

が得 られ た時点で，計算結 果 に応 じて防潮堤 を建設 しよ うとす るときに，海 に面 した地点全体 に，

一律 に同 じ高 さの防潮 堤を建設す ることが必須 にな るん で しょ うか。 それ とも， 防潮 堤 を建設す

るか どうかや ，建設す る場 合 に高 さを，各地 点の計算結果 を踏 まえて，地点 ご とに検 討す る とい

うこ とも， 工学 的 に合理 的 と言 え るので しょ うか。」 と質 問 され ，更 に重ねて 同趣 旨の質問 を さ

れ た のに対 し， 「後者 で あ ります。 この よ うに津 波の高 さが違 う場合 に関 しては，一律 ，防潮 堤

の高 さを設 置す る必要 はあ りませ ん。 （中略）今回の よ うな， ち ょうど中心部 に津 波が浸水 してな

い とい うことがそ の上で分か った時点で， 防潮 堤 を設置す る必要 はな くな るわけです。」 （丙B第

102号 証22ペ ー ジ）と証 言 し， さ らに，弁護 人か ら 「平成20年 に， この資料3－4に 示 さ

れ てい る明治三陸モデ ルでの計算 （引用者注 ：平成20年 試 算）が行 われた時点 で，明治三 陸モ デ

ル の津波 に対す る対策 と して ，資料4の 赤線 が引かれ た位 置全体 に，O，P．20メ ー トル の高

さの防潮 堤 を実際 に建設 す る必要 があ った とお考 えで しょ うか。」 と質 問 され たのに対 し， 「考 え

てい ませ ん。 （中略）この数値計算 結果で ，ま あ不確定性 も入れれ ば，代表的 な津 波の防潮堤 が分

か ります。 今回 は，大 きく3つ にエ リアは分かれ るか と思います。南 部のO．P，20メ ー トル

級 の もの。 また，構 内で ほ とん ど浸水 がない状況。 また，北部 で若干水位 が高 くな る状況 があ り

ます。 です ので， それ に合わせ て防潮堤 を設 置す る とい うのが合理的 な考 えだ と思います。」 （同

号証23，24ペ ー ジ）と証 言 してい る。 そ の他 ，丙B第30号 証 〔今 村教授 意見書 〕38ペ

ー ジ，丙B第29号 証 〔阿部博 士意見書〕44ペ ー ジ，丙B第12号 証 〔山 口教授意 見書〕6ペ

ー ジ，丙B第11号 証 〔岡本教授意見書〕14ペ ー ジ参照。
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［図表14］
乙A第60号 証10ペ ージより

● 試算津波を基に鉛直壁を設定して波高を確認した上で，

局い波高力

したがって， 「長期評価 の見解」を前提に した津波対策 では，本件津波を防

ぐこ とは 不 可 能 で あ っ た＊3°。

＊30な お，平成20年 試算は，津波評価技術の手法を用いて試算津波を推計したものであるところ，

津波評価技術の手法は，合理的な地震学等の科学的根拠に基づいて想定最大津波を推計する唯一

といってよい津波評価手法であったのであり，その内容においても，不確定性を考慮 してパラメ

ー タスタディを行い，設計津波水位 を算出す るなど，原子炉施設に高度な安全性が求め られるこ

とを踏まえた安全寄 りに立ったものであって，福島第一発電所事故前の時点にあっては，同手法

により算出された設計津波水位を超 える津波が発生するとい う事態を想定することができるほど

の合理的で信頼性のある科学的根拠は存 しなかった。

また，原子炉施設の安全対策は，科学的 ・専門技術的見地か ら当該施設の安全 性を確保 し得る

ものでなければならず，そのためには，科学的 ・専門技術的知見に基づき，想定すべき津波を具

体的に特定 し，その津波の高 さ，水量，水圧，浸水域や浸水深等を踏まえ，原子炉施設に及ぼす

影響 を定量的に評価 した上で，対策を講 じる必要がある。
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第4津 波が敷地に浸入することを容認した上で建屋等の全部の水密化を行うこと

は，合理性，信頼性のある対策とはいえず，規制機関がそのような対策を是認

することはあり得ず，そのような対策を命 じる規制権限の行使が義務付けられ

ることもないこと（被告国第42準 備書面第8の4）

1津 波が敷地に浸入することを容認した防護対策には大きな不確定性が伴い，

信頼性に欠ける上，事故対応等に支障が生 じることも想定されること

（1）津波が敷地に浸入することを容認した防護対策には，大きな不確定性が伴

い，信頼性に欠けること

ア 仮に，敷地への浸入を容認 した上で建屋等の全部の水密化＊3’を行 うこと

とした場合には，水密扉等を設置すればよいといった単純な対策で足りる

ことにはならず，防潮堤 ・防波堤等を設置する場合と同様に，想定津波水

位や波力等を適切に評価した上で水密化設計や強度設計を行い，科学的，

専門技術的な観点から原子炉施設の安全性に重大な影響を与えないと判断

し得るだけの対策を行 う必要がある。

イ そのためには，津波防護対策の設計条件も必要となるため，敷地内の陸

上構造物をモデル化 した上で，敷地内に詳細な計算格子を設定して，津波

の敷地への遡上数値計算を行い，浸水範囲を特定し，津波防護対策が必要

となる各箇所における浸水深や，波力等を特定する必要がある。

＊31被 告国が主 張す る 「建屋等 の全部 の水密化」 とは，被 告国第30準 備 書面第1の1（11，12

ペ ー ジ）で述べ た とお り，福 島第一 発電所 の敷地高 さ （10m盤 ）を超 え る津波 が想 定 された場合

に，主要建屋 等が存在す る敷地 内 にその まま浸入 した津波 か ら安全 上重要 な機器 の全て を防護す

るた めに必要 な建屋等 の水密化 をいい， これ が，原 告 らが主張す る 「2002年 『長期評価』 に

基 づい て想 定 され る程度 の津 波」 （具体的 には 「敷 地南側 で5．7rn，4号 機原 子炉建屋 付近 で

2．6m， 共用 プール建 屋付 近で約5mの 浸水深 とな る津 波」）に対 して も 「原 子炉 の安 全性 を

損 な うお それ がない こ とを確保 す る防護i措置」 として の 「『重要機器 室 の水 密化』 及 び 『ター ビ

ン建屋 等 の水密化 』」 （2020（ 令 和2） 年3月11日 付 け原 告 ら準備書 面 （79） 第1の1・11

ない し14ペ ー ジ）に相 当す るこ とは明 らかである。
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しか し，敷地内に浸入 した津波は構造物等による反射や集 中等の影響に

よって複雑な挙動 となるため，前面に障害物がない防潮堤 ・防波堤等 と異

な り，相対的に計算結果の精度が低 くな らざるを得ない （丙B第30号 証

〔今村教授 意見書〕・54ペ ー ジ）。

ウ また ，主要建 屋等 が存在す る敷地内に津波がそのまま浸入するのを容認

して建屋等の全部の水密化 を講ず ることとした場合，前記イの問題に加 え，

津波の波力や漂流物の影響 を直接受 ける海側に面 した大物搬入 口のような

大面積 の扉の水密化については，福島第一発電所事故当時は技術的に確立

していなかった とい う問題 もあった。

エ このように，敷地への津波の浸入 を想定する とすれば，建屋 の水密化の

措置が破 られ，防護すべき機器が被水するなどして惹起 され るあらゆる被

害を想 定せ ざるを得なくなるところ，その ように原子炉施設の安全確保に

重大な支障が生ずることを容認 した上で津波対策の設計 をす ることは困難

であった。

オ その上，敷地内にそのまま津波が浸入するのを容認す る場合には，単に

建屋のみ を水密化すれば良い とい うものではなく，非常用ディーゼル発電

機の燃料 を保管する軽油タンクや，原子炉注水設備のRCICやHPCI

の水源 であ る復 水貯蔵 タ ンク といったタンク類，更には，それ らのタンク

類か ら建屋までの配管等の様々な屋外設備 についても，遡上後の津波の挙

動や漂流物の影響を考慮 した上で，必要な津波防護対策を検討する必要が

あり，防護対象範囲が広 くなることか ら，それに応 じて，おのずか ら不確

定性 も大 きくなる。

この点，福島第一発電所事故の際には；本件津波の漂流物である自動車

がター ビン建屋 の扉 を破壊 して建屋内に押 し込まれ るなど（丙B第133

号証59ペ ー ジ及び弁護 人提示資料1・142ペ ー ジ，丙B第134号 証
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39ペ ー ジ， 乙A第4号 証 の2・ 添付資料6－9（7） ）＊32，漂流物 に よる影

響 が被 害 の拡大 に寄与 したと考えられ，津波が敷地に浸入することを容認

した場合，このような事態が発生することは当然に想定 され ることである。

力 以上のとお り，津波 が敷地に浸入す ることを容認 し，建屋等の全部の水

密化 によって津波対策 を行 うことは， ドライサイ トを維持す ることと比較

して多 くの不確定性 を伴 うことにな り，信頼性 に欠 けるものである。

（2）事 故対応等 に支 障が生 じる ことも想定 されること

敷地への津波の浸入を容認 した場合には，福島第一発電所事故の際に実際

に発生 したように，インフラ破壊やアクセス障害な ど幾通 りもの被害のケー

スが想定 されるところ，その全ての事態に応 じた様々な状況を想定 して事前

に事故対応を準備 してお くことは至難であるといわざるを得ない。

また，発電所には様々な屋外施設が存在するほか，作業用ク レーン車等の

車両や，場合によっては船舶 も存在す ることから，それ らの事故対応への影

響 もあらかじめ検討 しておく必要がある。

このように，敷地に津波 を浸入 させ ることを容認 した上で対策を講ず るこ

とには様々な不確定要素が存在 し，事前 にそれ らの リスクを正確 に把握 して

対処 しておくことは極めて困難である。

この点，新規制基準においても，敷地に津波を浸入 させ ることを容認 した

場合には，様々な事象が発生す る可能性があ り，それによって原子炉施設の

＊32な お ，福 島第 一発 電所事故 当時，4号 機 ター ビン建屋 は定期検 査 中であったが ，大物搬入 口が

開放 され ていた事実 はない。す なわち，大物搬 入 口は， 大型 の設備 等の資機 材 を建屋内 に搬 出入

す るた めに設 け られ た もの であ り，搬 出入 の都度 ，扉 を開閉す るもので あるため （丙B第225

号証65ペ ー ジ），定期検査 時に常時開放 され るもので はない。 また，被 告東電の調査 に よれ ば，

本件 津波 が襲 来 した後 の復 旧作業 の際 に， 「大物搬 入 口の シャ ッター を開放 して消防 車を入れ て

取 水 を試 み 」てい るこ と （乙A第4号 証 の1・ 別紙2の100ペ ー ジ）な どか ら， 「4号 機 は防護

扉 に よって津波 を止 め られず，大 量の津波 が シャ ッター を破 損 させ 浸入 した と推 定 され」 ている

（丙B第226号 証4ペ ージ）。
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安全性に重大な影響 が及ぶおそれがあるとされてい るところである（丙B第

132号 証 ・17ペ ー ジ）。

2福 島第一発 電所事故前 の科学技術水準か らして，津波が敷地に浸入す ること

を容認 した上で建屋等の全部の水密化を行 うという対策を規制機関が是認する

ことはあ り得ず，そのような対策を命 じる規制権限の行使が義務付けられ るこ

ともないこと

（1）福 島第 一発電所事故前 の科学技術水準と して，建屋等の全部の水密化は技

術的に未確立であったこと

ア 津波の波力の評価手法及び漂流物の衝突力に関する評価手法がいずれも

未確立であった こと

津波が敷地に浸入す ることを容認 した上で津波対策 を講 じる場合 には，

津波の波力や漂流物の衝突力を評価する必要があるところ，津波波力の評

価手法については，福 島第一発電所事故により得 られた知見を踏まえて 目

覚ま しい進展が見 られたものの，現時点においても鋭意研究が続け られて

いるところであ り，いまだ確立 した評価手法は存在 しない し＊33，漂 流物 の

衝突 力 につい て も，研 究機 関において鋭意研究が続け られているが，現時

点でもなお十分解明 されていない点が多 く，衝突力の算定式が幾つか提案

されているものの，定量的な評価手法は確立 されていない （丙A第213

＊33福 島第一発電所事故後に原子力規制委員会が作成 した審査ガイ ド（甲A第266号 証）も，原子

力施設に汎用的に適用できると確認 された津波は力の評価手法がいまだ存在 しないことを前提 と

している（同号証34ペ ージ）。
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号証120ペ ー ジ）＊34。

イ 建屋等 の全部の水密 化は技術的に確立 しておらず，かかる対策を講ずる

べ きとの見解を有する専門家もいなかった こと

また，建屋等の全部の水密化については，そもそも技術的な発想 とその

裏付 けとなる確たる技術がなかったほか，局所的 ・部分的な水密化 とは異

なる技術的に未解決の課題 もあ り，安全上重要な機器 の全部 を防護す るた

めの津波対策 として実用段階にはなかった ものである（丙B第11号 証 〔岡

本 教授意 見書〕15ペ ージ，丙B第101号 証 の1［ 今村教授 証人調書］

・右 下部 のページ数で96ペ ー ジ，丙B第123号 証 ・右 下部 のペー ジ数

で43，46ペ ー ジ参 照）。

（2）事 業者が 津波対策 と して建屋等の全部の水密化 を講 じることを選択 したと

しても，被告国が規制要求に適合 していると判断することはできなか ったこ

と

ア 規制権限行使の在 り方について

保安院が，事業者に対 し，設計想定津波が敷地高を超える場合の対策 を

行 わせ るには，基本設計ない し基本的設計方針が変更 され ることになるた

め，設置変更許可が必要 とな り，このよ うな場合 に被告国が技術基準適合

命令を発することはできない。

仮に，技術基準適合命令が可能であった としても，原子炉施設の技術基

準適合性は，事業者が行お うとす る対策につき，規制機関が事前に審査を

＊34津 波評価 技術2016は ，福島第 一発 電所事 故後 の現 時点 において も，漂流物 の衝 突力 にっ い

て ，い まだ確立 した評価 手法 が存在 しな い ことを前 提 としてい る（丙A第213号 証120ペ ー

ジ）。

その上，津波 の波力の評価 手法及 び漂流物 の衝 突力 に関す る評 価手法 がいず れ も未確立で あっ

た こ とは，今 村教 授 もそ の意 見 書で述 べ てい る ところで あ る （丙B第30号 証 〔今村 教授 意見

書〕51，54，57ペ ージ）。
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行い，科学的，専門技術的見地からの検討の結果，規制要求を満た してい

ると判断 して当該対策 を是認 し，これ を実施 させ ることにより確保 してい

るのであって （したがって，仮 に規制機 関が技術基準適合命令 を発令す る

場合，具体的に講 じるべき防護措置は事業者 の選択 に委ねられていて，こ

れを特定す る必要がないな どとい うものではなかった。），換言すれば，

規制機 関が規制権限を行使 して技術基準適合性 を求めることがで きるの

は，事業者に行わせ ようとす る措置につき，規制機 関において技術基準に

適合 しているか否か （当該対策 により原子炉施設 の安全性が確保できるか

否か）が判断できる場合でなければな らないのである。

イ 規制機関が，建屋等の全部の水密化が規制要求に適合 しているか否かを

判断することはできなかった こと

敷地高を超える津波が想定 され る場合に，防潮堤 ・防波堤等の設置によ

らず，建屋等の全部の水密化によるとするならば，その対策が 「原子炉の

安全性を損 なうおそれがない」 と判断できるだけの科学的，専門技術的知

見が必要 となるのであって，敷地にそのまま浸入する想定津波を前提に，

10m盤 にあるター ビン建屋 ，原 子炉建屋及び共用プール建屋の膨大な数

の開口部や，燃料タンク及び貯水 タンク等のタンク類について，それぞれ

の箇所に適 した工法 （止水処理 ・水密扉 ・防護壁等）により水密化処理がな

され，当該水密化処理 によ り完全に想定津波か ら防護できるといえるだけ

の解析結果等が必要 となる＊35。

この点，津波 とい う不確 か さを伴 う自然事象に対 して，これを確実に防

＊35な お，建屋開口部の扉を建屋外壁等 と同様の強度設計にすれば本件津波の波力にも耐え得たは

ずであるとす ることは，本件津波 によって建屋外壁等に優位な損傷が確認 されていない とい う福

島第一発電所事故後に判明 した事実に基づき，同事故前の対策を述べるものであ り，後知恵に基

づ くものにほかならない （もとよ り，同事故前に，強度強化扉について，建屋外壁 と同様 の強度

設計を行 うべきとする知見はなかった。）。
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護できると判断 し得るためには，原子炉を冷温停止 に導 くために必要 とな

る重要な機器の全てが津波か ら防護 されなければならないことは当然であ

り，部分的な水密化により 「原子炉の安全性を損 なうおそれがない」な ど

とい う判断はな し得ない。

しかるところ，防潮堤 ・防波堤等の設置によらず，建屋等の全部を水密

化することについては，当時の科学技術水準に照 らし，防潮堤 ・防波堤等

の設置以上に未解決の技術的課題があ り，これ らの課題を克服する科学的，

専門技術的知見は存 しなかった。

したがって，被告国において，かかる対策が規制要求を満たす ものか否

かを判断す ることはできなかった。

そ して，規制要求への適合性が判断できない以上，恒久的な措置 として

であっても，防潮堤 ・防波堤等が完成するまでの間の措置 としてであって

も，規制機関において，規制権限を行使 し，建屋等の全部の水密化を命ず

ることが義務付 けられ ることにはな らない。

3新 規制基準 は， ドライサ イ トの維持を津波防護の基本とし，これに加えて，

福島第一発電所事故後の知見に基づき，「漏水」及び 「溢水」への対策を求め

るものであ り，防潮堤 ・防波堤等を設置することな く，津波が敷地にそのまま

浸入することを前提に建屋等の全部の水密化をすることは求めていないこと

新規制基準は，①第一に，津波遡上波の地上部か らの到達 ・流入，津波の取

水路又は放水路等の経路か らの敷地内への流入を防止す る浸水防止対策 （外郭

防護1） を求 め，② 第二 に， その浸水 防止対策をもって して も発生す ることが

否定 し切れない取水 ・放水施設及び地下部か らの漏水に対する浸水対策 （外郭

防護2） を求 め，③ 第三 に，地 震 ・津 波の影響 で設備等が損傷す ることによる

保有水や津波の溢水 に対す る浸水対策 （内郭防護）を求めている（丙A第270

号証135ペ ー ジ，丙A第266号 証28な い し32ペ ー ジ）。

新規制基準 の うち，外郭防護1は ，正 に ドライサイ トの維 持 を求めるもので
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あ り，新規制基準は，外郭防護1を 行 わず ，外 郭防護2や 内郭防護 のみ をもっ

て津波 対策 をす ることを是認す るものではない。

すなわち，外郭防護2は ，飽 くまで外郭 防護1に よる浸 水対策 に よって も発

生 可能性 を否定できない取水 ・放水施設等か らの 「漏水」に対 しての浸水対策

を求めるものにす ぎず， ここで求められ る対策は，漏水箇所 と漏水量の推定に

基づ き，浸水想定範囲を確認 した上で行 うものであって，主要建屋が存在す る

敷地にそのまま浸入する津波を前提 としたものが求められるものではない （丙

A第266号 証30ペ ー ジ，丙B第137号 証17，18ペ ージ）。

また ，防潮 堤 ・防波堤等 を設置す ることなく，津波が敷地にそのまま浸入す

ることを想定するのであれ ば，対策を講 じるべ き範囲は，主要建屋等に とどま

らず，敷地に浸入 した津波か ら防護すべき安全上重要な全ての屋外設備につい

て も及ぶ ことになるが，内郭防護は，重要な安全機能 を有す る設備等 （耐震S

クラス の機器 ・配 管系）を内包 す る建屋及び区画である津波防護重点化範囲に

ついてのみ求められ るものであ り，局所的 ・部分的な水密化 を要求 しているに

すぎず，ここで求め られる対策は，浸水範囲や浸水量を想定 して行 うものであっ

て，敷地にそのまま浸入する津波 を前提 としたものにす ることまでは求められ

ていない （甲A第266号 証31，32ペ ー ジ，丙B第137号 証19，20

ペ ー ジ）。

この よ うに，新 規制基準は，建屋等の全部の水密化 を規制要求 とするもので

はない。 このことは，福島第一発電所事故前のみな らず，同事故後の知見を踏

まえて も，建屋等の全部の水密化によって，原子炉施設の安全性 を確保 し得 る

と判断できるものではないことを端的に示す ものである。

第5多 重 防護 ・深層 防護 の概 念か ら， ドライサイ トの維持に加え，建屋の水密化

が求められることにはならないこと

1深 層 防護の概念 は，原子 力の 安全を確保す るための基本的戦略概念であ り，
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多段階の物理的障壁を設 けることを求めるものではな く，また，同概念から特

定の事象やハザー ドに対する具体的対策が導かれ るものでもないこと

深層防護＊36（「多重 防護 」 も同義 で あ るが， 以下では 「深層防護」の用語 を

用いる。）の概念は，機器 の故障や人為的 ミス等 を含む原子炉施設への脅威 と

なる事象やハザー ドについて， これが進展 して炉心損傷や放射性物質の放出 と

い う重大事故につながるリスクシナ リオを想定 し，その各段階で独立かつ有効

な防護策を講 じ，ある防護策が機能 しない場合であっても，次の防護策が機能

す ることによって，重大事故が発生す る可能性や発生 した場合の影響を可能な

限 り低減 しようとい う基本的戦略概念である。

このよ うに，深層防護の概念は，物理的な障壁 を多段階で設 けることを意味

す るものではなく， 防潮堤 ・防波堤等に付加 した措置が講 じられていなけれ

ば，津波対策における深層防護が貫徹 されていない と評価 されるものではない

＊37

。

また，原子炉施設に対す る脅威 とな り得る事象やハザー ドには様 々なものが

あ り，それ らが重大事故につながる リスクシナ リオも様々であるところ，深層

防護の概念に基づいた具体的な防護策は，適切な リスク評価 と当時の工学的知

＊36一 般 には， 「安全 に対す る脅威 か ら人 を守 るこ とを 目的 として，あ る目標 をもったい くっ かの障

壁 （以下 『防護 レベル』 ）を用意 して，あ る レベル の防護 に失敗 した ら次の レベル で防護す る とい

う概 念」 （丙B第9号 証2ペ ー ジ）とされ るが，厳 格 な定義 は難 しく，福 島第一発 電所事故後 にお

い て もその概 念 は定 まっていない （同号証28ペ ージ）。

＊37こ のこ とは，福 島第一発 電所事故前 の 「設計 にお け る外的事 象へ の深層 防護 の適 用」 にっ き，

「設 計基準 の外 的事象 に対 しては，国内外 ともに深層防護 の概 念 に基づ き対策す ることに なって

い るが ，設 計基 準 を超 え る外 的事象 に対す る具体 的な取 り組 み を明確 に した ものは これ まで （引

用者 注 ：丙B第9号 証 の作成 日で ある平成26年5月 時点）には見受 け られない。j（同号証30，

31ペ ージ）とされ てい ることか らも裏付 け られ てい る。
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見に応 じた工学的判断を前提 として検討 されるべ きものである＊38。

した がって， まず もって ，深層 防護の概念か ら直戴的に建屋等の水密化の措

置が求め られるものではない。

2福 島第 一発電所事故 当時 の科 学技術水準に照らし，深層防護の概念に整合す

る津波防護策は ドライサイ トの維持であったと考えられ，建屋等の水密化は深

層防護の概念か ら導かれる対策ではないこと

（1）深層 防護 の概念 に基づ けば， あるハザー ドに対 し，あるレベルの防護策が

機能 しなかった場合 には，次の独立かつ有効な防護 レベルにより防護が され

なければならない。

しか し，津波は，一旦 これが発生 し，敷地への浸入を許 した場合 には，主

要建屋 内や敷地内の重要機器等が被水 し，機能を喪失 して原子炉を冷温停止

に導 くことができなくなるリスクを一気 に高め，実際に重要機器等の機能が

失われた場合には，事後的対応をもって重大事故 を回避す ることが困難にな

るとい う性質を有するハザー ドである。そ して，前記第4の2及 び3の とお

り，津波 が敷 地 に浸入す ることを前提 とした場合 の建屋等の全部の水密化 に

は，大 きな不確定性が伴い，信頼性が欠ける上に，福島第一発電所事故前の

科学技術水準に照 らせば，建屋等の全部の水密化により原子炉施設の安全性

を確保 し得ると判断できる状況にはなかった。

＊38こ の点については，「防護策を具体化す るためには，脅威 となる事象やハザー ドを想定すること

が必要である。脅威 となる事象やハザー ドは，その原子力施設への影響がそれぞれ異なるので，

リスクの内容並びに リスクの不確か さに応 じて，安全確保 のために必要な防護 レベルや個々の防

護策は異なるものにな りうる。 リスクの内容並びにリスクの不確か さについての認識は，運転経

験や知見の蓄積 とともに変化 し，予測の不確かさも変化 していく。知見の蓄積並びに洞察によっ

て極力，排除す る努力を継続することが必要である。 リスクへの寄与が小さいことが明らかでな

い限 り放置 してはならず，リスクの定量化のための努力を継続するとともに，定量化が不完全な

段階であっても合理的に実行可能な対策を検討することが必要である。合理的に実行可能な範囲

は，技術の進展及び評価手法の進歩によって変化す るものであ」る（丙B第9号 証6ペ ージ）とさ

れているとお りである。
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このように，敷地への津波の浸入 を許容 した上でなお重大事故を防止 し得

ると評価できるよ うな独立かつ有効な防護策がなかった以上，敷地高を超 え

る津波が想定 された場合 においては，防潮堤 ・防波堤等の設置によりその浸

入を防止 し， ドライサイ トを維持するとい う安全対策を採 ることが，深層防

護の概念 とも整合す るとい うべ きである。

（2）これ に対 し，敷地 高 を超 え る津波に対 して， ドライサイ トの維持によるこ

となく建屋等の全部の水密化による対策をする場合，これまで指摘 した問題

点に加 え，一旦建屋内への浸水 を許 したとすれば，防護すべき重要機器等 と

の距離や空間的バ ッファが小 さく，容易に重要機器等が被水す ることになる

か ら，そのような対策が深層防護 の概念に適合するもの といえないことは明

らかである。

3福 島第一発電 所事故前 におけ る安全性向上に向けた我が国の取組は，深層防

護の概念とも整合するもの として評価 され るべきであること

（1）前記2の とお り， ドライサイ トを維持 する考え方は，深層防護の概念 と整

合するものであるが，津波の不確定性 を踏 まえてもなお ドライサイ トの維持

に不確実性が残 るとすれば，深層防護の概念からも， リスク評価 の精度等 を

高めて津波の想定や対策の信頼性を向上 させ， ドライサイ トの維持の確実性

を希求す ることが適切であり，深層防護 の概念を踏まえた具体的な防護策 を

検討するに際 しては，「リスクの内容並びに リスクの不確か さについての認

識は，運転経験や知見の蓄積 とともに変化 し，予測 の不確か さも変化 してい

く。知見の蓄積並びに洞察によって極力，排除す る努力を継続することが必

要である。 リスクへの寄与が小 さいことが明らかでない限 り放置 してはな ら

ず， リスクの定量化のための努力を継続す るとともに，定量化が不完全な段

階であって も合理的に実行可能 な対策 を検討す ることが必要である。」 （丙

B第9号 証6ペ ージ）とされ てい る ところである。

（2）この点，被告 国は，津波対策 において，設計基準を超 える外的事象にも対
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応す るため，確率論的津波ハザー ド解析手法の確立に向けた取組など， リス

クの定量化のための努力を継続す るとともに，定量化が不完全な段階であっ

ても合理的に実行可能な対策を検討するための取組を行い，これ と並行 して，

土木学会において，「長期評価の見解」を踏まえた決定論的安全評価手法の

見直 しも検討 されていた。

これ らの取組は，深層防護の概念をより深化 させ るもの としても，適切な

取組であったと評価 され るべ きである。

第61AEAの 安全基準や ，我 が国及 び諸 外国 における建屋等の水密化の実例 を

踏まえても，規制要求に基づき津波の敷地への浸入 を容認 した上での全面的な

水密化が行われていた とはいえないこと

11AEAの 安全基準 につ いて （被告 国第42準 備書 面第8の5）

（1）IAEAの 安全基準 等の位置 づ けにつ いて

IAEAの 安全基 準は，加 盟 国 を法的 に拘束するものではなく，加盟各国

がそれぞれの判断により国の規制 に取 り入れ るものであ り，既存の施設 に適

用す るか否 かも個々の加盟国の決定事項であるとされている（丙B第129

号証65ペ ー ジ）。

したが って，IAEAの 安全 基準や ， これ を参考 にす るなどして諸外国が

行っている規制の内容いかんによって，我が国において行 うべきであった規

制内容が左右 されるとい うことにはならない。

（2）IAEAの 安全基準 は，福 島第一発 電所事故の前後を通 じ， ドライサイ ト

の維持を津波 ・洪水対策の基本 としてお り，建屋等の全部の水密化は求めて

いないこと

IAEAは ，津波 を含 む洪 水対策 と して，福島第一発電所事故前には 「N

S－G－3．5」 （沿岸 及び河川 サイ トの原 子 力発電所 にお ける洪水ハザー

ド）を，本件事故後にはその改定版である安全指針 「SSG－18」 （原子力
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施設のサイ ト評価 における気象学的 ・水理ハザー ド）をそれぞれ策定 してい

るが，NS－G－3．5は もとよ り，SSG－18に おいて も，設計 基準水

位 を設 定 し， これに対 して被告国がい うところの ドライサイ トを維持するこ

とが津波 ・洪水対策の基本 とされているのであ り， ドライサイ トを維持す る

ことな しに津波 （洪水）が敷地に浸入することを想定 した上で，建屋等の全部

の水密化を要求するものではない （この点で，SSG－18と 新 規制基準 は，

その内容 が整合 しているといえる。）。

IAEAの 安 全基準 は，直 ちに我 が国 にお いて行 うべき規制の内容を示す

ものではないものの，同基準によっても，福島第一発電所事故前はもちろん

のこと，同事故後においても，建屋等の全部の水密化が規制 として求め られ

ることにはな らないのである。

2福 島第 一発電所事故 前の水密化 の実例は，いずれも局所的 ・部分的な水密化

を実施 した事例や 自主的対応の事例であって，規制要求に基づき津波の敷地へ

の浸入を容認 した上での建屋等の全部の水密化として講 じられたものではない

こと

（Dは じめ に

建屋 等 の全 部の水密化 とは，講 じられ る措置の内容だけ見れば，個々の区

画や設備，機器等に対す る局所的 ・部分的な水密化 を集積 したもの とい うこ

とになるが，敷地にそのまま津波が浸入することを前提 とす るのであれば，

敷地内における複雑な津波の挙動を解析 し，解析 された津波の波力や浸水深

を踏まえ，敷地内の建屋や配管類を含む多数の屋外設備にそれぞれ どのよう

な影響が及ぶのか，その影響によりどのよ うなシナ リオで重大事故にっなが

ることが想定 され るのかを検討 した上で，対策 を講 じるべき位置や箇所 を選

定 し，その全てについて津波に耐 え得るだけの強度等を備 えた構造設計 を行

い，津波に対す る安全性 が確保 し得 るといえるだけの対策を講 じなければな

らず，特定の区画や設備 ，機器等のみを水密化の対象 としているわけではな
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いといった点や，保有水の溢水 といった事例 とは異な り，発生原因，発生箇

所及び浸水経路が特定できるわけではない といった点で，局所的 ・部分的な

水密化 と大きく異 なってお り，多 くの技術的困難を伴 うものである。

前記第4の2及 び3の とお り，建屋等 の全部 の水密 化を行い，これにより

津波に対す る安全性が確保 し得ると判断できるような科学的，専門技術的知

見は，福島第一発電所事故当時，存在 しなかったのであるか ら，局所的 ・部

分的な水密化が行 われた事例があることをもって，建屋等の全部の水密化が

可能であった とか，規制機 関においてこれを命ずべきであったなどとい うこ

とにはな らない。

（2）被告 東電が福 島第 一発電所事 故前に検討 していた水密化対策は，海水ポン

プの電動機の水密化及び同海水ポンプを収容する建物の設置等であ り，建屋

等の全部の水密化として行われたものではないこと

被告東電は，福島第一発電所事故前，福島地点津波対策ワーキンググルー

プにおいて水密化 を検討 していたが，その内容は，4m盤 にあ る海 水 ポンプ

の電動機 及び ポ ンプを収納する建屋の設置 とい う，飽 くまで個別の機器等に

係 る局所的 ・部分的な水密化についてであ り（丙B第114号 証 の2・ 右 下

部 のペー ジ数 で169及 び170ペ ー ジ， 同号証 の4・ 資料170・3枚 目

〔右 下部 のペ ー ジ数 で628ペ ー ジ〕）， この よ うな検 討 が されていたこと

をもって，建屋等の全部の水密化が可能であった とか，規制機 関においてこ

れを命ずべきであったな どとい うことにはならない＊39。

（3）被告 東電が平成3年 溢 水事故 を機 に講 じた対策 は，地下階に設置 された重

要機器等の水密化にとどま り，建屋等の全部の水密化が行われた実例ではな

＊39な お， この海 水ポ ンプの水密 化等 につ いて も，検討 の結果 ，技術 的な困難性 か ら実施 に至 らな

か った もので あるが （丙B第114号 証 の4［ 高尾誠証 人尋問資料170の3枚 目］・右 下部のペ

ー ジ数で631ペ ージ），例 えば， 巨大 構造物 で ある ター ビン建屋 を水密化 しよ うとすれ ば，そ

の技術 的困難性 は更に高い もの とな る。
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いこと

平成3年10月 ，福 島第一発電所1号 機 ター ビン建屋地 下1階 において補

機 冷却水 系海 水配 管 （埋設部）か ら海水が漏 えいする事故 （いわゆる内部溢水

事象）が発生 した （平成3年 溢 水事故。 乙A第4号 証の1・38ペ ー ジ，丙A

第90号 証 ，丙A第91号 証51ペ ー ジ）。 被告 東電 は， 同事故 を教訓 とし

て，建物内部の配管等からの溢水で重要機器が損傷 しない よう，隣接す るエ

リアか らの浸水防止のため堰や水密扉の設置等の内部溢水対策の改善を行っ

た（乙A第4号 証 の1・38ペ ー ジ）。

内部溢 水 であれ ば，浸水源 をあらか じめ想定することができ，漏 えい水が

浸水する経路や浸水量の想定も可能であって，そのような具体的想定の下に，

対策を講 じるべき箇所を選定 し，水密化設計を行 うことができるのに対 し，

津波による浸水 （外部溢水）においては，浸水の経路が多岐にわたることにな

り，それ らの浸水経路を津波の数値解析等によ りあ らか じめ特定 しなければ，

具体的な対策を講 じることができない し，内部溢水 とは異な り，動水圧 （津

波波圧）や漂流物 の衝突による影響 を考慮す ることも設計上不可欠である。

したがって，平成3年 溢 水事故 を踏 まえて被 告東電 において内部溢水対策

が講 じられていたとしても， これが，建屋等の全部の水密化が可能であった

ことを示すものでも，規制機 関において これを命ずべき根拠 となるものでも

ない。

（4）被告東 電が津波評価技 術 に基 づ く想定津波の再評価の結果 を受けて講 じた

対策は，海水ポンプ用モータのかさ上げ及び建屋貫通部等の浸水防止対策で

あり，いずれも建屋等の全部の水密化が行われた実例ではないこと

被告東電は，平成14年 に公表 され た津波評価技術 に基づ く想定津波の再

評価の結果 を受け，海水ポンプ用モータのか さ上げのほか，建屋貫通部等の

浸水防止対策 も実施 しているが， これは，4m盤 の機器 か ら10m盤 の ター

ビン建屋 をつな ぐ地下 トレンチ部分の浸水防止対策であって，局所的 ・部分

177



的な対策にす ぎず，これが，建屋等の全部の水密化が可能であったことを示

す もので も，規制機 関において これを命ずべき根拠 となるものでもない。

（5）福 島第 一発 電所事故前 ， 日本原電が東海第二発電所で講 じた建屋の津波対

策は，設計想定津波に対する対策ではな く，同事故前において，規制要求を

満たすための措置 として建屋等の全部の水密化が実施されたという実例では

ないこと

福島第一発電所事故前， 日本原電は，東海第二発電所で，「長期評価 の見

解」を前提 として，屋外海水ポンプ室の側壁か さ上げや，敷地内での防潮盛

土の建設，建屋外壁開 口部の改造等の措置 を講 じているが，その具体的な内

容は，開口部への防水扉 の設置，開 口部前にRC造 の 防水 堰 （高 さ1セ ンチ

メー トルや15セ ンチ メー トル な ど）を増 設す る （丙B第121号 証 ・右下部

のペー ジ数 で209ペ ー ジ）な どの，敷地 にそ のま ま津波が浸入 した場合 に

は，およそ建屋内への浸水を防 ぐことができない措置であったのであり，建

屋等の全部の水密化を実施 した実例などではない。

なお，前記措置は，「長期評価 の見解」 に客観的かつ合理的根拠があるこ

とを前提に した対策ではな く， リスク管理の観点か ら講 じられた 日本原電の

自主的な対応であって，これにより技術基準を満たす と判断されるものでは

なかったか ら，規制機関においてこれ と同様の対策を命ずべき根拠 となるも

のでもない＊37。

（6）国外 の原子 力発 電所に おいて実施されていた対策も，建屋等の全部の水密

化 を実施 した実例 とは認められないこと

ルブ レイエ原子力発電所では，平成11年 （1999年 ）12月 ，洪水 に よ

り， 同発電所 の蒸気供給系及び安全関連系統の多 くの区画が浸水 した。

＊37な お，今村教授も，将来の不確実性を考慮 した上で保守的に設定した想定津波に対 して行 う施

設の設計上の対処 と，それを超える事態への自主的対処 とを区別 して述べているところである

（丙B第101号 証の1［ 今村教授証人尋問調書］71ペ ージ）。
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これに対 して講 じられた洪水対策は，か さ上げ した堤防により設計上想定

された洪水が敷地に浸入することを防止す ることを基本 とし（防潮堤 ・防波

堤等の設置によって ドライサイ トを維持するとい う我が国における福島第一

発電所事故当時の考え方 と同様の ものである。），その一方で，洪水が地下

トレンチ等か ら建屋内に浸入することも想定 されたが，これは堤防によって

は防 ぐことができないため，コンパ ク トな浸水防水 区画を設置 し，その範囲

で，配管貫通部の閉鎖や強化扉の設置等の水密化 を講 じることとしたもので

ある。

このように，ルブレイエ原子力発電所において講 じられた水密化措置は，

局所的 ・部分的なものであり，建屋等の全部の水密化が技術的に可能である

ことを示す もので も，規制機 関において これ を命ずべき根拠 となるものでも

ない （なお，ルブ レイエ原子力発電所の洪水事象は，安全情報検討会でも検

討 されたが，その結果， 「ルブ レイエ原子力発電所で起きた浸水事象は， こ

の津波対策評価に包絡 され る。」 と整理 され，またrJNESの 見解 」 とし

て ， 「国内 の原 子力発 電所は，過去に発生 した津波 に基づ く水位 と発電所敷

地の標高の比較評価等よ り，津波により原子炉施設の安全性が損なわれるこ

とはない。」 との見解 が説明 され， この事例か ら直ちに我が国において安全

規制上の対応を行 う必要があるとは認識 され なかった。丙B第11号 証6，

7，10及 び11ペ ー ジ）。

（7）福 島第一発 電所事故後 ， 日本 各地の原子力発電所において，主要建屋や重

要機器室の水密化が実施 されていることが，福島第一発電所事故前において，

建屋等の全部の水密化が可能であった ことを示すものでも，規制機関におい

てこれを命ずべ き根拠 となるものでもないこと

福 島第一発電所事故後， 日本各地の原子力発電所では，津波対策 として主

要建屋や重要機器室が水密化 されているが，これ らは，飽 くまでも同事故の

経験やそ こから得 られた知見を踏まえて行われた対策であり， これ らをもっ
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て，同事故前において福島第一発電所の建屋等の全部の水密化が可能であっ

たとはいえず，また，規制機関においてこれを命ずべ きであった ともいえな

い 。

なお，中部電力株式会社は，福島第一発電所事故後，浜岡発電所の原子炉

建屋大物搬入 口の強度強化扉及び水密扉の二重式構造の扉 （浜岡二重扉方式）

を設置 しているところ，同方式は，福島第一発電所事故の教訓を踏まえ，参

考事例 もない中で，津波波力に対する強度 を備 えるとともに，扉の変形等が

生 じても水密性能が失われないとい う二つの機能を確保するために様々な観

点から検討 を加 え，よ うや く考案 した ものであって（丙B第150号 証），福

島第一発 電所事事故 の教訓及びこれ を契機 とする津波波力に関する知見の進

展なしには，これ と同等の性能 を有する二重扉 を設置す ることはできなかっ

たといえる。

（8）溢水勉 強会等 にお いて水密化 の検討が行われていた ことは，技術基準に適

合する措置 として，規制機関において建屋等の全部の水密化を命ずべ き根拠

にはならないこと

溢i水勉 強会は，津波 に対す る安全性 は設計条件 において十分に確保 されて

いるものの，念のため とい う位置づ けで，設計上の想定を超 える津波に対す

る対策の要否 ・内容を検討するため，事業者に働 きかけて立ち上げたもので

あり（丙A第30号 証 の1，2） ，設計想 定津波 に対す る対策 を検討 していた

ものではない。

そのため，溢水勉強会 において建屋等の水密化 が検討 され ていたか らと

いって，福島第一発電所事故前に，技術基準 （規制要求）を満たす津波対策 と

して建屋等の全部 の水密化 を講 じさせ ることができた とす る根拠 とはな り得

ない。

第7津 波対策として防潮堤 ・防波堤等の設置を命じた場合に，その完成までに相
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応の期間を要することが想定されるとしても，防潮堤 ・防波堤等の設置に加 え，

建屋等の全部の水密化 を命 じないことが，著 しく不合理 と評価される余地はな

いこと

前記第4の2の とお り，福 島第 一発電所事故 当時において，建屋等の全部の

水密化の措置は技術的に確 立されてお らず，規制機 関において，原子炉施設の

安全性 を確保 し得 る対策であるか否かを判断できなかったものであ り，防潮堤

・防波堤等の完成までの暫定的措置 としてであったとして も，建屋等の全部の

水密化を命ず るべき義務はなかったとい うべきである。

また，そもそも 「長期評価の見解」 自体に十分な科学的，客観的な裏付 けは

なかったのであり，防潮堤 ・防波堤等の完成に必要な期間において，実際に敷

地を超える津波が到来す るとい う切迫性，緊急性は示 されていなかった。

その上，前記第4の2の とお り，福 島第一発 電所事故 当時においても，建屋

等の全部の水密化は技術的に確立 されていなかったのであるか ら，設計手法の

確立か ら施工に至 るまでに必要な期間を想定 した場合，防潮堤 ・防波堤等の設

置 と比較 して，建屋等の全部の水密化が短期間で実現できたといえるものでも
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な い （丙B第45号 証 〔首 藤 名 誉 教 授 意 見 書 〕24ペ ー ジ参 照）＊38。

第8結 果 回避 可能性 に関す る まとめ

以上のとお り，①福島第一発電所事故前は，防潮堤 ・防波堤等の設置 によっ

て ドライサイ トを維持す ることが合理的な津波対策 と評価 されていたところ，

「長期評価の見解」を前提 に防潮堤 ・防波堤等 を設置 しても，福島第一発電所

事故は回避できなかった し，また，②防潮堤 ・防波堤の存在 を前提 とせず，津

波が敷地に浸入す ることを容認 した上で水密化 を行 うことは，福島第一発電所

事故前の科学技術水準として，技術的に未確立であったか ら，そのような水密

化やその他の措置を講 じることを命 じる規制権限の行使が義務付け られること

はない （なお，防潮堤 ・防波堤等の完成までに相応の期間を要することが想定

＊38な お，原告 らは，渡辺氏の意見書 （甲A第375号 証）に基づき，建屋等の水密化の技術的可能

性や，それ に必要な工期について主張す るようである（原告 ら第60準 備書面第2・5な い し1

3ペ ージ）。 しか しなが ら，被告国第26準 備書面で述べるように，渡辺意見書における意見は，

同意見書が 「本稿で論 じる全ての対策工事 と工期に関 しては，福島第一原子力発電所 と同等の炉

型タイプ（MarkI型 格納容器）を有する浜岡原子力発電所において，本件事故 （引用者注 ：福

島第一発電所事故）後にとられた具体的対策工事を参考 とした」 とし，「工期については筆者の推

定による算出である」 としているとお り（甲A第375号 証4ペ ージ。傍点は引用者。），福島第

一発電所事故前の科学技術水準や科学的，専門技術的知見を何 ら踏まえていないものであ り，渡

辺意見書の内容は，後知恵以外の何物でもない。

また，津波対策を考える上では，同発電所において想定 され る地震動の当該津波対策への影響

を考慮す ることが必要不可欠であるところ，渡辺意見書では，「地震動がない とい う前提条件

で」，津波対策に関して意見を述べるなど（同号証4ペ ージ），津波対策 を技術的観点か ら検討す

る上で重要な点が欠落している。

さらに，渡辺意見書において，福島第一発電所事故後の緊急安全対策 として既に浜岡発電所に

おいて採 られた津波対策を参考として，福島第一発電所において採 るべき対策の工期を2年 ない

し3年 などと述べている点 （同号証7，8ペ ージ等）については，津波工学の第一人者である首藤

名誉教授が津波対策の研究に5年 ，施工だけでも5年 の合計10年 程度を要するとの見通 しを述

べているところとも明 らかに反する。また，渡辺意見書における上記意見が採 り得ないことは，

原子力工学を專門とする岡本教授の意見を参照されたい（丙B第27号 証 〔岡本教授意見書 （2）〕

13な いし15ペ ージ）。
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されるとして も，前記のよ うな水密化の措置 を講 じることを命 じる規制権限の

行使が義務付けられ ることはない。）。

したがって，本件 において，被告国に結果回避可能性はない。
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第4章 結語

1以 上 の次第 であ るか ら，原告 らの主張は，多 くの点で事実認定並びに国賠法

1条1項 に関す る法令 の解釈及 び適用 の誤 りがあるか ら，原告 らの請求はいず

れ も棄却 され るべきである＊38。

2被 告 国が，本件訴 訟 にお いて，取 り分け強 く主張す るのは，原子力基本法及

び炉規法が想定す る原子力発電所 の安全性は，いわゆる相対的安全性 （何 らか

の事故発生等の危険性の程度が，科学技術の利用により得 られ る利益の大きさ

との対比において，社会通念上容認できる水準であると一般に考えられる場合

に，これ をもって安全 と評価す るとい う意味での安全性）を意味す ると考 えら

れ るところ，原子力規制機関は，設置許可処分時だけでなく，同処分後 も，原

子力発電所が相対的安全性 を備 えているか否かの判断について専門技術的裁量

を有 していると解 され るか ら，裁判所が，使用開始後の原子炉施設に関する原

子力規制機関の規制権限の不行使が国賠法上違法 となるか否かを判断す るに当

たっては，規制権限の不行使が問題 とされ る当時の科学技術水準に照らし，①

使用開始後 の原子炉施設に関して用い られた安全性 の審査又は判断の基準に不

合理な点があるか否か，②当該原子炉施設がその基準に適合するとした原子力

規制機関の判断の過程に看過 し難い過誤，欠落があるか否か， とい う二段階の

観点か ら行われ るべきであ り，少 なくとも，設定 した審査基準等の内容が不合

理であるか，又はその基準への適合性の判断が不合理であるといえない限 り，

＊38な お，①経済産業大臣が原子炉施設の基本設計ない し基本的設計方針の安全性に関わる問題を

技術基準適合命令 によ り是正する規制権限を有 していなかったことは，被告国第6準 備書面第7

（71な い し82ペ ージ）及び被告国第11準 備書面第5（30な い し36ペ ージ）において，②シ

ビアアクシデ ン ト対策は法規制の対象外であったため，経済産業大臣が技術基準適合命令によ り

シビアアクシデン ト対策 をさせる規制権限を有 していなかったことは，被告国第6準 備書面第5

（36な い し54ペ ージ）及び被告国第11準 備書面第2（3な い し20ペ ージ）において，③被

告国が二次的かつ補完的責任 を負 うに とどまることは，被告国第39準 備書面第10（69な い

し70ペ ージ）において，それぞれ詳述 したとお りである。
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規制権限の不行使が裁量を逸脱 した ものとして国賠法上の違法性が問題 となる

余地はない とい う点である （前記第1章 ）。

そ して，①被告 国が福 島第一発電所事故前に用いていた津波に対す る安全性

の審査又は判断の基準 （想定津波の波源設定に関する考 え方）は合理性 を有する

ものであった上 （前記第2章 第2） ，②原子 力規 制機 関は，従前 の支配的な見解

か らは導かれない新たな科学的知見である 「長期評価の見解」について， この

見解が福島第一発電所の前記①の審査又は判断の基準への適合性判断に影響を

及ぼ し得 る知見であるか否かとの観点から調査 を行ったものの，この見解を裏

付ける科学的根拠が存在 しなかったことから，これを審議会等の検証に耐え得

る程度の客観的かつ合理的根拠に裏付けられた知見 とは評価 できず， したがっ

て，福島第一発電所の前記①の基準への適合性の判断に影響を与える知見では

ない と評価 して，被告東電に対 して規制権限を行使 してこなかったものであ り，

その原子力規制機 関の判断は，福島第一発電所事故以前の地震及び津波の科学

的知見の状況に照 らして十分な合理性を有す るものであった （同第3） 。

したがって，被告 国には，福島第一発電所に主要建屋 の敷地高を超える津波

が到来す ることについて，作為義務の発生を基礎づける程度の予見可能性がな

かったとい うべきであるか ら，規制権限の不行使が許容 され る限度を逸脱 して

著 しく合理性 を欠 くとは到底いえず，本件において，被告国が規制権限を行使

しなかったことが国賠法上違法 と評価 され る余地はない とい うべきである（同

第4） 。

3も とよ り，被 告国 は，原 子力発電事業者 を監督す る立場にあ り，その意味で

福島第一発電所事故を回避iできなかった こ とは，被告 国 としても極 めて遺憾で

あると考えている。

しか しなが ら，このことと，同事故の発生について被告国に規制権限不行使

の違法性が認め られるべきか否かは，全 く次元の異なる問題 である。

福 島第一発電所事故は，東 日本大震災とそれに伴 う想定を超える津波 とい う
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未曾有の大規模 自然災害によって引き起 こされた我が国及び国民全体に とって

不幸な事故であるが，事故当時，専門家を含 め誰一人 として，福島第一発電所

にこのような想定 を超 える大津波が押 し寄せ ることを具体的に予見 し，その危

険性を指摘する者はいなかった。 しかるに，地震 ・津波の専門家の中でも評価

が固まっていない知見を殊更に偏重する余 り，いまだ抽象 レベルにとどまる自

然災害発生の可能性 をもって，被告国において福 島第一発電所事故の予見可能

性があるとし， しかも，実効性について十分な吟味，検討 も経ていない対策を

事業者が採 ることを命ず るよ う義務付 けることは，実質的に見れば，原子力発

電所について絶対的安全性を求めるもの といえる＊39。この よ うな専 門的，技術

的知見 を無視 した極めて粗い判断が法令 の適正な解釈適用 を旨とす る司法の判

断 として是認 されるとなれば， リスクを示す知見が単に仮説 として出されてい

るとい うだけで，知見の成熟度を無視 した規制権限行使が義務付けられ ること

になりかねない上，予見す ること自体が極 めて難 しい 自然災害によって原子力

発電所に一度でも事故が発生すれば，対策不十分 として国に結果責任を負わせ

るに等 しい結果 となるのであって，過失責任を旨とする我が国の国家賠償法制

の基本的考え方 ・枠組みはもとよ り，相対的安全性 を確保す るとい う原子力規

制法制の基本的考え方 ・枠組みは，その根底から覆 されることにな りかねない。

そ うなれば，被告国は，事後，かかる司法判断がされ ることを防 ぐため，全国

の原子力発電所について，科学的根拠が必ず しも十分 とはいえない対策をも講

ず るよう事業者に命 じることを余儀なくされ，その結果，原子力発電 とい うイ

＊39「 事故 が起 きた後 か ら論文 等 を探せ ば事故 の原 因 とな る リスクの可能性 を示唆 した論文の一っ

や 二つは必ず 見つ か る」 ものであ り， 「事故 が起 きた場合 に，そ うい った リス クの提言 を行 った

こ とがあ る学者や メデ ィアな どが ，過 去の論文等 を引 っぱ りだ して きた上で，そ の知 見の精度 を

度外視 して，『だか ら言 った じゃな いか。』 とい う声が上が る」例が見 られ るが， この よ うな 「知

見 の精 度 を度 外視 」 した評価 ，批判 は 「結果論 」で あ って 「工学的 な論理 」で はない （丙B第1

2号 証 〔山 口教授意 見書〕7及 び8ペ ージ）。
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ンフラ自体の存在意義そのものを否定することにもな りかねないのである。

4裁 判所 において は，福 島第一発電所事故の重大性や社会的影響にのみ 目を奪

われて，多 くの専門家 らの意見の存在 を無視するなど科学的知見の恣意的な取

捨選択を行 うのではなく，一切の予断を排除 し，福島第一発電所事故前の地震

学，津波学，津波工学，原子力工学などの各分野における専門家の見解が どの

ようなものであったのかや，科学的知見の成熟度が どのような ものであったの

か といった諸点についての正 しい理解を前提に した上で，前記第1章 の とお り，

原 子力規制機 関が用 いていた原子炉施設に関す る安全性の審査又は判断の基準

の合理性及び当該基準への適合性判断の合理性のそれぞれについて検討すると

い う二段階の観点か ら審査を行い，適切 な判断をされ るよう，強 く望む もので

ある。

以 上
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略称語句使用一覧表

略称 基 本 用 語 使用書面 ペ ー ジ 備考
訴状訂正申立書 平成25年6月10日 付 け訴状訂正 答弁書

申立書
1

訴状 訴状訂正申立書別添の訴状 答弁書

1

福島第一発電所 東京電力福島第一原子力発電所 答弁書

2

本件将来請求 請求 の趣 旨第3項 （2），第4項 （2）及 答弁書
び第5項 （2）の各請求の うち本件訴

訟事実審口頭弁論終結日後の支払を
求める部分 2

被告東電 相被告東京電力株式会社 答弁書

5

福島第一発電所 平成23年3月11日 に被告東電の 答弁書
事故 福島第一発電所において放射性物質

が放出される事故 5

国会事故調査報 国会における第三者機関による調査 答弁書
告書 委員会が発表 した平成24年7． 月5

日付け報告書 8

INES 国際原子力 ・放射線事象評価尺度 答弁書

11

ソ連 旧 ソ ビエ ト連 邦 答弁書

11

炉規法 核原料物質，核燃料物質及び原子炉 答弁書
の規制に関する法律

14

原賠法 原子力損害の賠償に関する法律 答弁書

16

原賠審査会 原子力損害賠償紛争審査会 答弁書

16

原賠支援機構 原子力損害賠償支援機構 答弁書

17

中間指針 東京電力株式会社福島第一，第二原 答弁書
子力発電所事故による原子力損害の
範囲の判定等に関する中間指針 18

中間指針第1次 東京電力株式会社福島第一，第二原 答弁書
追補 子力発電所事故による原子力損害の

範囲の判定等に関する中間指針追補
（自主的避難等に係る損害につい
て） （第 一次 追補 ） 18
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中間指針第2次 東京電力株式会社福島第一，第二原 答弁書

追補 子力発電所事故による原子力損害の
範囲の判定等に関する中間指針第二
次追補 （政府による避難区域等の見
直し等に係る損害について） 26

昭和36年 長期 昭和36年 に原子力委員会が策定 し 答弁書

計画 た 「原子力の研究，開発及び利用に

関する長期計画」 39

昭和42年 長期 原子力委員会が昭和42年 に策定 し 答弁書

計画 た 「原子力の研究，開発及び利用に

関する長期計画」 40

最終処分計画 特定放射性廃棄物の最終処分に関す 答弁書
る計画

41

機構 原子力発電環境整備機構 答弁書

41

昭和53年 長期 原子力委員会が昭和53年 に策定 し 答弁書

計画 た 「原子力の研究，開発及び利用に

関する長期計画」 42

昭和57年 長期 原子力委員会が昭和57年 に策定 し 答弁書

計画 た 「原子力の研究，開発及び利用に

関する長期計画」 43

昭和62年 長期 原子力委員会が昭和62年 に策定 し 答弁書

計画 た 「原子力の研究，開発及び利用に

関する長期計画」 43

平成6年 長期計 原子力委員会が平成6年6． 月24日 答弁書

画 に新たな 「原子力の研究，開発及び

利用に関する長期計画」 46

平成12年 長期 原子力委員会が平成12年11月2 答弁書

計画 4日 に新たな 「原子力 の研究，開発

及び利用に関する長期計画」 47

「長期評価」 三陸沖から房総沖にかけての地震活 答弁書
動の長期評価について

53

政府事故調査中 政府に設置された東京電力福島原子 答弁書

間報告書 力発電所における事故調査 ・検証委

員会 作成 の平成23年12． 月26日

付け 「中間報告」 55

国賠法 国家 賠償 法 （昭和22年10． 月27 答弁書
日法律第125号 ）

57

放射線障害防止 放射性同位元素等による放射線障害 第1準 備書面
法 の防止に関する法律

5

原災法 原子力災害への対応を規定した原子 第1準 備書面

力災害対策特別措置法

5
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省令62号 発電用原子力設備に関する技術基準 第1準 備書面
を定める省令

7

保安院 原子力安全 ・保安院 第1準 備書面

11

JNES 独立行政法人原子力安全基盤機構 第1準 備書面

萄 14

本件設置等許可 福島第一発電所1号 機 については， 第1準 備 書面
処分 昭和41年12月1日 ， 同2号 機 に

つ い て は ， 昭 和43年3月29日 ，

同3号 機 につ いて は，昭和45年1

月23日 ， 同4号 機 につ い ては， 昭

和47年1月11日 にそれ ぞ れ され

た設置 （変更）許可処分

16

後段規制 設計及び工事の方法の認可から施設 第1準 備書面
定期検査までの規制

17

昭和39年 原子 昭和39年5月27日 に原子力委員 第1準 備書面
炉立地審査指針 会によって策定された原子炉立地審

査指針
19

昭和45年 安全 昭和45年4月18日 に動力炉安全 第1準 備書面
設計審査指針 基準専門部会によって策定され同月

23日 に原子力委員会においても了

承 された 「軽水炉についての安全設

計に関する審査指針について」
19

平成13年 安全 昭和45年 安全設計審査指針は，昭 第1準 備書面

設計審査指針 和52年6月 にその全面改訂が行わ
れ，平成2年8月30日 付 け原子 力

安全委員会決定により全面改訂がさ
れ，平成13年3． 月29日 に国 際放

射線防護委員会による1990年 勧
告を受けて一部改訂が された

25

平成13年 耐震 平成13年3月29日 に改訂 され た 第1準 備書面

設計審査指針 耐震設計審査指針

26

平成18年 耐震 平成18年9月19日 ，原 子 力安全 第1準 備書面

設計審査指針 委員会において，決定された耐震設

計審査指針
30
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本件地震 平成23年3． 月11日 の東 北地 方太 第1準 備書面
平洋沖地震

35

電気事業法 平成24年 法律第47号 による改正 第2準 備書面
前の電気事業法

1

ク ロロ キン最高 最高裁判所平成7年6月23日 第二 第2準 備書面
裁判決 小法廷判決 ・民集49巻6号160

0ペ ー ジ 3

宅建業者最高裁 最 高裁 平成 元年11． 月24日 第 二小 第2準 備書面

判決 法廷判決 ・民集43巻10号116
9ペ ー ジ 5

本件各判決 宅建業者最高裁判決，クロロキン最 第2準 備書面

高裁判決，筑豊じん肺最高裁判決及
び関西水俣病最高裁判決 7

ク ロ ロキ ン最高 宅建業者最高裁判決及びクロロキン 第2準 備書面
裁判決等 最高裁判決

7

筑豊じん肺最高 筑豊じん肺最高裁判決及び関西水俣 第2準 備書面
裁判決等 病最高裁判決

7

宅建業法 宅地建物取引業法 第2準 備書面

8

水質二法 公共用水域の水質の保全に関する法 第2準 備書面
律及び工場排水等の規制に関する法
律 13

その他の規制措 日本薬局方からの削除や製造の承認 第2準 備書面

置 の取消しの措置以外の規制措置
16

延宝房総沖地震 慶長 三 陸地震 （1611年 ） 及び1 第2準 備書面
677年11月 の 地震

31

津波評価技術 原子力発電所の津波評価技術 第2準 備書面

33

政府事故調査最 政府に設置された東京電力福島原子 第2準 備書面

終報告書 力発電所における事故調査 ・検証委

員会作成の平成24年7月23日 付
け 「最終報告書」

51

貞観津波 西暦869年 に東北地方沿岸 を襲 っ 第2準 備書面
た巨大地震によって東北地方に到来
したとされている津波

54

スマ トラ沖地震 平 成16年 イ ン ドネ シア のスマ トラ 第2準 備書面
島沖で発生した地震

57
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マイアミ論文 被告東電の原子力技術 ・品質安全部 第2準 備書面

員が平成18年7月 に米国マイア ミ
で開催 された第14回 原子力工学国

際会議で発表した論文
59

女川発電所 東北電力株式会社女川原子力発電所 第2準 備書面

63

浜岡発電所 中部電力株式会社浜岡原子力発電所 第2準 備書面

63

大飯発電所 関西電力株式会社大飯発電所 第2準 備書面

63

泊発電所 北海道電力株式会社泊発電所 第2準 備書面

63

佐竹ほか （20 平成20年 に刊行 された 「石巻 ・仙 第2準 備書面
08） 台平野における869年 貞観津波の

数値 シ ミュ レー シ ョン」 （佐 竹健

治 ・行谷佑 一 ・山木滋 ） と題 す る論

文 77

合同WG 総合資源エネルギー調査会原子力安 第2準 備書面

全 ・保安部会耐震 ・構造設計小委員

会 地震 ・津 波， 地質 ・地盤合 同 ワー

キンググループ
79

本件各評価書 「耐震設計審査指針の改訂に伴う東 第2準 備書面
京電力株式会社福島第一原子力発電
所5号 機耐震安全性に係る中間報告
の評価について」及び 「耐震設計審

査指針の改訂に伴う東京電力株式会
社福島第二原子力発電所4号 機耐震
安全性に係る中間報告の評価につい
て 」 79

原告ら準備書面 原 告 らの2013（ 平成25） 年1 第4準 備書面

（2） 1月7日 付 け準備 書面 （2）

1

福島第二発電所 被告東電の福島第二原子力発電所 第4準 備書面

11

原告ら準備書面 原 告 らの2014（ 平 成26） 年3 第5準 備書面

（10） ．月12日 付 け準備 書面 （10）
1
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原告ら準備書面 原告 らの2014（ 平成26） 年5 第5準 備書面

（13） 月7日 付 け準備 書 面 （13）

1

筑豊じん肺最高 最高裁 判所 平 成16年4． 月27日 第 第5準 備書面

裁判決 三小法廷判決 ・民集58巻4号10
32ペ ー ジ 39

関西水俣病最高 最高裁判所平成16年10月15日 第5準 備書面

裁判決 第二小法廷判決 ・民集58巻7号1
802ペ ー ジ 40

原告ら準備書面 原告 らの2014（ 平成26） 年3 第6準 備書面
（11） 月5日 付 け準備 書 面 （11）

1

原告ら準備書面 原告 らの2014（ 平成26） 年5 第6準 備書面
（14） 月7日 付 け準備 書 面 （14）

■

1

安全設計審査指 発電用軽水型原子炉施設に関する安 第6準 備書面
針 全設計審査指針

55

耐震設計審査指 発電用原子炉施設に関する耐震設計 第6準 備書面
針 審査指針

55

使用停止等処分 平成24年 改正後 の炉規法43条 の 第6準 備書面
3の23に 定める保安のために必要

な措置 79

原告ら準備書面 原 告 らの2014（ 平成26） 年1 第7準 備書面
（18） 0月29日 付 け準備 書面 （18）

1

事故解析評価 原子炉設置許可処分申請に際して申 第8準 備書面
請者が実施する事故防止対策に係る
解析評価 7

安全評価審査指 発電用軽水型原子炉施設の安全評価 第8準 備書面

針 に関する審査指針
12

起因事象 異常や事故の発端となる事象 第8準 備書面

25

安全系 原子炉施設の重要度の特に高い安全 第8準 備書面

機能を有する系統
匂 26

原告ら準備書面 原告 らの2015（ 平成27） 年3 第9準 備書面

（21） 月12日 付 け準備 書面 （21）

1

添田氏 添田孝史氏 第9準 備書面

1

島崎氏 東京大学教授島崎邦彦氏 第9準 備書面

5

原告ら準備書面 原 告 らの2015（ 平成27） 年3 第10準 備書面

（22） ．月12日 付 け準備 書面 （22）

1

193一



原告ら準備書面 原 告 らの2015（ 平成27） 年5 第11準 備書面

（23） 月8日 付 け準備 書面 （23）
1

実用炉規則 実用発電用原子炉の設置，運転等に 第11準 備書面

関する規則
4

設置許可基準規 実用発電用原子炉及びその附属施設 第11準 備書面

則 の位置，構造及び設備の基準に関す

る規則 （平成25年 原子力規制委員

会規則第5号 ） 23

バ ックチ ェ ック 新耐震設計審査指針に照らした既設 第11準 備書面
ノレー ノレ 発電用原子炉施設等の耐震安全性の

評価及び確認に当たっての基本的な

考え方並びに評価手法及び確認基準
につ い て 29

伊方原発訴訟最 最高裁判所平成4年10月29日 第 第11準 備書面

高裁判決
一小法廷判決 ・民集46巻7号11

74ペ ー ジ
31

原告ら準備書面 原 告 らの2015（ 平成27） 年7 第12準 備書面

（25） 月15日 付 け準備 書面 （25）

1

平成3年 溢水事 平成3年10月30日 に発 生 した福 第12準 備書面

故 島第一・発電所1号 機補機冷却水系海

水配管からの海水漏洩
1

政府事故調査委 政府に設置された東京電力福島原子 第12準 備書面

員会 力発電所における事故調査 ・検証委

員会 12

昭和52年 安全 発電用軽水型原子炉施設に関する安 第12準 備書面

設計審査指針 全設計審査指針 （昭和52年6月1
4日 原子力委員会決定） 21

平成2年 安全設 発電用軽水型原子炉施設に関する安 第12準 備書面

計審査指針 全設計審査指針 （平成2年8月30

日原子力安全委員会決定）
22

基準津波 設計基準対象施設に大きな影響を及 第12準 備書面
ぼすおそれがある津波

29

岡本教授 東京大学大学院工学系研究科岡本孝 第13準 備書面
司教授

8

山口教授 東京大学大学院工学系研究科山口明 第13準 備書面

教授
11

津村博士 財団法人地震予知総合研究振興会地 第13準 備書面
震防災調査研究部副首席主任研究員
津村建四朗博士 12

筒井氏 筒井哲郎氏 第13準 備書面

13

佐竹氏 佐竹健治氏 第14準 備書面

1
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都司氏 都司嘉宣氏 第14準 備書面

1

深尾 ・神定論文 昭和55（1980） 年 に発 表 され 第14準 備書面

た深尾良夫 ・神定健二 「日本海溝の

内壁直下の低周波地震ゾーン」と題
する論文 61

松澤教授 東北大学大学院理学研究科附属地 第14準 備書面

震 ・噴火予知研究観測センター長を
務める同研究科の松澤暢教授 95

阿 部 （199 1999年 に発表 された阿部氏の論 第14準 備書面

9） 文 「遡上高を用いたMtの 決定一歴
史津波への応用1 108

新規制基準 実用発電用原子炉及びその附属施設 第15準 備書面
の位置，構造及び設備 の基準に関す

る規則 8

推進本部 文部科学省地震調査研究推進本部 第18準 備書面

3

長期評価の見解 長期評価の中で示された 「明治三陸 第18準 備書面
地震と同様の地震が三陸沖北部から
房総沖の海溝寄 りの領域内のどこで

も発生する可能性があるとする見

解 」
3

本件津波 平成23年3． 月11日 に発 生 した本 第18準 備書面

件地震に伴う津波
4

佐竹教授 東京大学地震研究所地震火山情報セ 第18準 備書面
ンター長佐竹健治教授

20

今村教授 東北大学災害科学国際研究所所長 ・第18準 備書面

同研究所災害リスク研究部門津波工
学研究分野今村文彦教授

20

首藤名誉教授 東北大学首藤伸夫名誉教授 第18準 備書面

20

谷岡教授 北海道大学大学院理学研究院附属地 第18準 備書面
震火山研究観測セ ンター長谷岡勇市

郎教授
20

笠原名誉教授 北海道大学笠原稔名誉教授 第18準 備書面

20

阿部博士 原子力規制庁技術参与阿部清治博士 第18準 備書面

20

青木氏 原子力規制庁原子力規制部安全規制 第18準 備書面

管理官青木一哉氏
21

名倉氏 原子力規制庁原子力規制部安全規制 第18準 備書面

管理官付安全管理調査官名倉繁樹氏
21
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酒井博士
一般財団法人電力中央研究所原子力 第18準 備書面
リス ク研 究セ ンター研 究 コーデ ィ

ネーター酒井俊朗博士
21

4省 庁報告書 建設省，農水省，水産庁及び運輸省 第18準 備書面

が策定した 「太平洋沿岸部地震津波
防災計画手法調査報告書」

49

7省 庁手引 建 設省 ，農 水省 ，水 産庁 ，運輸 省 ， 第18準 備書面

国土庁，気象庁及び消防庁が策定し
た 「地域防災計画における津波対策
強化の手引き」

49

日本海溝 ・千島 中央防災会議に設置された 「日本海 第18準 備書面

海溝調査会 溝 ・千島海溝周辺海溝型地震に関す
る専門調査会」

49

日本海溝 ・千島 日本海溝 ・千島海溝調査会による報 第18準 備書面

海溝報告書 告
メ

49

推進地域 日本海溝 ・千島海溝周辺海溝型地震 第18準 備書面
防災対策推進地域

113

技術基準 発電用原子力設備に関する技術基準 第18準 備書面

133

平成20年 試算 被告東電が平成20年 に行 った明治 第18準 備書面

三陸地震の波源モデルを福島県沖に

置いてその影響を測るなどの試算
156

試算津波 平成20年 試算による想定津波 第18準 備書面

172

東通発電所 東京電力株式会社東通原子力発電所 第19準 備書面
2

総合基本施策 地震調査研究の推進について 第19準 備書面

6

川原氏 保安院原子力発電安全審査課元耐震 第19準 備書面

班長川原修司氏 15

高橋教授 関西大学社会安全学部教授高橋智幸 第20準 備書面
氏 14

津波PRA標 準 日本原子力学会 による規格 「原子力 第20準 備書面

発電所に対する津波を起因とした確
率論的 リスク評価に関する実施基

準 ：2011」 20

津波評価技術2 土木学会による 「原子力発電所の津 第20準 備書面
016 波評価技術2016」

23

重大事故等 重大事故（炉規法43条 の3の6第 第20準 備書面

1項3号 ，実用炉規則4条 ）や重大

事故に至るおそれがある事故 26
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大竹名誉教授 東北大学名誉教授大竹政和氏 第21準 備書面
2

IAEA 国際原子力機関 第22準 備書面

1

IAEA事 務局 IAEAが 平成27年9月 に公 表 し 第22準 備書面

長報告書 たIAEA福 島第一原子力発電所事

故事務局長報告書
1

IAEA技 術文 IAEA事 務局長報告書の附属文書 第22準 備書面

書2 で5巻 か ら成 る技術文書の うちの第
2巻

1

バ ックチ ェ ック 新耐震指針に照らした既設発電用原 第23準 備書面
ル ・一 ノレ 子炉施設等の耐震安全性の評価及び

確認に当たっての基本的な考え方並
びに評価手法及び確認基準について

（平成18年9月20日 原 子力安

全 ・保安院決定）

24

谷岡 ・佐竹論文 谷岡勇市郎，佐竹健治 「津波地震は 第23準 備書面

どこで起 こるか 明治三陸津波から
100年 」 （平 成8年 ）

36

電事連 電気事業連合会 第23準 備 書面
77

NUPEC 財団法人原子力発電技術機構 第23準 備書面
77

東北電力 東北電力株式会社 第23準 備書面
79

深尾 ・神定論文 深尾良夫 ・神定健二 「日本海溝の内 第24準 備書面

壁直下の低周波地震ゾーン」
5

松澤 ・内田論文 松澤暢，内田直希 「地震観測から見 第24準 備書面

た東北地方太平洋下における津波地
震発生の可能性」 （平成15年 ）

7

西村氏 西村功氏 第24準 備書面
14

渡辺氏 渡辺敦雄氏 第26準 備書面
3

渡辺意見書 渡辺敦雄氏作成の意見書 第26準 備書面
3

筒井氏ら 筒井哲郎氏及び後藤政志氏 第26準 備書面
6

刑事事件 被告東電元役員らを被告人とする刑 第27準 備書面
事事件

7

耐震バックチェ 保安院が，原子力事業者等に対し， 第27準 備書面

ック指示 福島第一原発を含む既設の発電用原
子炉施設について，平成18年 耐震

設計審査指針に照らした耐震安全性
の評価を実施 し，その結果を報告す

ることを求めた指示
11
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耐震バ ックチェ 耐震バックチェック指示を受けて被 第27準 備書面

ッ ク 告東電ほかの原子力事業者が行う評
価や同評価に係る規制側における審
査

11

土木調査グルー 被告東電原子力設備管理部新潟県中 第27準 備書面
プ 越沖地震対策センター土木グループ

（土木調査グループを始めとする複
数グループに改変 されたため，時点
を限 らず表記 を統 一す る。 ）

13

酒井GM 土木調査グループマネージャー酒井 第27準 備書面

博士 （「酒井博士」 と同義）
13

高尾氏 土木調査グループ課長高尾誠氏 第27準 備書面
13

金戸氏 土木調査グループ金戸俊道氏 第27準 備書面
13

東電設計 東電設計株式会社 第27準 備書面

13

茨城県波源モデ 「延宝房総沖地震津波の千葉県沿岸 第27準 備書面
ル ・ ～福島県沿岸での痕跡高調査」にお

いて検討された延宝房総沖地震に係
る波源モデル

14

日本原電 日本原子力発電株式会社 第27準 備書面
15

JAEA 日本原子力研究開発機構 第27準 備書面
16

東京高裁今村証 別訴 （東京高裁平成29年 （ネ）第 第27準 備書面

言 2620号 ）における今村教授 の証
き
口

20

津波担当部署 土木調査グループのほか，被告東電 第27準 備書面

の土木技術グループ，建築グルー

プ，機器耐震技術グループ等の津波

評価及び津波対策担当部署
25

武藤副本部長 被告東電原子力 ・立地本部副本部長 第27準 備書面

武藤栄氏
25

吉田部長 被告東電原子力設備管理部長吉田昌 第27準 備書面
郎氏

25

山下センター長 被告東電原子力設備管理部新潟県中 第27準 備書面
越沖地震対策セ ンター長山下和彦氏

25

東電津波対応方 耐震バックチェックに対する被告東 第27準 備書面

針 電の対応方針
28
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阿部氏 阿部勝征東京大学名誉教授 ・地震調 第27準 備書面
査研究センター所長

29

岡村委員 合同WG委 員岡村行信氏 第27準 備書面
77

名古屋地裁判決 名古屋地方裁判所平成25年 （ワ）第 第29準 備書面
2710号 令 和 元年8月2日 判決

5

二段階審査 具体的審査基準に不合理な点がある 第29準 備書面
か否かを審査 し（第一段階の審査），

更に同基準に適合するとした判断の

過程に看過 し難い過誤，欠落がある
か否かを審査する（第二段階の審査）

手法
7

10rn盤 0．P． 十10メ ー トノレ盤i 第30準 備書面

11

基準津波 供用中に当該設計基準対象施設に大 第30準 備書面
きな影響を及ぼすおそれがある津波

22

審査ガイ ド 基準津波及び耐津波設計方針に係る 第30準 備書面

審査ガイ ド
22

東京電力津波調 「福島第一原子力発電所及び福島第 第30準 備書面
査報告書 二原子力発電所における平成23年

東北地方太平洋沖地震により発生し
た津波の調査結果に係る報告（その
2） 」 25

4m盤 O．P． 十4メ ー トノレ盤i 第30準 備書面

33

朝倉式 朝倉良介氏らが 「護岸を越流 した津 第30準 備書面

波による波力 に関する実験的研究」
と題する論文において公表した評価

式 38

平成29年 福 島 福島地方裁判所 平成25年 （ワ）第3 第30準 備書面

地裁判決 8号 ほか平成29年10月10日 判

決
79

柏崎刈羽発電所 被告東電柏崎刈羽原子力発電所 第30準 備書面
80

東海第二発電所 日本原電東海第二発電所 第30準 備書面
80

中部電力 中部電力株式会社 第30準 備書面

96
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筒井氏ら意見書 筒井氏らの作成にかかる平成28年 第31準 備書面

① 4月20日 付 け意見書
9

35m盤 O．P． 十35メ ー トル 盤i 第31準 備書面

9

電気室等の新設 35m盤 の高台に電源設備全てを格 第31準 備書面

納 した建屋 （電気室）に非常用ディー
ゼル発電機及び燃料タンクを新設す

るこ と
9

最 終 ヒー トシ ン 最終ヒー トシンク確保のための対策 第31準 備書面

ク確保対策 として，冷却用海水ポンプの被水に

よる機能喪失を防ぐための対策を講
じる こ と

9一
3つ の対策 電気室等の新設 と最終 ヒー トシンク 第31準 備書面

確保対策
9

付加的対策 防潮堤の設置，可搬式過酷事故対策 第31準 備書面

設備の設置，建屋等の水密化，非常
用淡水注入システムの新設 といった

対策 9

筒井氏ら意見書 筒井氏 らの平成29年5月23日 付 第31準 備書面

② け意見書
10

筒井氏ら意見書 平成30年6． 月5日 付 け意 見書 （2） 第31準 備書面

③
10

筒井氏ら意見書 筒井氏ら意見書①ないし③ 第31準 備書面

10

島根発電所 中国電力株式会社島根原子力発電所 第31準 備書面

14

M／C 高圧電源盤 第31準 備書面

15

P／C パ ワー セ ンター 第31準 備書面

15

MCC モ ー タ ー コ ン トローヲレセ ン ター 第31準 備書面

15

既設ケーブル 原子炉建屋等の建屋内の電源盤から 第31準 備書面

機器への既設ケーブル
32

新設ケーブル 高台に新設する電気室等から原子炉 第31準 備書面
建屋までのケー ブル

32
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浜岡二重扉方式 浜岡発電所原子炉建屋大物搬入口に 第31準 備書面
対する津波防護対策において採用さ
れた強度強化扉及び水密扉による対
策

64

工認審査ガイド 耐津波設計に係る工認審査ガイ ド 第31準 備書面

67

「地震地体構造の 「地震地体構造の同一性」が認められ 第32準 備書面

同一性」に係る検 るためには，①既往地震としてメカニズ

討事項① ムと発生領域がある程度特定され，モ

デルが設定できる地震が存在すること
を前提に検討する事項

14

「地震地体構造の 「地震地体構造の同一性」が認められ 第32準 備書面

同一性」に係る検 るためには，当該地震を発生させたメ

討事項② カニズムを踏まえ，プレー トの固着 状 況

や堆積物（付加体）の状況等から当該

地震が発生した領域と同一性，近似性

が認められる領域を検討する事項

14

松山氏 松山昌史氏 第32準 備書面

33

4省 庁報告書等 4省 庁報告書及び7省 庁手引 第33準 備書面

8

設計上の想定津 設計基準 として想定すべき津波 第33準 備書面

波
9

電共研 電力共通研究 第33準 備書面

10

産総研 産業技術総合研究所 第33準 備書面

16

澤井氏 澤井祐紀氏 第33準 備書面

16

佐藤氏 佐藤暁氏 第37準 備書面

6

佐藤氏意見書 佐藤氏が作成した意見書 第37準 備書面

6
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佐藤氏の意見等 佐藤氏意見書並びに平成31年1月 第37準 備書面
18日 及 び令 和元年5月24目 に別

件訴訟（福島地裁郡山支部平成27
年 （ワ）第255号 ほか）にお いて実

施された証人尋問での佐藤氏の証言
6

非常用ガスター 緊急用自家発電機 第38準 備書面
ビン発電機

4

工業製品等 工業製品や設備 第38準 備書面

9

中間指針 平成23年8月5日 付け 「東京電力 第39準 備書面

株式会社福 島第一，第二原子力発電

所事故による原子力損害の範囲の判
定等に関する中間指針」

5

中間指針第一次 平成23年12月6日 付 け 「東京 電 第39準 備書面

追補 力株式会社福島第一，第二原子力発

電所事故による原子力損害の範囲の
判定等に関する中間指針追補（自主
的避難等に係 る損害について）」

5

中間指針第二次 平成24年3月16日 付 け 「東京 電 第39準 備書面

追補 力株式会社福島第一，第二原子力発
電所事故による原子力損害の範囲の
判定等に関する中間指針第二次追補
（政府による避難区域等の見直 し等
に係る損害について）」

5

中間指針第四次 平成25年12月26日 付 け 「東京 第39準 備書面

追補 電力株式会社福島第一，第二原子力

発電所事故による原子力損害の範囲
の判定等に関する中間指針第四次追

補（避難指示の長期化等に係る損害
につ い て）」

6

中間指針等 中間指針，中間指針第一次追補，中 第39準 備 書面

間指針第二次追補及び中間指針第四
次追補

6

原賠審 原子力損害賠償紛争審査会 第39準 備書面

6

1999年 勧 告 ICRP「Publication 第39準 備書面
82長 期放射線被ば く状況 におけ

る公衆の防護」

11
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1992年 勧 告 ICRPPublication 第39準 備書面
63

26

佐々木ほか連名 LNTモ デルの仮説が科学的に証明 第39準 備 書面

意見書 された真実として受け入れ られるも
の でな い こ と

33

山崎氏 原告 らから，京都地方裁判所で尋問 第40準 備書面
が実施された崎山比早子氏

6

崎山意見書 上記の意見書 第40準 備書面

6

東京地方裁判所 東京地方裁判所平成25年 （ワ）第6 第40準 備書面

平成30年3月 103号 ， 同年 （ワ）第19720号

16日 判 決 福島原発事故損害賠償請求事件につ
いて， 同裁判 所 が平成30年3． 月1

6日 に した判決
6

原告ら準備書面 2018（ 平成30） 年9月5日 付 け 第40準 備書面

（68） 原告ら準備書面（68）

6

酒井証人， 証人酒井一夫氏，証人柴田義貞氏及 第40準 備書面

柴 田証 人， び証人佐々木康人氏

佐々木証人

7

参考レベル 優先的に放射線防護装置を実施して 第40準 備書面
い く対象 を特定するため，目安 とし

ての線量水準

63

水質保全法 公共用水域の水質の保全に関する法 第41準 備書面
律 （昭和45年 法律第108号 によ

る改正前 の もの。）

30

千葉地裁判決（民 千葉地方裁判所平成29年9月22 第41準 備書面

事第3部 ） 日判決

61

千葉地裁判決（民 千i葉地方裁 判所 平成31年3． 月14 第41準 備書面

事第5部 ） 日判決

61

一203一



千葉地裁判決（民 千葉地裁判決（民事第3部 ）及び千葉 第41準 備書面
事第3部 及び民 地裁判決（民事第5部 ）
事第5部 ）

61

山形地裁判決 山形地方裁判所令和元年12月17 第41準 備書面
日判決

61

刑事判決 東京地方裁判所令和元年9月19日 第41準 備書面
判決

64

東京地裁判決 東京地方裁判所平成30年3月16 第41準 備書面
目判決

64

横浜地裁判決 横浜地方裁判所平成31年2月20 第41準 備書面
目判決

65

設定上の想定津 具体的な根拠を持った津波の発生可 第41準 備書面
波 能性を余すことなく取 り入れて，設

●
定基準として想定すべき津波

72
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